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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等
 

回次 第67期 第68期 第69期 第70期 第71期

決算年月 2018年３月 2019年３月 2020年３月 2021年３月 2022年３月

売上高 (百万円) 232,810 235,347 240,898 256,351 246,450

経常利益 (百万円) 9,205 9,698 9,708 12,569 10,615

親会社株主に帰属する
当期純利益

(百万円) 6,070 6,427 6,239 8,282 7,074

包括利益 (百万円) 6,283 6,231 5,924 8,607 6,823

純資産額 (百万円) 54,485 59,082 62,167 68,999 74,059

総資産額 (百万円) 99,710 100,474 104,717 113,819 116,855

１株当たり純資産額 (円) 2,334.17 2,531.13 2,697.99 2,994.53 3,214.13

１株当たり当期純利益 (円) 260.06 275.36 270.22 359.44 307.02

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 54.6 58.8 59.4 60.6 63.4

自己資本利益率 (％) 11.6 11.3 10.3 12.6 9.9

株価収益率 (倍) 15.6 12.4 14.7 13.4 10.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 12,296 10,803 11,402 14,450 9,429

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △5,646 △7,103 △6,263 △7,626 △5,796

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,878 △4,967 △3,632 △2,174 △2,205

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 12,135 10,868 12,374 17,023 18,450

従業員数
(名)

2,447 2,510 2,574 2,653 2,708

(ほか、平均臨時雇用者数) ( 6,413) ( 6,415) ( 6,321) ( 6,492) ( 6,494)
 

(注)１ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
２ 平均臨時雇用者数は、パートタイム社員の就業時間を正社員の就業時間で換算して人数を計算しておりま

す。
３ 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第71期の期首から適用してお

り、第71期に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第67期 第68期 第69期 第70期 第71期

決算年月 2018年３月 2019年３月 2020年３月 2021年３月 2022年３月

営業収益 (百万円) 2,490 2,720 2,779 3,295 3,000

経常利益 (百万円) 1,648 1,913 1,969 2,508 2,223

当期純利益 (百万円) 1,566 1,821 1,891 2,422 2,138

資本金 (百万円) 3,159 3,159 3,159 3,159 3,159

発行済株式総数 (千株) 23,388 23,388 23,388 23,388 23,388

純資産額 (百万円) 26,167 26,353 25,406 26,053 26,347

総資産額 (百万円) 33,619 32,272 29,943 31,661 32,213

１株当たり純資産額 (円) 1,121.00 1,129.00 1,102.60 1,130.68 1,143.45

１株当たり配当額
(円)

70.00 72.00 72.00 80.00 80.00

(うち、１株当たり中間配当額) ( 20.00) ( 20.00) ( 20.00) ( 25.00) ( 25.00)

１株当たり当期純利益 (円) 67.10 78.02 81.94 105.12 92.80

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 77.8 81.7 84.8 82.3 81.8

自己資本利益率 (％) 6.0 6.9 7.3 9.4 8.2

株価収益率 (倍) 60.3 43.7 48.6 45.8 34.5

配当性向 (％) 104.3 92.3 87.9 76.1 86.2

従業員数
(名)

15 17 16 16 16

(ほか、平均臨時雇用者数) (    ―) (    ―) (   ―) (   ―) (   ―)

株主総利回り (％) 97.1 83.8 98.9 120.5 84.3

(比較指標：配当込みTOPIX) (％) ( 115.9) ( 110.0) ( 99.6) ( 141.5) ( 144.3)

最高株価 (円) 4,775 4,480 4,345 5,340 4,850

最低株価 (円) 3,915 3,325 2,886 3,710 3,130
 

(注)１ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
２ 平均臨時雇用者数は、パートタイム社員の就業時間を正社員の就業時間で換算して人数を計算しておりま

す。
３ 比較指標：配当込みTOPIXは、毎期３月末の指数を用いて算定しております。
４ 最高株価及び最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
５ 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第71期の期首から適用してお

り、第71期に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。
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２ 【沿革】

 

当社は、1907年（明治40年）新潟県長岡市において、初代 原 信吾が「洋ローソク」の製造販売業を創業し、そ

の後陶磁器の卸売及び小売も行い、1953年（昭和28年）に有限会社原信商店を設立し法人組織としました。

1963年（昭和38年）に新潟県において初めて、食料品、日用品、雑貨及び実用衣料を中心としたバラエティスト

アを長岡市に開店し、1967年（昭和42年）組織変更して株式会社原信（現・アクシアル リテイリング株式会社）

を設立いたしました。

会社設立後、現在までの沿革は次のとおりであります。

　

1967年８月  (有)原信商店を改組し、(株)原信を設立する。

食品スーパーマーケットとして「東坂之上店」を新潟県長岡市に開店し、チェーンストア志

向を明確化して、新潟県長岡市内各地に店舗を開店する。

1977年３月  新商勢圏拡大のため、新潟県長岡市外に進出し新潟県栃尾市(現・新潟県長岡市)に「栃尾

店」の開店(第９号店目)を手始めに新潟県内各地に開店する。

1978年４月  (株)ローリー（現・連結子会社）を設立、惣菜の製造加工をはじめる。

1979年３月  (株)シジシージャパン（共同集中仕入機構）に加入し、継続的商取引契約を締結する。

1980年12月  商品仕入の集中化を図るため、配送センターを新潟県南蒲原郡中之島村（現・新潟県長岡

市）に開設する。

1982年８月  本部事務所を新潟県南蒲原郡中之島村（現・新潟県長岡市）に移転する。

1984年５月  生鮮食品の集中加工処理化を図るため、物流センター（新潟県南蒲原郡中之島村（現・新潟

県長岡市））を開設する。

1984年５月  食品スーパーマーケットの(株)福屋（新潟県小千谷市５店舗）の経営権を取得する。

1985年７月  食品スーパーマーケットの(株)チュリップストア（新潟県長岡市４店舗）を吸収合併する。

1986年12月  (株)長岡ケーブルテレビ（現・(株)エヌ・シィ・ティ）を設立し、有線放送事業をはじめ

る。

1988年10月  新潟証券取引所に株式上場する。

1990年５月  食品スーパーマーケットの(株)こたやストアー（新潟県上越市８店舗）の経営権を取得す

る。

1991年４月  (株)福屋及び(株)こたやストアーを吸収合併する。

1991年11月  当社初の第一種大型店舗として吉田ショッピングセンターを新潟県西蒲原郡吉田町（現・新

潟県燕市）に開店し、ショッピングセンター全般にわたるデベロッパー事業を始める。

1994年10月  新業態の食料品主体のディスカウントストア「ビッグハウス西長岡店」(新潟県長岡市)を開

店する。

1996年４月  物流体制の集中化、合理化によるコスト削減を図るため、商品通過型大規模物流センターで

ある中之島物流センターを新潟県南蒲原郡中之島町（現・新潟県長岡市）に開設する。

1998年10月  (株)原興産（現・連結子会社）に情報システム事業部を移管し、グループ各社の情報処理を

集約する。

2000年３月  東京証券取引所市場第二部に株式上場する。

2000年７月  店舗、物流センター、本部の全事業所でISO14001の認証を取得する。

2004年10月  新潟県中越地震の発生により、甚大な被害を受ける。

2005年３月  食料品主体のディスカウントストア「ビッグハウス」の営業形態を閉鎖し、全店舗をスー

パーマーケット業態に集約する。

2005年10月  (株)原興産を株式交換により完全子会社にする。
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2006年４月  当社は、商号を原信ナルスホールディングス(株)に変更した上、会社分割を実施し、新設し

た(株)原信（現・連結子会社）に事業の全てを承継させて、当社は純粋持株会社となる。

2006年４月  (株)ナルス（現・連結子会社）を株式交換により完全子会社にする。

2007年３月  東京証券取引所市場第一部に株式上場する。

2007年７月  新潟県中越沖地震の発生により、甚大な被害を受ける。

2007年７月  (株)ボンオーハシを第三者割当増資引受けにより完全子会社にする。

2007年７月  (株)ローランローゼを第三者割当増資引受けにより完全子会社にする。

2007年10月  (株)アイテック（現・連結子会社）の株式を取得し完全子会社にする。

2007年10月  (株)エヌ・シィ・ティが株式移転により関連会社から外れる。

2008年３月  (株)ボンオーハシが(株)ローランローゼを吸収合併する。

2008年４月  (株)アイテック（現・連結子会社）が(株)原興産から情報システム事業を吸収分割により承

継する。

2008年４月  原信ナルスロジテック(株)（現・原信ナルスオペレーションサービス(株)・連結子会社）を

設立し、スーパーマーケット事業の仕入、決済機能を集約する。

2008年７月  ２か所目の商品通過型大規模物流センターとなる上越物流センターを新潟県上越市に開設す

る。

2009年６月  高速印刷(株)（現・連結子会社）が(株)アイプランニングを吸収合併する。

2011年３月  原信関連事業協同組合が清算し、子会社から外れる。

2011年３月  (株)ローリーが(株)ボンオーハシを吸収合併する。

2011年９月  原信ネットスーパー（https://harashin-net.axial-r.com/）を開設し、インターネットビジ

ネスを始める。

2013年10月  当社は、商号をアクシアル リテイリング(株)に変更する。

2013年10月  (株)フレッセイホールディングス（現・(株)フレッセイ・連結子会社）を株式交換により完

全子会社とし、同社及び同社の子会社である(株)フレッセイ、(株)フレッセイヒューマンズ

ネット（現・連結子会社）、高翔商事(株)（現・連結子会社）、力丸流通サービス(株)

（現・連結子会社）、(株)清和コーポレーションが当社の子会社になる。

2013年10月  原信ナルスロジテック(株)は、商号を原信ナルスオペレーションサービス(株)に変更する。

2013年10月  大規模在庫保管型物流センターである原信ナルス中之島ＤＣ（ディストリビューションセン

ター）を新潟県長岡市に開設する。

2014年１月  プライベート・ブランド商品の開発に係る機能を独立し、アクシアル レーベル(株)（現・

連結子会社）を設立する。

2014年４月  (株)フレッセイホールディングスが(株)フレッセイを吸収合併すると同時に、商号を(株)フ

レッセイに変更する。

2016年９月  ３か所目の商品通過型大規模物流センターとなる前橋物流センターを群馬県前橋市に開設す

る。

2017年９月  (株)清和コーポレーションが株式譲渡により子会社から外れる。

2022年４月  東京証券取引所の市場区分見直しにより、株式上場市場について、東京証券取引所プライム

市場へ移行。
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３ 【事業の内容】

 

当社の企業集団は、当社及び子会社12社で構成し、スーパーマーケット事業を主な事業の内容としております。

なお、当社は「有価証券の取引等の規制に関する内閣府令」（2007年内閣府令第59号）第49条第２項に規定する

特定上場会社等に該当し、インサイダー取引規制の重要事実の軽微基準のうち、上場会社の規模との対比で定めら

れる数値基準については、連結ベースの数値に基づいて判断することとなります。

当社の企業集団の事業に係わる位置付け及びセグメントとの関連は、次のとおりであります。

 

(持株会社)   

 アクシアル リテイリング(株)  
当社グループ全体の経営管理、統括を行っておりま
す。

(スーパーマーケット)   

 (株)原信  スーパーマーケットの経営を行っております。

 (株)ナルス  スーパーマーケットの経営を行っております。

 (株)フレッセイ  スーパーマーケットの経営を行っております。

 原信ナルスオペレーションサービス(株)  
当社グループ店舗で販売する商品の調達及び当社グ
ループ内の間接業務の集約処理を行っております。

 (株)ローリー  
当社グループ店舗で販売する各種食品の製造、加工を
行っております。

 アクシアル レーベル(株)  
当社グループ店舗で販売する自社開発商品の開発を
行っております。

 (株)フレッセイヒューマンズネット  障害者の雇用、人材派遣を行っております。

 高翔商事(株)  不動産の管理を行っております。

(その他)   

 (株)原興産  
当社グループ各社の清掃業務、保険契約に関する保険
代理店業務を行っております。

 (株)アイテック  
当社グループ各社の情報処理及びソフトウェアの開発
業務を行っております。

 高速印刷(株)  
当社グループ各社のチラシ広告、その他各種印刷物の
作成、納入を行っております。

 力丸流通サービス(株)  当社グループ各社の清掃業務を行っております。
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事業の系統図は次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】
　
（連結子会社）

名称 住所

資本金又は

出資金

（百万円）

主要な事業

の内容

議決権の所有

又は<被所有>

割合（％）

関係内容

(株)原信
 

(注)３、５

新潟県

長岡市
500

スーパー

マーケット

100
(  ─)

<  ─>

当社の事業子会社
役員の兼任        ６名

当社へ出向者の派遣 15名

事務所の賃借

(株)ナルス
 

(注)３

新潟県

上越市
450

スーパー

マーケット

100
(   ─)
<  ─>

当社の事業子会社
役員の兼任        ２名

当社へ出向者の派遣 １名

(株)フレッセイ
 

(注)３、５

群馬県
前橋市

450
スーパー

マーケット

100
(  ─)

<  ─>

当社の事業子会社
役員の兼任        ３名

原信ナルスオペレーションサービス(株)
 

 

新潟県

長岡市
100

スーパー

マーケット

100
(   ─)
<  ─>

当社の事業子会社
役員の兼任        ６名

資金の借入 1,200百万円

(株)ローリー
 

 

新潟県

長岡市
50

スーパー

マーケット

100
(   ─)
<  ─>

当社の事業子会社
役員の兼任        ２名

資金の貸付   173百万円

アクシアル レーベル(株)

 

 

新潟県
長岡市

100
スーパー

マーケット

100
(  ─)

<  ─>

当社の事業子会社
役員の兼任        １名

(株)フレッセイヒューマンズネット
 

 

群馬県
前橋市

10
スーパー

マーケット

100
( 100)

<  ─>

当社の事業子会社
役員の兼任        １名

資金の借入   100百万円

高翔商事(株)
 

 

群馬県
高崎市

30
スーパー

マーケット

100
( 100)

<  ─>

当社の事業子会社
役員の兼任        １名

(株)原興産
 

 

新潟県

長岡市
223 その他

100
(   ─)
<  ─>

当社の事業子会社
役員の兼任        １名

資金の借入 2,000百万円

(株)アイテック
 

 

新潟県

長岡市
10 その他

100
(   ─)
<  ─>

当社の事業子会社
役員の兼任        １名

資金の借入 1,000百万円

高速印刷(株)
 

 

新潟県

長岡市
14 その他

100
(   ─)
<  ─>

当社の事業子会社
資金の借入   450百万円

力丸流通サービス(株)
 

 

群馬県
前橋市

30 その他

100
( 100)

<  ─>

当社の事業子会社
役員の兼任        １名

資金の借入   550百万円
 

(注)１ 「主要な事業の内容」欄には、関連するセグメントの名称を記載しております。

２ 「議決権の所有又は<被所有>割合」欄の(内書)は間接所有であります。

３ 「企業内容等の開示に関する内閣府令」（1973年大蔵省令第５号）第19条第10項に規定する特定子会社

に該当しております。

４ 「関係内容」は、当連結会計年度末現在の状況を記載しております。

５ 連結財務諸表の売上高に占める当該会社の売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の割合が

10％を超えております。当該会社の主要な損益情報等を示すと以下のとおりであります。なお、営業収

益には売上高と営業収入が含まれております。

項目 (株)原信 (株)フレッセイ

営業収益 （百万円） 146,344 76,983

経常利益 （百万円） 5,213 2,583

当期純利益 （百万円） 3,521 1,786

純資産額 （百万円） 41,407 20,631

総資産額 （百万円） 63,753 34,514
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５ 【従業員の状況】

 

(1) 連結会社の状況

2022年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（名）

スーパーマーケット 2,533 （ 6,419）

その他 159 （   75）

全社（共通） 16 （   ―）

合計 2,708 （ 6,494）
 

(注)１ 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへ

の出向者を含む就業人員であります。

２ 従業員数欄の(外書)は、パートタイム社員の年間平均雇用人数であり、パートタイム社員の就業時間を

正社員の就業時間で換算して人数を計算しております。

３ 全社（共通）は、持株会社である当社の従業員数であります。

 
　

(2) 提出会社の状況

2022年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

16 （   ―） 56.4 6.0 7,538
 

 
セグメントの名称 従業員数（名）

スーパーマーケット ― （   ―）

その他 ― （   ―）

全社（共通） 16 （   ―）

合計 16 （   ―）
 

(注)１ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２  平均年間給与には、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３ 従業員数欄の(外書)は、パートタイム社員の年間平均雇用人員であり、パートタイム社員の就業時間を

正社員の就業時間で換算して人数を計算しております。
　

(3) 労働組合の状況

当連結会計年度末現在、当社グループの従業員が加入する労働組合の状況は以下のとおりであります。

名称
ＵＡゼンセン
原信労働組合

ＵＡゼンセン
ナルス労働組合

ＵＡゼンセン
フレッセイ労働組合

上部団体名 ＵＡゼンセン流通部門 ＵＡゼンセン流通部門 ＵＡゼンセン群馬県支部

結成年月日 1978年11月１日 1982年３月16日 1978年11月18日

組合員数 6,271名 847名 2,710名

労使関係
労使関係は円滑に推移してお
り、特記すべき事項はありま
せん。

労使関係は円滑に推移してお
り、特記すべき事項はありま
せん。

労使関係は円滑に推移してお
り、特記すべき事項はありま
せん。

 

(注)１ 組合員数には、パートタイム社員が含まれており、パートタイム社員の人数は、就業者数で計算してお

ります。

２ ＵＡゼンセン原信労働組合とＵＡゼンセンナルス労働組合は、アクシアル リテイリンググループ労働

組合連合会を結成しております。

 

EDINET提出書類

アクシアル　リテイリング株式会社(E03133)

有価証券報告書

  9/165



第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

 

当社は、2022年４月４日実施の東京証券取引所における新市場区分への移行に関して、プライム市場への上場維

持基準に適合していることを確認し、当社株式が所属する市場区分としてプライム市場を選択しております。

 
文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末日現在において当社グループ（当社及び当社の連結子会

社）が判断したものであります。

なお、将来に関する事項につきましては、不確実性を有しており、将来生じる結果と異なる可能性がありますの

で、記載しております事項に対する判断は、以下記載事項及び本項目以外の記載内容も合わせて慎重に行われる必

要があります。
 

(1) 経営方針

当社グループは、経営理念を「我々は毎日の生活に必要な品を廉価で販売し、より豊かな文化生活の実現に寄

与することを目的とする」と定め、当社グループ全体としてチェーンストアのマスメリットを創出しつつ、それ

ぞれの事業が地域に密着した経営を行っております。

主力であるスーパーマーケット事業は、「鮮度」、「品質」、「品揃え」、「価格」、「サービス」などにお

いて地域のお客様から圧倒的に支持されるリージョナル・チェーンの実現を目指しております。
 

(2) 経営戦略

当社グループは、経営理念実現に向け、グループビジョン（長期経営計画）を定めており、環境変化に応じて

更新を行っております。

過去におけるグループビジョンの変遷は、以下のとおりであります。

未来図プロジェクト　（1990年～1997年）

・ＳＳＭ（注１）　２００店舗

・商勢圏づくり

２０１０ＶＩＳＩＯＮ　（1998年～2008年）

・ＳＳＭ＋ＮＳＣ（注２）　２００店舗

・ドミナント・エリア（注３）づくり

・ロジスティックス網の整備

Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｒｅｇｉｏｎａｌ　Ｃｈａｉｎ　（2009年～2019年）

・脱ローカル的体制、志向

・本部から目が届きにくい事業所ができても、確固たる企業運営ができる体制づくり
 

 
この間、当社グループは、企業規模の拡大、収益性の改善、店舗や商品・サービスの魅力向上等を図り、グ

ループビジョン達成に向け着実に成長を遂げてまいりました。その一方で、時代の変化も進みました。

現在取り組むグループビジョンについては、当社グループの現状、今後予測される環境変化、今後の成長戦略

を踏まえ、次のように定めております。
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Ｅｎｊｏｙ！　Ａｘｉａｌ　Ｓｅｓｓｉｏｎ♪　（2020年～）

＜イメージ＞　　息の合った爽やかなバンドセッション

当社グループ全体が調和のとれた活動を行い、これまで以上にマスメリットを追求しつつ、当社グルー

プの各事業会社や、各店舗、各部署、各人が、それぞれの技量を磨き込み、イキイキと自主的に、自発的

に、自律的に活動し、あたかも、力強く美しい演奏を奏でる「息のあった爽やかなバンドセッション」の

ようでありたい、という想いが込められております。

＜キーワード＞　

３Ｃ：「Collaboration 協働」、「Creation 創造」、「Challenge 挑戦」

＜基本政策＞

・品質経営

ＴＱＭ（注４）活動の推進により、商品・サービスとそれを支える仕組みの「品質」を向上し、お客

様・地域・社会からより信頼される企業を実現する。

・環境経営

事業活動を通じて環境課題の解決に取り組み、持続可能な社会の実現に貢献する。

・健康経営

健康的なライフスタイルを実現できる商品・サービスの提供を通じて、お客様の健康づくりのサポー

トを行う。また、従業員の健康増進と働きやすい職場づくりを推進する事で、長く安心して働ける環境

を実現する。

・技術革新への対応

日々進歩する様々な技術の活用に果敢に挑戦し、お客様の利便性と事業運営の生産性を飛躍的に向上

させる。

・人づくり

自らチャレンジし、変革を起こせるイノベーティブな人材を育成する。また、人材育成を通じて地

域・社会の発展にも貢献する。
 

(注)１ 「ＳＳＭ：スーパー・スーパーマーケット」　売場面積500坪～800坪のスーパーマーケット

２ 「ＮＳＣ：ネバフッド・ショッピング・センター」　食品スーパーを核とし、近隣住宅街などの

小商圏を対象としたショッピング・センター

３ 「ドミナント・エリア」　当社グループ店舗が集中出店し、お客様より圧倒的な支持を得ている

地域

４ 「ＴＱＭ：トータル・クオリティ・マネジメント、総合的品質管理」　お客様満足のため、継続

的に仕事やサービスや商品の質をレベルアップしていく経営品質向上のための活動
　
(3) 経営環境

① 企業構造

当社グループは、スーパーマーケット事業を主要事業としており、当社グループの事業全体の売上高及び営

業利益に対し、同事業の売上高及び営業利益は、いずれも９割超を占めております。

企業体系は、純粋持株会社である当社を中心に、機能別の各事業会社（すべて国内完全子会社、12社）で構

成しており、その事業構成は、事業関連性を重視して主要事業に関連性のあるものを基本としております。

その内容につきましては、「第一部　企業情報　第１　企業の概況　３　事業の内容」に、各事業会社の事

業を示しておりますので、ご覧ください。

各事業会社は、当社グループ統一方針の下、協調して事業運営を行いますが、それぞれの自主性、主体性、

独自性は、グループ全体最適の枠内で尊重し、事業運営を行っています。

現在の企業体系は、業績の状況、事業運営の状況等から判断し、良好に機能していると考えております。
 

② 主要商品・サービスの内容

当社グループが販売する主要商品・サービスは、生鮮食品、一般食品の小売であり、その事業全体に占める

売上高の構成は約９割であります。

その内容につきましては、「第一部　企業情報　第２　事業の状況　３　経営者による財政状態、経営成績

及びキャッシュ・フローの状況の分析　(1)　経営成績の状況の概要及び分析・検討内容　②　生産、受注及

び販売の状況　ａ　販売実績」に、商品別売上高の状況を示しておりますので、ご覧ください。
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③ 顧客基盤

当社グループの主要事業が主に対象とする顧客は、不特定多数の一般消費者であり、特定の顧客に集中はし

ておりません。

販売方法は、店舗における顧客との対面によるものがほとんどであり、他にインターネット等による通信販

売がごく僅かにあります。

顧客が店舗に来店する頻度は、当社グループが扱う商品（主に食品）の特性上、週に数度であり、他業種に

比較し高くなっております。また、顧客が来店する範囲は、概ね店舗から半径５Ｋｍ以内が大半を占めており

ます。

顧客の購買動向につきましては、「第一部　企業情報　第２　事業の状況　３　経営者による財政状態、経

営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析　(1)　経営成績の状況の概要及び分析・検討内容　①　セグメ

ント別経営成績　ａ　スーパーマーケット　（販売指標に関する動向）」に、来店客数、客単価等の状況を示

しておりますので、ご覧ください。
 

④ 事業を行う市場の状況

当社グループは、事業を行う対象を国内市場としており、海外市場は想定しておりません。

国内市場の情勢は、人口減少や高齢化等に伴う構造的な諸問題を抱えており、国内景気は、先行きの見通し

が難しい状況となっております。

市場規模につきましては、都市部への人口流出が続いており、当社グループの主たる事業地域における市場

では規模縮小の傾向が見受けられますが、短期間で大幅に市場規模が変化する状況にはありません。

販売する商品の動向につきましては、共働き世帯の増加や世帯人員の減少、高齢化が進んでいることで、簡

単便利な商品や短時間で調理することが可能な商品の販売が伸長しております。

お客様の購入支出については、可処分所得の伸び悩みにより、個人消費は低調に推移しているものと認識し

ており、お客様の購買行動は、慎重さが窺えます。

市場内で競合する事業者の状況につきましては、多数の事業者が存在しており、近年では他業種の事業者

が、当社グループと競合する商品の販売に参入する傾向も見受けられます。また、顧客との対面によらないイ

ンターネット市場が規模を拡大しており、競合状況は、同業種間に限らず、他業種、販売方法といった垣根を

越えて激しさを増しております。

事業に関連する法令関係の状況につきましては、近年では消費税法の改正、食品表示法の改正及び労働法規

の改正が挙げられます。消費税法につきましては、基本税率の引き上げや軽減税率の導入、総額表示の義務化

が行われ、今後の消費動向に負の影響があるものと考えております。食品表示法につきましては、食品表示に

関する各種義務化が行われており、対応コストや運用上の負荷が生じております。労働法規につきましては、

労働環境の改善や社会保険料の負担増など、対応コスト、環境整備等の負担増加に加え、個人消費の抑制要因

となる影響が生じております。

技術革新につきましては、近年の情報技術の革新は目覚ましく、経営環境に関連したものでは、キャッシュ

レス決済が特に注目を浴びております。当社グループでは、現状、クレジットカード決済には対応しており、

電子マネーやプリペイドカードといった決済方法には一部対応しております。
 

⑤ 販売網

店舗の出店にあたっては、店舗の収益性、店舗運営の実現性を慎重に判断し、当社グループ店舗が集中出店

し、お客様より圧倒的な支持を得られる地域（ドミナント・エリア）の形成に重点を置いており、現状の出店

地域を基本としつつ、新たな商勢圏への出店によって、慎重に出店地域の拡大を図っております。

当社グループ店舗の当連結会計年度末現在における出店状況は、スーパーマーケットの店舗が129店舗であ

り、その地域別内訳は次のとおりであります。

出店地域  新潟県 長野県 富山県 群馬県 栃木県 埼玉県 合計

期末店舗数 （店舗） 71 5 3 44 3 3 129
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また、当社グループの主力事業であるスーパーマーケット店舗の近年の出店状況は次のとおりであります。

回次 第67期 第68期 第69期 第70期 第71期

決算年月 2018年３月 2019年３月 2020年３月 2021年３月 2022年３月

出店数 （店舗） 3 3 3 3 3

退店数 （店舗） 2 3 3 2 4

期末店舗数 （店舗） 129 129 129 130 129
 

(注)１ 店舗数は、スーパーマーケットの店舗数のみであり、他業態（100円ショップ）を含みませ

ん。

２ 出店数及び退店数には、移転、建替に伴う新設及び閉鎖を含めて表示しております。
 

⑥ 競合他社との競争優位性

近年、競合他社との競争が激化しておりますが、当社グループといたしましては、独自性を発揮し、競争優

位性を確保するため、以下に注力しております。

・　基本の徹底（明るく元気な挨拶、品切れのない売場、クリンリネスの行き届いた売場、鮮度・味・品質

の追求）

・　袋詰めサービスをはじめとした、他社には真似できないサービスの提供

・　当社ならではの商品の開発、品揃え

・　価格、品質、機能を兼ね備えたプライベート・ブランド商品の拡充

・　購買力を生かした、魅力ある販売価格の実現

・　新しい技術、サービスの積極的導入

・　以上を可能にするため、中期経営計画で重点課題とする生産性や原資の確保
 

(4) 経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

① 総資本経常利益率（ＲＯＡ）

当社グループは、資本効率向上の観点から、総資本経常利益率（ＲＯＡ）を経営の重要指標と位置付け、

15％を長期目標に掲げており、当面の目標として、10％を上回るべく総資産回転率と経常利益率の改善に努め

ています。

直近の状況を示すと、次のとおりであります。

回次 第67期 第68期 第69期 第70期 第71期

決算年月 2018年３月 2019年３月 2020年３月 2021年３月 2022年３月

総資本経常利益率 (％) 9.4 9.7 9.5 11.5 9.2
 

(注) 指標の算出方法は以下のとおりであります。

      総資本経常利益率 ＝ （経常利益）÷（（期首総資産額＋期末総資産額）÷２）
 

② 中期経営計画

当社グループは、グループビジョン実現のための橋渡しとして、中期経営計画をローリング方式により定

め、実行しております。

当連結会計年度の中期経営計画に対する実績の状況を示すと、以下のとおりであります。

項目
計画値 実績値 差異 計画比（％）

(Ａ) (Ｂ) (Ｂ)－(Ａ) (Ｂ)／(Ａ)

売上高 (億円) 2,380 2,464 ＋84 103.5

経常利益率 (％) 4.2 4.3 ＋0.1 102.4

期末店舗数 (店舗) 133 129 －4 97.0
 

(注)１ 店舗数は、期末のスーパーマーケット店舗数のみであり、他業態（100円ショップ）を含みませ

ん。

２ 指標の算出方法は以下のとおりであります。

         経常利益率 ＝ （経常利益）÷（売上高）
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翌連結会計年度以降目標とする中期経営計画の概要は、以下のとおりであります。

回次 第72期 第73期 第74期

決算年月 2023年３月 2024年３月 2025年３月

売上高 (億円) 2,475 2,530 2,600

経常利益率 (％) 3.9 3.9 3.9

期末店舗数 (店舗) 132 134 136
 

(注)１ 店舗数は、期末のスーパーマーケット店舗数のみであり、他業態（100円ショップ）を含みませ

ん。

２ 指標の算出方法は以下のとおりであります。

         経常利益率　＝　（経常利益）÷（売上高）
 

③ 中期経営計画における重点課題

今後３年間の中期経営計画では、以下の項目を重点課題として経営戦略を実行してまいります。

ａ 出店戦略

店舗の統廃合や再配置、改装、リプレイスについて実施し、ドミナント・エリア（当社グループ店舗が集

中出店し、お客様より圧倒的な支持を得ている地域）の強化を図ってまいります。

また、新商勢圏の開拓、新規出店の推進により持続的成長を実現するとともに、多様な出店地の状況に

あっても、出店戦略を可能にする新たな店舗フォーマットの開発を行ってまいります。

ｂ 商品戦略

商品政策の深耕と展開を推進し、日常生活全般におけるあらゆるシーンに必要な商品の充実、お買い物の

楽しさ、便利さのご提供を行ってまいるとともに、健康や簡便、癒し、環境といったスマートな生活提案に

配慮した商品の取り扱い拡大をすすめてまいります。

また、バーティカル・マーチャンダイジング（商品の製造段階からお客様に届くまでの一貫した商品化計

画）や、コモディティ商品（購買頻度の高い生活必需品）の低価格化、プライベート・ブランド商品（当社

グループの独自開発商品）の開発、海外直接輸入の仕組み構築を推進し、お客様へご利益を一層提供できる

ように努めてまいります。

ｃ 店舗・サービス戦略

ショートタイム・ショッピング（お客様が短時間でご満足いただけるお買い物）の実現を図り、お客様が

気持ちよくお買い物を楽しめる環境づくりに努めてまいります。

また、基本の徹底やサービス向上に努めるほか、環境負荷低減とお客様の健康づくりに貢献できるような

取組みを進め、お客様が安心してお買い物できる環境を提供してまいります。

新技術の活用については、スマートフォン・アプリケーションを活用したサービスの拡張やインターネッ

トを活用した販売を強化し、お客様の利便性向上に努めてまいります。

併せて、ＳＤＧｓ（国連で採択された持続可能な開発目標）に沿った取り組みを推進し、企業価値向上を

図ってまいります。

ｄ オペレーション戦略

ローコスト・オペレーション（ムダを排除した効率的な事業運営）を構築することで、お客様よりご支持

をいただける商品の品質・価格、サービスを実現する原資を確保し、他社との差別化を図ってまいります。

そのため、時間帯別の最適な売場状態を実現するための効率的な人員配置と作業体系の実現、情報技術を

活用した生産性向上を推進してまいります。

併せて、自社食品加工工場の機能強化を行って生産性改善と商品供給量の拡大を実現し、店舗が販売や付

加価値の高い商品の製造に注力できる体制づくりを進めてまいります。

ｅ ロジスティックス戦略

当社グループ全体の物流基盤の再整備を図り、当社グループ全体の広域な連携と出店戦略の実現を視野に

入れたロジスティックス（商品全般の流れを最適な状態で管理運営するための戦略）構想を推進してまいり

ます。

また、食品の事前加工を行うプロセス・センターや食品の集中加工を行うコミッサリーの機能強化を図

り、店舗作業の削減、店舗へ供給する商品の品質安定化、商品加工に係るコスト・廃棄削減に努めてまいり

ます。
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ｆ 組織戦略

従業員が働きやすい職場環境の実現に資するため、当社グループ内のコミュニケーションが活発に行われ

るような環境を整備して風通しの良い企業風土を醸成するとともに、福利厚生の充実を進め従業員の健康増

進を図ってまいります。

また、中長期的視点から、当社グループの持続的な成長を支える人材の確保を進め、教育システムの見直

しを図り、次世代リーダーの育成、事業と社会性の一体化を実現する新しい価値観への対応に努めてまいり

ます。

併せて、当社グループ内の情報、ノウハウの共有化を推進し、業務改善、成果向上が図れるような仕組み

の改善を図ってまいります。
 

(5) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

①　全般

国内の状況は、長引く新型コロナウイルス感染症の影響により、経済情勢の悪化が進行しており、復調の兆

しが見いだせない状況にあります。また、人々の生活様式や経済構造が変化し、従来の常識が大きな転換期を

迎えているものと思われます。

加えて、当社グループを取り巻く事業環境においては、同業のみならず他業種を含めた競合との競争激化、

人材確保難、技術革新への対応等、継続して取り組まなければならない課題が多くあります。

このような状況において、当社グループ各社は、地域に密着した日々の生活基盤として、商品の品揃え・品

質・価格やサービス等、お客様のご要望にお応えし、お客様の生活に少しでもお役に立てるように努め、優良

なリージョナル・チェーンの実現を目指してまいります。

翌連結会計年度につきましては、新型コロナウイルス感染症の影響や様々な価格上昇で先行きの見通しが非

常に困難な状況にありますが、スーパーマーケットの経営を事業主体とする当社グループといたしましては、

ライフラインとして人々の生活基盤を支える責務と地域社会への貢献が果たせるよう取り組んでまいります。
 

② 競合他社との競争優位性

基本である、商品の品質、サービスレベルについて、高い水準を維持するための諸施策を継続して実施して

まいります。

他社との差別化については、当社グループ独自のサービスやプライベート・ブランド（自社開発）商品の拡

充、簡単便利な商品や即食ニーズの充実等により、お客様のご要望にお応えできるよう努めてまいります。
 

③ 人材確保

人材確保難への対応として、働きやすい就業環境の実現が必要であると考えております。この実現のため、

有給休暇取得率の向上や諸制度の変更を進めるとともに、それを実現するための環境整備に努めてまいりま

す。
 

④ 法改正への対応

当社グループの事業に関係する様々な法令改正の対応については、その影響等を検討し、慎重に対応を進め

てまいります。
 

⑤ 技術革新への対応

キャッシュレス決済手段への対応拡充や電子商取引への対応については、今後、重要性が増してくるものと

考えております。今後の動向を見ながら、様々な選択肢の検討を進めてまいります。
 

⑥　エネルギー関連費用、原料原価高騰への対応

様々な要因が関連し、エネルギー関連の費用や原料原価が高騰しており、今後もその流れは続くことが想定

されます。これに対し、現状の事業運営における諸費用の使い方や契約の見直し、新技術の導入等を検討し、

諸費用の削減、環境負荷低減を進めてまいります。
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⑦ 新型コロナウイルス感染症の影響と対応

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に関する影響で、先行きの見通しが非常に困難な状況にありますが、

スーパーマーケットの経営を事業主体とする当社グループといたしましては、人々の生活基盤を支える責務と

地域社会への貢献が果たせるよう取り組んでまいります。

なお、当社グループの事業主体であるスーパーマーケット事業は、ライフラインとしての社会的役割を担っ

ております。そのため、行政による休業要請の対象となることは想定しておりません。新型コロナウイルス感

染症拡大防止策を徹底し、店舗の営業継続に努めてまいります。

販売動向につきましては、外出自粛要請や生活様式の変化等による内食、中食需要の高まりから、売上高の

増加があるものと考えておりますが、一方で、経済活動停滞による消費者の収入減少、節約志向の高まりによ

る売上高の減少もあるものと考えており、増減全体を勘案したその程度は、当社グループが主に取り扱う商品

（日常的に消費される食品）の特性上、平時と比較して重要な影響を及ぼすものではないと考えております。
 

⑧ 翌連結会計年度に目標とする業績見込み

ａ 連結業績の見込値

翌連結会計年度に目標とする連結業績の見込値は次のとおりであります。

項目
翌連結会計年度見込値
（2023年３月期見込値）

当連結会計年度比
（2022年３月期比）

(百万円) (％)

売上高  247,500 100.4

営業利益  9,800 95.1

経常利益  9,900 93.3

親会社株主に帰属する当期純利益 6,100 86.2

１株当たり当期純利益  264.74 86.2
 

(注) 翌連結会計年度見込値は、（株）東京証券取引所の適時開示規則に基づき、2022年５月６日付けで

「2023年３月期の連結業績予想」として公表したものであります。

ｂ 見込値の前提条件

（全般）

　売上高につきましては、既存店について、新型コロナウイルス感染症による売上伸長の反動減に加え、景

況感の悪化による生活防衛意識の高まりを想定するとともに、既存店舗の建て替えを２店舗実施するため、

当連結会計年度と比較して若干の減少を見込んでおります。一方、全店については、新規出店により、当期

と比較して若干の増加を見込んでおります。

　営業利益につきましては、エネルギー関連の価格上昇により、電気料、配送費、その他資材をはじめとし

た諸経費の大幅な増加を見込んでおり、販売費及び一般管理費が増加して営業利益を圧迫することを見込ん

でおります。

　なお、現時点で新型コロナウイルスの感染拡大が収束していないことや、原油や食料相場の高騰及び急激

に進む円安などから、先行きについては、非常に見通しの難しい状況となっております。従いまして、次期

の連結業績予想につきましては、当期の連結業績を参考に、通常予測可能な事項を盛り込んだ形で算出して

おりますが、予測不能な要素が多々あるものと考えております。今後、大幅な変動が見込まれる場合には、

連結業績予想の修正を公表する可能性があります。

（売上高予想の前提となる店舗売上高の見通し）

　業績予想の基本となる翌連結会計年度の店舗売上高については、次のとおり見込んでおります。

項目

前連結会計年度比
（2021年３月期対比）

全店 既存店

(％) (％)

第２四半期累計期間  100.7 99.1

通期  100.3 98.7
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２ 【事業等のリスク】

 

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末日現在において当社グループ（当社及び当社の連結子会

社）が判断したものであります。

なお、将来に関する事項につきましては、不確実性を有しており、将来生じる結果と異なる可能性がありますの

で、記載しております事項に対する判断は、以下記載事項及び本項目以外の記載内容も合わせて慎重に行われる必

要があります。

 
(1) 主要なリスク

本有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が連結会社の財政状態、

経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは、以

下のとおりであります。

当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める

方針であります。

 
① 店舗展開に係る事項

当社グループは、主として食料品の販売を中心としたスーパーマーケット事業を営んでおり、多店舗展開を

行っているため、以下のような店舗展開に係るリスクがあります。

　

ａ 出店政策について

出店にあたっては、当社グループのスーパーマーケット店舗を中心とした近隣型ショッピングセンター形

態での出店を基本としており、ドミナントを形成しながら出店地域の拡大を図っております。なお、出店の

判断にあたっては、地域特性を考慮しつつ、投資回収期間の検討、店舗採算性の検討を重視しており、店舗

の統廃合や再配置、改装、移転により経営資源の集中、分散を図り店舗網の整備を行っております。

しかし、経営環境の変化や法的規制、出店地域の確保状況等により出店政策を計画どおり進められなかっ

た場合には、今後の業績に負の影響を与える可能性があり、その程度につきましては、１店舗当たり売上高

10億円から30億円程度と認識しております。なお、当該リスクが顕在化する可能性は現時点では認識してお

りません。当該リスクへの対応については、出店案件について、特定地域に偏らず安定して確保できるよう

努めております。

　

ｂ 人材の確保と育成について

当社グループは、「サービス日本一」を目標に掲げ、地域のお客様から親しみを持ってご支持をしていた

だけるような店舗オペレーションを行うことを重要課題と認識しております。この課題に対し、当社グルー

プの経営方針を理解し実現できる人材の確保に努めるとともに、フレンドリーサービス提供のための様々な

教育やＴＱＭ（トータル・クオリティ・マネジメント）活動を中心とした人材育成に努めております。

しかし、当該人員の確保と育成が店舗展開に対応できない場合には、今後の業績に負の影響を与える可能

性があり、その程度につきましては、状況により様々であると認識しております。なお、当該リスクが顕在

化する可能性は現時点では認識しておりませんが、昨今の人手不足は多少なりとも影響が生じております。

当該リスクへの対応については、採用活動を通じ、安定して人材確保できるよう努めております。

　

ｃ 競合状況の発生について

流通業界、特に食料品小売業におきましては、従来の出店地域・業態を越えた各企業の出店攻勢が相次

ぎ、オーバーストア状態となっている中、企業淘汰や業界再編の様相を呈しております。当社グループの出

店地域においても、他社との競合状況が生じており、売上総利益率やお客様一人当たりの買上げ点数及び一

品当たりの販売価格に影響を生じております。これに対し、商品やサービスでの差別化を図るとともに、諸

経費の見直し等によりローコストオペレーションの実現を図ってまいります。

しかし、新たな競合状況の発生により、今後の業績に負の影響を与える可能性があり、その程度につきま

しては、競合近隣店舗の１店舗売上高が競合発生初年度において10％前後減少すると認識しております。な

お、当該リスクが顕在化する可能性については、例年数店舗発生しております。当該リスクへの対応につい

ては、競合発生店舗の販売促進対策等や商品の品質・サービス等の向上により、売上高の回復に努めており

ます。
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② 商品の安全性

当社グループが取り扱う商品は、主として食料品であるため、以下のような商品の安全性に係るリスクがあ

ります。

　

ａ 食の安全について

近年、食の安全に対して不信感を生ずる様々な事象が発生しております。これに対し、当社グループは、

安全な商品の安定調達ができる仕入ルートの確保及び商品の適切な加工、表示等に努めております。

しかし、食の安全に対し信頼感を損なうような問題が生じた場合、今後の業績に負の影響を与える可能性

があり、その程度につきましては、当該事象の事案の内容により様々であると認識しております。なお、当

該リスクが顕在化する可能性については、例年、軽微なものが数件発生しております。当該リスクへの対応

については、専任部署の設置、法令や社内ルールの徹底、情報システム等を活用した管理の徹底に努めてお

ります。
 

ｂ 衛生管理について

当社グループの店舗で販売する商品は、品質保持期限が比較的短い食料品や店内加工を要する食料品が多

いため、商品の温度管理や取扱い等をはじめとする衛生管理について厳格な注意を払っており、各種教育や

マニュアルの整備を図るとともに、専任の品質管理担当者を配置して指導、改善を行っております。また、

設備面においても工夫を加え、衛生管理の充実を図っております。

しかし、衛生面において問題が生じ、店舗の営業に影響が及んだ場合には、今後の業績に負の影響を与え

る可能性があり、その程度につきましては、当該事象の事案の内容により様々であると認識しております。

なお、当該リスクが顕在化する可能性については、例年、軽微なものが数件発生しております。当該リスク

への対応については、専任部署の設置、法令や社内ルールの徹底、情報システム等を活用した管理の徹底に

努めております。

　

③ 法的規制

当社グループは、事業の運営等に関し数種の法的規制を受けておりますが、主として以下のものがありま

す。

　

ａ 大規模小売店舗立地法について

当社グループ店舗の出店及び増床に際しては「大規模小売店舗立地法」（以下「大店立地法」といいま

す。）の規制対象になっており、店舗面積1,000㎡を超える店舗の新規出店及び増床については、都道府県

又は政令指定都市に届出が義務付けられています。また、届出後、駐車台数、騒音対策、廃棄物処理等につ

いて、地元住民の意見を踏まえ、審議会の審査が進められ、その結審を経て出店等を行っております。

しかし、審査の状況及び規制の変更等により出店政策に影響が及んだ場合には、今後の業績に負の影響を

与える可能性があり、その程度につきましては、１店舗当たり売上高10億円から30億円程度と認識しており

ます。なお、当該リスクが顕在化する可能性は現時点では認識しておりません。当該リスクへの対応につい

ては、出店案件について、法令を遵守し出店地域において良好な関係が築けるよう努めております。

　

ｂ 大規模流通事業者の出店規制について

当社グループ店舗の出店については、地元自治体との協議、許可等を必要といたします。

しかし、関係省庁や地元自治体による一定規模以上の出店規制に関する法令の制定により出店政策の変更

を余儀なくされ、出店政策に影響が及んだ場合には、今後の業績に負の影響を与える可能性があり、その程

度につきましては、１店舗当たり売上高10億円から30億円程度と認識しております。なお、当該リスクが顕

在化する可能性は現時点では認識しておりません。当該リスクへの対応については、出店案件について、法

令を遵守し慎重に進めております。
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④ 新型コロナウイルス感染症

当社グループが行う事業に関連して、以下のような新型コロナウイルス感染症に係るリスクがあります。
 

ａ 店舗、その他の事業所の休業について

当社グループの事業主体であるスーパーマーケット事業は、ライフラインとしての社会的役割を担ってお

ります。そのため、行政による休業要請の対象となることは想定しておりません。

しかし、従業員が感染した場合等、必要な措置をとるため一時的に該当店舗やその他の事業所を休業する

場合があり、今後の業績に負の影響を与える可能性があります。その期間は、数日程度と想定されるため、

業績に与える影響は非常に限定的であると認識しております。なお、当該リスクが顕在化する可能性は、現

時点では一定程度あるものと考えております。当該リスクへの対応は、従業員の健康管理、店舗の衛生管理

や感染予防対策の実施、お客様や来訪者への感染予防に関するご協力のお願いを徹底すること等でリスク回

避に努めております。

　

ｂ 商品の調達について

感染予防や外食自粛要請等による内食・中食需要の高まりから、一部商品については、需要が非常に高

まっております。

しかし、当該商品について調達が困難になった場合には、販売休止する場合があり、当該商品が販売でき

なくなった場合には、一部の商品カテゴリーで業績に負の影響を与える可能性があります。その程度につき

ましては、当社グループが販売する商品は非常に広範囲に渡るため、当該商品の当社グループが販売する商

品全体に占める割合は、非常にごく僅かにとどまると思われ、その程度は、非常に限定的であると認識して

おります。なお、当該リスクが顕在化する可能性については、需要動向の変化により随時あるものと認識し

ております。当該リスクへの対応については、商品調達ルートの分散や新規開拓、ロジスティックス体制の

活用による在庫管理により、商品の安定調達に努めております。

　

ｃ 販売の動向について

新型コロナウイルス感染症の今後の広がり方や収束時期については見通しが立たず、また、世界的に感染

防止策が実施され経済全体が停滞していることから、今後の消費動向は、消費者の収入減少、節約志向の高

まりで下振れするものと考えられ、その影響は、中長期にわたることが想定されます。

このような経済環境は、当社グループの業績に負の影響を与える可能性がありますが、そのリスクの程

度、顕在化する可能性は、参考となる前例がなく予測は困難であります。なお、現状の事業構成、事業継続

体制を踏まえ、事業活動が不能になるほどの重要な影響はないものと考えております。当該リスクへの対応

については、商品の調達から店頭への供給に係るサプライチェーンの確保、感染症対策の徹底を図り、安定

した事業継続が行えるよう努めてまいります。

 
(2) 重要事象等

提出会社が将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況その他

提出会社の経営に重要な影響を及ぼす事象はありません。
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３ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末日現在において当社グループ（当社及び当社の連結子会

社）が判断したものであります。

なお、将来に関する事項につきましては、不確実性を有しており、将来生じる結果と異なる可能性がありますの

で、記載しております事項に対する判断は、以下記載事項及び本項目以外の記載内容も合わせて慎重に行われる必

要があります。

 
当社グループは、スーパーマーケットの経営を事業主体としており、店舗「原信」「ナルス」「フレッセイ」を

各地に出店しております。

 
当連結会計年度の期首より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日　企業会計基

準委員会）等を適用しております。この結果、前年同期と収益の会計処理が異なることから、以下の経営成績に関

する説明において売上高並びにその関連指数等の前年同期比は記載しておりません。

 
(1) 経営成績の状況の概要及び分析・検討内容

当連結会計年度を含む近年のわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響が２年以上に亘り続き、経済構

造や人々の生活様式が過去の常識から大きく変化したことで悪化した景況は改善に至っておりません。加えて、

世界的な諸問題に起因する物資の不足や滞留、価格上昇は国民生活に影響を与えております。

このような状況において、当連結会計年度における当社グループの連結経営成績は、売上高が2,464億50百万

円、営業利益が103億10百万円（前年同期比14.9％減）、経常利益が106億15百万円（前年同期比15.5％減）、親

会社株主に帰属する当期純利益が70億74百万円（前年同期比14.6％減）となりました。また、１株当たり当期純

利益は307円02銭となりました。

なお、当連結会計年度の期首から「収益認識に関する会計基準」等が適用されているため、売上高の前年同期

比を記載しておりませんが、実質的な売上高は過去最高となり、営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する当

期純利益は過去２番目の水準となりました。

（前年同期の業績伸長と当連結会計年度の状況）

新型コロナウイルス感染症の影響がない前々年同期と比較した前年同期の業績伸長並びに当連結会計年度の状

況は、下表に示すとおりであります。

前年同期につきましては、新型コロナウイルス感染症拡大当初の異常な業績の伸長がありました。これを受

け、当連結会計年度につきましては前年同期と比較した場合、若干その反動減がありましたが、当連結会計年度

もいわゆる「巣ごもり化」による売上増加がありました。この結果、「収益認識に関する会計基準」等の影響を

ほぼ受けない営業利益以下各利益のいずれも連結会計年度としては過去２番目の実績となっております。

項目 売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に
帰属する
当期純利益

前々年同期　　　　　　　　　　 (百万円)

（2020年３月期）　　　　　　　　　　(A)
240,898 9,467 9,708 6,239

前年同期　　　　　　　　　　　 (百万円)

（2021年３月期）　　　　　　　　　　(B)
256,351 12,114 12,569 8,282

前年同期の　　　　　              (％)

対2020年３月期増減率　 (B)/(A)*100-100
 28.0 29.5 32.7

当連結会計年度　　　　　　　　 (百万円)

（2022年３月期）　　　　　　　　　　(C)
246,450 10,310 10,615 7,074

当連結会計年度の           　　　 (％)

対2020年３月期増減率　　(C)/(A)*100-100
 8.9 9.3 13.4
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（「収益認識に関する会計基準」等の影響）

当連結会計年度の期首より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日企業会計基準

委員会）等を適用しております。

本会計基準等の適用に関する従来の会計処理の方法との主な相違点は、下表に示す売上高、売上原価、販売費

及び一般管理費間の組替調整であり、その詳細につきましては、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　注

記事項　（会計方針の変更）」をご覧ください。

項目 売上高 売上原価 売上総利益
販売費及び
一般管理費

営業利益

代理人取引　　　　　　　　　　 (百万円) △2,744 △2,744 ― ― ―

センターフィー　　　　　　　　 (百万円) △6,770 △6,755 △14 △14 ―

割引クーポン　　　　　　　　　 (百万円) △99 ― △99 △99 ―

自社発行ポイント　　　　　　　 (百万円) △948 ― △948 △945 △3

自社発行商品券　　　　　　　　 (百万円) 9 ― 9 ― 9

　　組替調整合計　　　　　　　 (百万円) △10,553 △9,500 △1,053 △1,059 5
 

なお、本会計基準等の適用に当たっては、本会計基準等の経過的な取扱いに従い、適用初年度の期首より前に

新たな会計方針を遡及適用した場合の適用初年度の累積的影響額を適用初年度の期首の利益剰余金に加減し、当

該期首残高から新たな会計方針を適用しております。したがって、前年同期の業績につきましては、本会計基準

等の遡及適用が行われていない数値であり、前年同期と比較した場合、下表に示すとおり営業利益以下各利益に

ついて重要な影響はありません。

項目 売上高 売上原価 売上総利益
販売費及び
一般管理費

営業利益

前年同期　　　　　　　　　　　 (百万円)

（2021年３月期）　　　　　　　　　　(A)
256,351 182,398 73,952 61,838 12,114

従来の会計処理の方法と　　　　 (百万円)

比較した場合の影響額　　　　　　　　(B)
△10,553 △9,500 △1,053 △1,059 5

当連結会計年度の　　　　　　　　　 (％)

前年同期比に含まれる影響　　(B)/(A)*100
△4.1 △5.2 △1.4 △1.7 0.0

 

 

① セグメント別経営成績

当連結会計年度における各セグメント別の経営成績を示すと、次のとおりであります。なお、各セグメント

の経営成績につきましては、セグメント間の内部取引高を含めて表示しており、「収益認識に関する会計基

準」等の適用前の前年同期と同適用後の当連結会計年度との比較数値であります。

　

ａ スーパーマーケット

（全般）

当連結会計年度におきましては、新型コロナウイルス感染症の影響が長引く中、前連結会計年度に引き続

き「お客様、従業員の安全安心を最優先に対応する」、「ライフラインとしての使命を果たす」、「社会貢

献へ積極的に取り組む」を方針として掲げ、お客様、地域の皆様に、ここにアクシアルの店舗があってよ

かったと思っていただけるよう、私たちにできること、私たちだからすべきことを真剣に考え、店舗の営業

継続に取り組みました。

この結果、当連結会計年度におけるスーパーマーケット事業の経営成績は、売上高が2,457億79百万円、

営業利益が96億61百万円（前年同期比16.2％減）となりました。

なお、「収益認識に関する会計基準」等の適用により、従来と同一の会計処理によった場合に比べ、スー

パーマーケット事業の売上高は104億９百万円減少し、営業利益は５百万円増加しております。

当連結会計年度における業績の内容、取組みに関する事項は、以下のとおりであります。
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（販売指標に関する動向）

当連結会計年度の販売指標は以下のとおりであります。なお、記載数値は「収益認識に関する会計基準」

等の調整前で示しております。

項目
当連結会計年度

(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

前年同期比

店舗数

グループ合計 129店舗 １店舗減少

内訳 （原信） 66店舗 増減なし

     （ナルス） 13店舗 増減なし

     （フレッセイ） 50店舗 １店舗減少

店舗売上高
全店 243,371百万円 100.3％

既存店 238,389百万円 99.2％

来店客数
全店 10,471万人 99.2％

既存店 10,260万人 98.2％

客単価
全店 2,321円 101.0％

既存店 2,321円 100.9％

買上点数
全店 12.11点 100.6％

既存店 12.11点 100.6％

一品単価
全店 192円 100.4％

既存店 192円 100.3％
 

(注)１ 記載数値は、「収益認識に関する会計基準」等に基づく調整前の数値で記載しております。

２ 店舗数は、当連結会計年度末現在におけるスーパーマーケットの設置店舗数であり、他業態の

設置店舗数（100円ショップ３店舗）は含みません。

３ 店舗売上高、来店客数、客単価、買上点数、一品単価は、スーパーマーケット店舗のみの数値

であります。

４ 客単価は、お客様一人当たりが一回のご来店でお買い上げになった金額の平均であります。

５ 買上点数は、お客様一人当たりが一回のご来店でお買い上げになった商品数の平均でありま

す。

６ 一品単価は、お客様がお買い上げになった商品の一品当たり金額の平均であります。

７ 既存店は、店舗開設より満13ヶ月以上を経過した店舗であります。
 

＜来店客数＞

新型コロナウイルス感染症の罹患を予防するため来店頻度を減らすといったお客様の動向が継続してい

ることに加え、前年同期の反動もあり、来店客数は、既存店で前年同期に比べ1.8％減少いたしました

が、全店では前年同期に比べ0.8％減少にとどまりました。

＜買上点数＞

来店頻度を減らす分、来店時にまとめ買いをする、食事は外食を控え店舗で購入して内食・中食で済ま

すといったお客様の動向が継続していることに加え、オリンピックの自宅観戦や、前年同期よりも年末の

帰省客が増加したこと等により、買上点数は、既存店、全店とも前年同期に比べ0.6％それぞれ増加いた

しました。

＜一品単価＞

野菜相場は前年同期並みに推移しましたが、水産物、畜産物の相場上昇に加え、食料原価高騰による店

頭売価改定の影響も一定程度あり、一品単価は、既存店で前年同期に比べ0.3％増加し、全店では前年同

期に比べ0.4％増加いたしました。

＜客単価＞

買上点数、一品単価とも前年同期を上回ったことから、客単価は、既存店で前年同期に比べ0.9％増加

し、全店では前年同期に比べ1.0％増加いたしました。

＜売上総利益率＞

商品販売における売上総利益率は、前年同期に比べ2.5ポイント増加し29.0％となりました。なお、

「収益認識に関する会計基準」等の影響を除いた売上総利益率は、前年同期の反動による商品回転率の低

下で、前年同期に比べ0.3ポイント減少し26.2％となりました。
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（従業員の安全安心確保と事業継続性の担保）

新型コロナウイルス感染症の影響が長期に亘り収束が見えない状況において、従業員の安全安心を確保す

るとともに事業継続性を担保するため、当社グループ従業員約3,000名を対象として新型コロナウイルスワ

クチンの職域接種を７月～８月にかけて実施いたしました。なお、接種可能数量が限定されるため、対象者

については、お客様と接する機会が多い従業員を優先し希望者を募って実施いたしました。

また、職域接種に限らず各自治体が行うワクチン接種についても、従業員が受けやすい環境を整えるた

め、当社グループの全従業員に対し、半日の有給休暇を２回付与いたしました。

（社会貢献）

新型コロナウイルス感染症の影響が長期に亘り、花火行事がなくなり収入が大幅に減少している花火師様

を支援するため、原信、ナルスで販売するプライベート・ブランド商品１個につき１円を一般財団法人長岡

花火財団他へ寄付する企画「花火師さんへ贈るまごころの１円プログラム」を実施いたしました。当該企画

開始後は、開始前に比べ販売量が伸長し、お客様からご理解が得られたと感じております。

また、将来を担う若者に、世界の課題や自分たちにできることを考えていただき新しい価値を創造するグ

ローカリストとして成長してほしいと願い、ＳＤＧｓをテーマとした学習プログラムを開催いたしました。

地元団体や当社グループが取り組んでいるＳＤＧｓに関する様々な取組みの講義や実際の現場視察、フィー

ルドワーク等を通じ、参加者の意識向上の一助になれたものと考えております。

この他、各種寄付や自治体が行う各種施策への協力についても積極的に実施いたしました。

（地域の文化を守り伝える）

当社グループは事業を通じて地域の文化を守り伝えることも重要であると考えています。このたび、新潟

県長岡市小国地域で50年以上にわたり地元の味として愛され続けてきた「小国饅頭」の製造者である旧山理

屋菓子舗が廃業を決めたことを受け、大変残念に思い、当社グループのローリーは秘伝とされてきたこの饅

頭の製法を店主に仰ぎ、これを会得して受け継ぐことができました。お客様からはご好評を得ており、今後

は販売を拡大してまいります。

（モチベーションの向上）

前年同期の異常な売上高増加の反動を受け販売動向が鈍ることで従業員のモチベーションが下がりがちに

なる状況を見越し、販売方法を楽しく競い合い学び合うことを目的に、社内販売コンクール「Enjoy♪ 販売

コンクール」を始めました。「伝えよう！原信ナルス、フレッセイの良さ、盛り上げよう！全店一番の売

場」をスローガンに全店全部門が同じ目標を持って取り組むことで、お客様へ良い売場をご提供し、従業員

のモチベーション向上が図られております。

（自動発注の拡大）

当社グループでは、商品の自動発注に２種類の需要予測型（統計解析型、ＡＩ型）を採用しております

が、前連結会計年度に原信ナルスの日配部門へ導入したＡＩ型をフレッセイの日配部門へ適用拡大いたしま

した。

また、原信ナルスでは生鮮部門における自動発注の適用拡大についても取組みをいたしました。

（電子決済の利便性向上）

電子決済の利用率向上を受け、スマホ決済サービスの取扱い種類拡大を図るとともに、決済方式をお客

様、当社従業員双方にとって簡便性の高いストアスキャン方式へ変更いたしました。

また、会計機の次世代展開方針を検討するため、電子決済のみに対応したキャッシュレス・セルフレジの

実験導入を行いました。利用状況や使い勝手等を検証し、今後の方針決定に活かしてまいります。

（プライベート・ブランド商品）

当社グループのプライベート・ブランド商品は、現行の統一デザインを採用してから７年が経過し、定着

は図られているもののトレンドから外れてきているため、新デザインに変更いたしました。「つなぐ」をコ

ンセプトに売場でも映えるデザインに仕上げ、認知性も向上させました。

また、新たに43品目を開発し、売上、利益の向上につながっています。
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（お客様の健康を願って）

当社グループでは、お客様の健康維持を願って出汁で旨味を引き出しつつ減塩を図った商品「だし香る」

シリーズの商品開発、販売に力を入れ、かつ、地元の食文化を尊重して惣菜や弁当に使用する原料に地元商

品を優先しています。

この取り組みが評価され、原信ナルスオペレーションサービスは日本食糧新聞社が主催する「惣菜・べん

とうグランプリ2022」において第１回の会社表彰を受けました。今後も、この取り組みを拡大してまいりま

す。

（健康経営の推進）

原信とナルスは、健康経営優良法人認定制度の大規模法人部門において「健康経営優良法人」として認定

されました。この認定制度は、地域の健康課題に即した取組みや日本健康会議が進める健康増進の取組みを

もとに、特に優良な健康経営を実践している大企業や中小企業等の法人を顕彰する制度であり、経済産業省

が制度を設計し、日本健康会議が認定しているものであります。

当社グループは、長期ビジョンに掲げる健康経営の推進に向けて、健康経営方針を定め、各専門家等と連

携した体制を構築し、従業員の健康づくりに取り組んでおります。今後も従業員の健康意識を高めながら、

健康経営の推進に取り組んでまいります。

（環境マネジメントの向上）

当社グループでは、2000年に原信が日本の食品スーパーマーケットで初めて全事業所を対象に環境マネジ

メントシステムの国際規格であるISO14001の認証を取得して以来、現在では原信、ナルスの全事業所で認証

を受けています。当連結会計年度は、３年に一度の更新審査が行われISO14001:2015（JIS Q 14001：2015）

の認証を受けるとともに環境マネジメントレベル向上の評価をいただきました。

当社グループでは、原信、ナルスが環境保全や社会的責任に対する取り組みをまとめ、毎期ＣＳＲ報告書

を発行しており、二酸化炭素の排出量等、事業活動が及ぼす影響を開示しております。今後も引き続き脱炭

素社会の実現に向け取組みを強化してまいります。

（発行体格付）

当社は、コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの観点から、投資家やお取引先様に対し当社

の信用力を客観的に明示し、当社の財務内容に関する健全性や経営の成長性、透明性を理解して頂くため、

毎期、中立的第三者より評価を受け格付けを取得しております。

当連結会計年度において実施した評価においては、従来の格付け評価より向上しＡ（安定的）の評価をい

ただきました。

（出店・退店等）

出店につきましては、原信川窪店（10月、新潟県南魚沼市、売場面積1,919㎡）、フレッセイフィール藤

岡店（10月、群馬県藤岡市、売場面積2,108㎡）、フレッセイ太田飯塚店（11月、群馬県太田市、売場面積

2,053㎡）を新設いたしました。

改装につきましては、フレッセイ安堀店（７月、群馬県伊勢崎市、売場面積1,870㎡）、原信関屋店（７

月、新潟県新潟市、売場面積2,329㎡）、原信糸魚川東店（11月、新潟県糸魚川市、売場面積2,057㎡）、フ

レッセイ天神店（３月、群馬県桐生市、売場面積1,961㎡）、原信吉田店（新潟県燕市、３月、売場面積

2,050㎡）について実施いたしました。

退店につきましては、フレッセイ小鳥店（９月、群馬県高崎市、売場面積1,450㎡）、フレッセイ寄木戸

店（11月、群馬県邑楽郡、売場面積1,669㎡）を閉鎖いたしました。また、現店舗を建て替えるため、フ

レッセイ館林店（６月、群馬県館林市、売場面積1,554㎡）、原信古正寺店（２月、新潟県長岡市、売場面

積2,155㎡）を一旦閉鎖いたしました。
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ｂ その他

（全般）

当連結会計年度におけるその他の事業の経営成績は、売上高が53億73百万円、営業利益が５億90百万円

（前年同期比6.5％増）となりました。

なお、「収益認識に関する会計基準」等の適用により、従来と同一の会計処理によった場合に比べ、その

他の事業の売上高は１億66百万円減少し、営業利益については影響ありません。

当連結会計年度における業績の内容、取組みに関する事項は、以下のとおりであります。

（情報処理事業）

主力であるスーパーマーケット事業向けの販売は、情報システムの開発並びに情報処理のいずれも前年同

期を上回ったため増加いたしました。一方、外部顧客向けの販売は、納期に至った受注案件が前年同期を下

回ったため減少いたしました。この結果、営業利益は、前年同期に比べ0.7％増加いたしました。

なお、当連結会計年度においては、新製品として惣菜の店内加工や総菜工場を支援する生産管理システム

の開発並びに自動発注システムにおけるＡＩエンジンの自社開発を完了し販売を進めております。加えて、

情報セキュリティ関連について、改善支援サービスを新たに事業化し販路の拡大に努めております。

また、当事業の主体であるアイテックは、厚生労働大臣より「ユースエール認定企業」として認定を受け

ました。この認定は、若者の採用・育成に積極的で、若者の雇用管理の状況などが優良である企業に対し行

われるものであります。今後も優良な雇用環境の整備に努め、雇用を通じ地域社会への貢献と事業拡大を果

たしてまいります。

（印刷事業）

主力であるスーパーマーケット事業向けの販売は、前年同期においては新型コロナウイルス感染症の緊急

事態宣言下におけるチラシ自粛等で印刷物等の納入が大幅に減りましたが、当連結会計年度は、チラシ等の

受注が例年並みに戻ったためその反動で増加いたしました。また、外部顧客向けの販売は、前年同期を若干

上回ったものの「収益認識に関する会計基準」等の影響で減少いたしました。この結果、営業利益は、前年

同期に比べ136.2％増加いたしました。

なお、当連結会計年度においては、当社グループ外部より製本に係る事業譲受を行っており、今後、一層

の収益向上に努めてまいります。

（清掃事業）

主力であるスーパーマーケット事業向けの販売は、安定した受注を受け前年同期に比べ増加いたしまし

た。また、外部顧客向けの販売は、清掃関連の販売が前年同期並みであったことに加えリサイクル資材の販

売単価が上昇し前年同期に比べ増加いたしました。この結果、営業利益は、前年同期に比べ4.8％増加いた

しました。
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② 生産、受注及び販売の状況

 

ａ 販売実績

 

セグメントの名称

前連結会計年度
(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

前年同期比

金額（百万円） 金額（百万円） （％）

スーパーマーケット 255,542 245,779 ―

その他 5,509 5,373 ―

合計 261,051 251,153 ―
 

(注)１ セグメント間の内部取引高を含めて表示しております。

２  当連結会計年度の期首より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日　企

業会計基準委員会）等を適用しております。この結果、前年同期と収益の会計処理が異なることから、

前年同期比は記載しておりません。

３  主な商品別売上高の状況

項目

前連結会計年度
(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

スーパー
マーケット

生鮮食品

青果 35,169 13.5 32,333 12.9

精肉 29,277 11.2 29,003 11.5

水産 25,687 9.9 26,008 10.4

惣菜 23,833 9.1 24,823 9.9

計 113,968 43.7 112,169 44.7

一般食品

デイリー 51,348 19.7 51,266 20.4

加工食品 65,044 24.9 64,488 25.7

インストア
ベーカリー

4,039 1.5 4,185 1.7

計 120,433 46.1 119,940 47.8

住居 8,405 3.2 7,638 3.0

衣料品 110 0.0 95 0.0

その他 235 0.1 259 0.1

営業収入 12,217 4.7 5,532 2.2

セグメント間の
内部売上高又は振替高

171 0.1 144 0.1

小計 255,542 97.9 245,779 97.9

その他

外部顧客に対する
売上高

981 0.4 815 0.3

セグメント間の
内部売上高又は振替高

4,528 1.7 4,558 1.8

小計 5,509 2.1 5,373 2.1

合計 261,051 100.0 251,153 100.0
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ｂ 仕入実績

 

セグメントの名称

前連結会計年度
(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

前年同期比

金額（百万円） 金額（百万円） （％）

スーパーマーケット 179,139 170,665 ―

その他 4,030 3,824 ―

合計 183,169 174,489 ―
 

(注)１ セグメント間の内部取引高を含めて表示しております。

２  当連結会計年度の期首より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日　企

業会計基準委員会）等を適用しております。この結果、前年同期と収益の会計処理が異なることから、

前年同期比は記載しておりません。

３  主な商品別仕入高の状況

項目

前連結会計年度
(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

スーパー
マーケット

生鮮食品

青果 26,808 14.6 23,728 13.6

精肉 22,260 12.2 21,788 12.5

水産 18,067 9.9 18,205 10.4

惣菜 13,914 7.6 13,673 7.9

計 81,051 44.3 77,395 44.4

一般食品

デイリー 38,172 20.9 36,670 21.0

加工食品 51,147 27.9 48,729 28.0

インストア
ベーカリー

1,805 1.0 1,769 1.0

計 91,126 49.8 87,169 50.0

住居 6,473 3.5 5,649 3.2

衣料品 74 0.0 64 0.0

その他 83 0.0 50 0.0

リース原価 100 0.1 93 0.1

セグメント間の
内部仕入高又は振替高

229 0.1 242 0.1

小計 179,139 97.8 170,665 97.8

その他

外部取引先からの
仕入高

3,724 2.0 3,558 2.0

セグメント間の
内部仕入高又は振替高

305 0.2 266 0.2

小計 4,030 2.2 3,824 2.2

合計 183,169 100.0 174,489 100.0
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③ 連結経営成績全般に関する事項

当連結会計年度における連結経営成績全般の各項目の内容を示すと、次のとおりであります。なお、各項目

につきましては、「収益認識に関する会計基準」等の適用前の前年同期と同適用後の当連結会計年度との比較

数値であります。
　

ａ 売上高及び営業利益

（売上高、売上総利益）

セグメント別の詳細に関しましては、「① セグメント別経営成績」及び「② 生産、受注及び販売の状

況」に記載したとおりであります。

この結果、売上高（セグメント間の内部取引高消去後）は2,464億50百万円となりました。

また、売上総利益は724億３百万円となり、売上高売上総利益率は29.4％となりました。

なお、「収益認識に関する会計基準」等の適用により、従来の会計処理の方法によった場合に比べ売上高

は105億53百万円、売上原価は95億円、売上総利益は10億53百万円それぞれ減少しております。

（販売費及び一般管理費）

諸経費につきましては、当社グループ全体の観点から、あらゆるコストの見直し、削減、適正利用に努

め、削減の取組みを進めております。なお、総額につきましては、主に店舗の新設や改装並びに売上の状況

に伴い変動しております。

人件費につきましては、前年同期に比べ４億99百万円増加いたしました。なお、売上高に対する比率は

14.8％となり、労働分配率（人件費÷売上総利益）は50.4％となりました。

消耗品費につきましては、新型コロナウイルス感染症予防対策のための各種資材の使用量増加と同資材関

係の価格高騰により、前年同期に比べ１億17百万円増加しております。

水道光熱費につきましては、契約内容の見直しや省エネルギー機器の導入により削減を図っております

が、原油価格上昇に伴う電気料金値上げの影響により、前年同期に比べ３億36百万円増加しております。

支払手数料につきましては、キャッシュレス決済が増えていることに伴い増加しております。

この結果、販売費及び一般管理費は620億93百万円となり、売上高に対する販売費及び一般管理費の比率

は25.2％となりました。

なお、「収益認識に関する会計基準」等の適用により、従来の会計処理の方法によった場合に比べ販売費

及び一般管理費は10億59百万円減少しております。

（営業利益）

以上により、営業利益は前年同期に比べ14.9％減少し103億10百万円となりました。なお、売上高営業利

益率は、前年同期に比べ0.5ポイント減少し4.2％となりました。

なお、「収益認識に関する会計基準」等の適用により、従来の会計処理の方法によった場合に比べ営業利

益は５百万円増加しております。
　

ｂ 経常利益

（営業外収益）

設備の損害に関連して受取保険金が大幅に増加いたしましたが、前年同期において所有する不動産の収用

等に関する受取補償金の計上があった反動で、総額は、前年同期に比べ27.0％減少し３億80百万円となり、

売上高に対する営業外収益の比率は0.1％となりました。

（営業外費用）

効率的な資金活用に努め有利子負債を削減できたことから支払利息が前年同期に比べ8.8％減少した反

面、契約解約損24百万円の計上があったため、総額は、前年同期に比べ14.2％増加し75百万円となり、売上

高に対する営業外費用の比率は0.0％となりました。

インタレスト・カバレッジ・レシオは、営業キャッシュ・フローの減少により、前年同期に比べ91.1ポイ

ント低下し225.1倍となりました。
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（経常利益）

営業利益及び営業外損益の要因により、経常利益は前年同期に比べ15.5％減少し106億15百万円となり、

売上高経常利益率は4.3％となりました。

また、経営の重要指標と位置付けている総資本経常利益率（ＲＯＡ）の年間換算値は、経常利益の減少に

より、前年同期に比べ2.3ポイント減少し9.2％となりました。

なお、「収益認識に関する会計基準」等の適用により、従来の会計処理の方法によった場合に比べ経常利

益は５百万円増加しております。
　

ｃ 税金等調整前当期純利益

（特別利益）

固定資産売却益並びに投資有価証券売却益の計上が若干あり、総額は、前年同期に比べ359.3％増加し19

百万円となり、売上高に対する特別利益の比率は0.0％となりました。

（特別損失）

減損損失が前年同期に比べ減少したため、総額は、前年同期に比べ13.8％減少し３億11百万円となり、売

上高に対する特別損失の比率は0.1％となりました。

（税金等調整前当期純利益）

経常利益及び特別損益の要因により、税金等調整前当期純利益は前年同期に比べ15.5％減少し103億23百

万円となり、売上高に対する税金等調整前当期純利益の比率は4.2％となりました。

なお、「収益認識に関する会計基準」等の適用により、従来の会計処理の方法によった場合に比べ税金等

調整前当期純利益は５百万円増加しております。
　

ｄ 当期純利益、親会社株主に帰属する当期純利益

（税金費用）

課税所得の減少により、前年同期に比べ17.3％減少し32億49百万円となり、売上高に対する税金費用の比

率は1.3％となりました。

また、税金等調整前当期純利益に対する税効果会計適用後の法人税等の負担率は前年同期に比べ0.7ポイ

ント減少し31.5％となりました。

なお、「収益認識に関する会計基準」等の適用により、従来の会計処理の方法によった場合に比べ税金費

用は１百万円増加しております。

（当期純利益）

以上の結果、当期純利益は前年同期に比べ14.6％減少し70億74百万円となり、売上高に対する当期純利益

の比率は2.9％となりました。

なお、「収益認識に関する会計基準」等の適用により、従来の会計処理の方法によった場合に比べ当期純

利益は４百万円増加しております。

（非支配株主に帰属する当期純利益）

すべての連結子会社は完全子会社であるため、該当事項はありません。

（親会社株主に帰属する当期純利益）

前年同期に比べ14.6％減少し70億74百万円となり、売上高に対する親会社株主に帰属する当期純利益の比

率は2.9％となりました。

また、自己資本利益率（ＲＯＥ）は、前年同期に比べ2.7ポイント減少し9.9％となり、１株当たり当期純

利益は、前年同期に比べ52円42銭減少し307円02銭となりました。

なお、「収益認識に関する会計基準」等の適用により、従来の会計処理の方法によった場合に比べ親会社

株主に帰属する当期純利益は４百万円増加しております。
　

ｅ 包括利益

当期純利益及びその他有価証券評価差額金の変動に伴い、前年同期に比べ20.7％減少し68億23百万円とな

りました。

なお、「収益認識に関する会計基準」等の適用により、従来の会計処理の方法によった場合に比べ包括利

益は４百万円増加しております。
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④ 経営方針・経営戦略等又は経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等に対する経営成績等の分

析

当連結会計年度の実績は、売上高、営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益のいずれについ

ても、当初の見込値を上回る実績値を達成することができました。

（当連結会計年度の見込みに対する実績の状況）

当連結会計年度における業績見込みに対する実績の状況を示すと、以下のとおりであります。

項目
見込値 実績値 差異 見込比（％）

(Ａ) (Ｂ) (Ｂ)－(Ａ) (Ｂ)／(Ａ)

売上高 (百万円) 238,000 246,450 ＋8,450 103.6

営業利益 (百万円) 9,900 10,310 ＋410 104.1

経常利益 (百万円) 10,000 10,615 ＋615 106.2

親会社株主に帰属する
当期純利益

(百万円) 6,300 7,074 ＋774 112.3

１株当たり当期純利益 (円) 273.41 307.02 ＋33.61 112.3
 

(注) 見込値は2021年５月６日付けで「2022年３月期の通期連結業績予想」として公表したものでありま

す。

（業績見込みに対する実績の状況の分析）

売上高が当初の見込値を上回った要因につきましては、以下のとおりであると考えております。

・新型コロナウイルス感染症により内食・中食需要の高まりが続いていること。

・近年出店店舗が、概ね当初の予定を上回る実績を確保できたこと。

・当社グループの規模を活かした商品調達や品ぞろえの優位性が確保できたこと。

・当社ならではの名物商品やプライベート・ブランド商品の開発、各種サービスの充実により、当社グ

ループ店舗のファンとなっていただけるお客様が増えたこと。

・営業全般における週間管理の仕組みが良好に運用され、売場管理や不要なロス削減が維持されているこ

と。

営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益が当初の見込値を上回った要因につきましては、以

下のとおりであると考えております。

・売上高の増加に加え、売上総利益率を高い水準で維持できたことにより、売上総利益が増加したこと。

・諸費用について、契約内容や調達先の見直し、適正利用の継続的取組みにより、削減を図ることができ

たこと。

　

(2) 財政状態の状況の概要及び分析・検討内容

当連結会計年度末における財政状態は、総資産が前連結会計年度末に比べ30億36百万円増加し1,168億55百万

円、総負債が前連結会計年度末に比べ20億23百万円減少し427億96百万円、純資産が前連結会計年度末に比べ50

億59百万円増加し740億59百万円となりました。また、１株当たり純資産額は3,214円13銭となりました。

　

① セグメント別財政状態

当連結会計年度末における各セグメントの財政状態を示すと、次のとおりであります。なお、各セグメントの

財政状態につきましては、セグメント間の調整額控除前で表示しております。

　

ａ スーパーマーケット

（資産）

資産は1,098億30百万円となり、前連結会計年度末に比べ17億69百万円増加いたしました。これは主に、

キャッシュレス決済の増加により受取手形及び売掛金が前連結会計年度末に比べ12億52百万円増加したこと

並びに店舗の新設、改装により有形固定資産が前連結会計年度末に比べ８億95百万円増加したことによるも

のであります。
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（負債）

負債は421億54百万円となり、前連結会計年度末に比べ27億17百万円減少いたしました。これは主に、課

税所得の減少と中間納付の増加により未払法人税等が前連結会計年度末に比べ17億43百万円減少したこと並

びにセグメントに帰属しない全社（持株会社である当社）に対する短期貸付金が前連結会計年度末に比べ７

億70百万円減少したことによるものであります。

（純資産相当額）

資産から負債を差し引いた純資産相当額は676億76百万円となり、前連結会計年度末に比べ44億86百万円

増加いたしました。また、純資産相当額を資産で除した自己資本比率相当は、前連結会計年度末に比べ3.1

ポイント増加し61.6％となりました。
 

ｂ その他

（資産）

資産は73億86百万円となり、前連結会計年度末に比べ１億48百万円増加いたしました。これは主に、各種

設備の投資に伴い有形固定資産が前連結会計年度末に比べ２億21百万円増加したこと並びに情報処理事業に

おけるソフトウエアの取得に伴い無形固定資産が前連結会計年度末に比べ84百万円増加したことによるもの

であります。

（負債）

負債は９億２百万円となり、前連結会計年度末に比べ１億27百万円減少いたしました。これは主に、買掛

金が前連結会計年度末に比べ１億29百万円減少したことによるものであります。

（純資産相当額）

資産から負債を差し引いた純資産相当額は64億84百万円となり、前連結会計年度末に比べ２億76百万円増

加いたしました。なお、純資産相当額を資産で除した自己資本比率相当は、前連結会計年度末に比べ2.0ポ

イント増加し87.8％となりました。

　

② 連結財政状態全般に関する事項

当連結会計年度における連結財政状態全般の各項目の内容を示すと、次のとおりであります。
　

ａ 総資産

流動資産は324億23百万円となり、前連結会計年度末に比べ24億44百万円増加いたしました。これは主

に、投資活動及び財務活動により使用した資金が営業活動により得られた資金の枠内に収まったことにより

現金及び預金が前連結会計年度末に比べ14億26百万円増加したこと並びにキャッシュレス決済の増加により

売掛金及び受取手形が前連結会計年度末に比べ12億１百万円増加したことによるものであります。なお、流

動資産の構成比は前連結会計年度末に比べ1.4ポイント増加し27.7％となりました。

固定資産は844億32百万円となり、前連結会計年度末に比べ５億91百万円増加いたしました。その内容は

次のとおりであり、固定資産の構成比は前連結会計年度末に比べ1.4ポイント減少し72.3％となりました。

有形固定資産は674億53百万円となり、前連結会計年度末に比べ11億18百万円増加いたしました。これは

主に、店舗の新設、改装に係る設備投資によるものであります。

無形固定資産は24億55百万円となり、前連結会計年度末に比べ１億11百万円増加いたしました。これは主

に、ソフトウエアの取得によるものであります。

投資その他の資産は145億23百万円となり、前連結会計年度末に比べ６億39百万円減少いたしました。こ

れは主に、保有する投資有価証券の時価総額が減少し投資有価証券が前連結会計年度末に比べ４億82百万円

減少したことによるものであります。
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ｂ 総負債

流動負債は282億66百万円となり、前連結会計年度末に比べ19億２百万円減少いたしました。これは主

に、課税所得の減少と中間納付の増加により未払法人税等が前連結会計年度末に比べ17億34百万円減少した

ことによるものであります。なお、流動負債の構成比は前連結会計年度末に比べ2.3ポイント減少し24.2％

となりました。その他、当連結会計年度末における当社グループ外部からの長期借入金及び短期借入金残高

はありません。

固定負債は145億30百万円となり、前連結会計年度末に比べ１億20百万円減少いたしました。これは主

に、長期預り保証金が約定返済により前連結会計年度末に比べ84百万円減少したこと並びにリース債務が約

定返済により前連結会計年度末に比べ59百万円減少したことによるものであります。なお、固定負債の構成

比は前連結会計年度末に比べ0.5ポイント減少し12.4％となりました。

 
　

ｃ 純資産

株主資本は726億47百万円となり、前連結会計年度末に比べ53億９百万円増加いたしました。増加要因

は、親会社株主に帰属する当期純利益70億74百万円の計上、減少要因は、剰余金の配当18億43百万円及び単

元未満株式の買取請求による自己株式の取得０百万円であります。

その他の包括利益累計額は14億12百万円となり、前連結会計年度末に比べ２億50百万円減少いたしまし

た。これは主に、保有する投資有価証券の時価総額が減少したことによりその他有価証券評価差額金が前連

結会計年度末に比べ３億17百万円減少したことによるものであります。

なお、自己資本比率は前連結会計年度末に比べ2.8ポイント増加し63.4％となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況の概要及び分析・検討内容

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」といいます。）は、184億50百万円（前連結

会計年度末比14億26百万円増）となりました。

　

① セグメント別キャッシュ・フロー

当連結会計年度末における各セグメントの資金の期末残高を示すと、次のとおりであります。なお、各セグメ

ントの資金の期末残高につきましては、報告セグメントに帰属しない全社（持株会社である当社）の資金の期末

残高を含めず表示しております。

当社グループでは、内部資金の有効な活用を図る観点から、報告セグメントに帰属しない全社（持株会社であ

る当社）が中心となって、グループ各社の余剰資金の集中と必要な部分への再配分を行うキャッシュ・マネジメ

ント・システムを活用しております。

　

ａ スーパーマーケット

スーパーマーケット事業は、現金販売が主体であるため、資金の流動性が高く、滞留資金が極力生じない

よう、効率的な資金繰りに努めております。

資金の期末残高は、129億９百万円となり、前連結会計年度末に比べ１億46百万円増加いたしました。こ

れは主に、営業キャッシュ・フローにより得られた資金の枠内で投資活動及び財務活動により使用した資金

を賄ったことによるものであります。

　

ｂ その他

資金の期末残高は、６億43百万円となり、前連結会計年度末に比べ１億46百万円減少いたしました。これ

は主に、有形及び無形固定資産の取得による支出に加え、報告セグメントに帰属しない全社（持株会社であ

る当社）に対する貸付金残高が前連結会計年度末に比べ増加したことによるものであります。
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② 連結キャッシュ・フロー全般に関する事項

当連結会計年度における連結キャッシュ・フロー全般の各項目の内容を示すと、次のとおりであります。
　

ａ 営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果得られた資金は94億29百万円となり、前年同期に比べ50億20百万円減少（前年同期比

34.7％減）いたしました。

これは主に、経常利益が前年同期に比べ19億54百万円減少（前年同期比15.5％減）したこと並びに法人税

等の支払額が前年同期に比べ15億６百万円増加（前年同期比45.4％増）したことによるものであります。

　

ｂ 投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果使用した資金は57億96百万円となり、前年同期に比べ18億29百万円減少（前年同期比

24.0％減）いたしました。

これは主に、店舗の出店改装時期の関係で有形固定資産の取得による支出が前年同期に比べ12億39百万円

減少（前年同期比17.0％減）したことによるものであります。
 

ｃ 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果使用した資金は22億５百万円となり、前年同期に比べ31百万円増加（前年同期比1.4％

増）となりました。

これは主に、配当金の支払額が前年同期に比べ68百万円増加（前年同期比3.9％増）したことによるもの

であります。
 

(4) 資本の財源及び資金の流動性に係る情報

当社グループは、スーパーマーケット事業を主体としており、売上金の回収期間が比較的短い特性があるた

め、営業活動の収益性を高める一方、余剰資金の削減を積極的に進め、手許流動性の向上と自己資金を主体とし

た事業運営に努めております。

設備投資については、営業活動によるキャッシュ・フローの範囲内で行うことを基本とし、近年の状況は、営

業活動の結果得られた資金が毎期100億円強程度に対し、投資活動の結果使用した資金は毎期50億円から70億円

程度で推移しており、方針に沿った結果となっております。

資金調達の方法については、自己資金を基本とし、短期的に運転資金が不足した場合には、金融機関から短期

運転資金の調達を行っており、長期運転資金の調達については、現時点では想定しておりません。

資金調達の状況については、当連結会計年度末において、金融機関から借り入れている短期借入金並びに長期

借入金（１年内返済予定のものを含む）の残高はありません。なお、当連結会計年度において、金融機関より短

期運転資金を延べ336億円調達し、延べ336億円返済しております。

今後の資金需要の動向については、概ね、これまでと同様の状況が続くと考えております。

なお、当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況については、「(3) キャッシュ・フローの状況の概要及

び分析・検討内容」に記載したとおりであります。

当社の企業集団のキャッシュ・フロー指標を示すと、次のとおりであります。

回次 第67期 第68期 第69期 第70期 第71期

決算年月 2018年３月 2019年３月 2020年３月 2021年３月 2022年３月

自己資本比率 (％) 54.6 58.8 59.4 60.6 63.4

時価ベースの
自己資本比率

(％) 94.7 79.2 87.6 97.5 63.1

キャッシュ・フロー
対有利子負債比率

(倍) 0.6 0.4 0.3 0.2 0.3

インタレスト・
カバレッジ・レシオ

(倍) 172.6 172.0 204.3 316.2 225.1
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(注)１ 各指標の算出方法は以下のとおりであります。

自己資本比率                       ＝ （自己資本）÷（総資産）

時価ベースの自己資本比率           ＝ （株式時価総額）÷（総資産）

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ＝ （有利子負債）÷（キャッシュ・フロー）

インタレスト・カバレッジ・レシオ   ＝ （キャッシュ・フロー）÷（利払い）

２ 各指標はいずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

３ 株式時価総額は、（期末株価終値）×（期末発行済株式総数（自己株式控除後））により計算し

ております。

４ 有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象

にしております。

５ キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使

用しております。

６ 利払いは連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

 
(5) 経営成績に重要な影響を与える要因

当社グループが主として事業展開しております小売業、特にスーパーマーケット事業については、競合各社の

新規出店が相次ぎ、市場全体がいわゆるオーバーストアの状態にあり、企業淘汰や外資を巻き込んだ業界再編の

様相を呈しております。このような状況は、当社グループがドミナント化を図りつつ出店している地域にも重要

な影響を及ぼしていると判断しております。

　

(6) 戦略的現状と見通し

消費者のライフスタイルは年々変化しており、生活シーンの多様化はますます進んでいくものと考えておりま

す。

このような現状において、数ある企業の店舗から当社グループの店舗へのお客様の支持を獲得し続けていくた

めには、販売する商品の鮮度・価格・品質といった基本的事項の徹底はもとより、食を中心とした生活全体に対

する様々な提案と接客サービスの充実を図っていくことが重要であると考えております。

　

(7) 経営者の問題認識と今後の方針

当社グループを取り巻く経営環境は、個人消費の動向や他社との競合の問題等を踏まえ、今後も厳しい状況が

続くものと考えております。

当社グループは、これらの状況を踏まえ、お客様から真にご支持をいただける経営を行っていくことが重要で

あると考えており、経営理念を「我々は毎日の生活に必要な品を廉価で販売し、より豊かな文化生活の実現に寄

与することを目的とする」と定め、それぞれの事業が地域に密着して経営を行っております。

特に、主力であるスーパーマーケット事業は、「鮮度」、「品質」、「品揃え」、「価格」、「サービス」な

どにおいて地域のお客様から圧倒的に支持されるリージョナル・チェーンの実現を目指してまいります。
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(8) 連結財務諸表の作成に当たって用いた会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定のうち重要なもの

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準（いわゆる日本基

準）に基づき作成されており、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローに関する以下の分析を行っておりま

す。

当社経営陣は、連結財務諸表の作成に際し、決算日における資産・負債の報告数値及び偶発債務の開示、並び

に報告期間における収入・費用の報告数値に影響を与える見積り及び仮定の設定を行う必要があり、仕入リベー

ト、貸倒債権、投資、法人税等、財務活動、退職金、偶発事象や訴訟等に関する見積り及び判断に対して、継続

して評価を行っております。また、過去の実績や状況に応じ合理的だと考えられる様々な要因に基づき見積り及

び判断を行い、その結果は、他の方法では判断しにくい資産・負債の簿価及び収入・費用の報告数値についての

判断の基礎となります。実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積り及び仮定に基づく数

値と異なる場合があります。

当社グループは、特に、以下の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定が重要であると考えております。
 

① 新型コロナウイルス感染症

会計基準では、会計上の見積りを「資産及び負債や収益及び費用等の額に不確実性がある場合において、財

務諸表作成時に入手可能な情報に基づいて、その合理的な金額を算出すること」と定義しております。また、

「財務諸表作成時に入手可能な情報に基づいて、その合理的な金額を算出する」上では、新型コロナウイルス

感染症の影響のように不確実性が高い事象においても、一定の仮定を置き最善の見積りを行うことが求められ

ております。一定の仮定を置くにあたっては、外部の情報源に基づく客観性のある情報を用いることができる

場合には、これを可能な限り用いることが望ましいとされている一方、今般の新型コロナウイルス感染症の影

響については、会計上の見積りの参考となる前例がなく、今後の広がり方や収束時期等に統一的な見解がない

ため、外部の情報源に基づく客観性のある情報が入手できない状況にあります。この場合、新型コロナウイル

ス感染症の影響については、企業自ら一定の仮定を置くこととされております。

新型コロナウイルス感染症の今後の広がり方や収束時期については、想定の域を超えるものでありますが、

現状に鑑み、一定程度、世界的な感染状況は続き、世界経済及び国内経済に影響を及ぼすものと考えておりま

す。なお、当社グループの事業活動の範囲は、本邦（地方圏）のみであり、国内の状況が主たる影響要素とな

りますが、翌連結会計年度中は、当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に何らか

の影響があるものと考えております。

当社グループは、スーパーマーケット事業を事業主体としており、ライフラインとしての社会的役割を担っ

ております。そのため、行政による休業要請の対象とはならない事業継続を前提としております。なお、事業

継続において、商品の調達に関しては、一部商品で制限があるものの全体としては、重要な影響はないものと

考えております。また、店舗の営業においては、お客様の安全を守ることはもとより、ライフラインとして事

業継続するために、従業員の安全を守る様々な対策を行っており、一時的に休業しなければならない事態に

なったとしても期間及び範囲は限定的で、全体として重要な影響はないものと考えております。

販売動向につきましては、外出自粛要請や生活様式の変化等による内食、中食需要の高まりから、売上高の

増加があるものと考えておりますが、一方で、経済活動停滞による消費者の収入源、消費減による売上高の減

少もあるものと考えております。なお、増減全体を勘案したその程度は、当社グループが主に取り扱う商品

（日常的に消費される食品）の特性上、平時と比較して重要な影響を及ぼすものではないと考えております。

以上のとおり、新型コロナウイルス感染症が、当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況に与える影響は、プラス要素とマイナス要素が混在しておりますが、連結財務諸表の作成に当たって用

いた会計上の見積り（繰延税金資産の回収可能性、固定資産の減損、有価証券の減損、貸倒引当金の設定、退

職給付に係る資産又は負債の算定、仕入リベートの計上、並びに、その他財務諸表作成全般に係る事項）にお

いて、これらの要素はいずれも重要な影響がないものと仮定し、過去の経営成績を参考に、通常予測可能な事

項を盛り込んだ形で算定しております。

新型コロナウイルス感染症の影響に関しましては、不確実性の高い要素を含むため、将来の当該資産グルー

プを取り巻く経営環境の変化による収益性の変動や市況の変動により、当連結会計年度における会計上の見積

りに用いた仮定との乖離が生じた場合、翌連結会計年度以降の連結財務諸表において、財政状態、経営成績及

びキャッシュ・フローの状況に影響を及ぼす可能性があります。
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② 繰延税金資産の回収可能性

当社グループは、連結納税制度は適用しておらず、繰延税金資産について、当社グループ企業（納税主体）

ごとに、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 企業会計基準委員

会）に定める「企業の分類に応じた繰延税金資産の回収可能性に関する取扱い」における会社分類を検討し、

同指針に定める一時差異のうち、将来減算一時差異に係る繰延税金資産の回収可能性を評価しており、将来に

おける一時差異の解消見込み（以下、「スケジューリング」といいます。）が明確でないと判断された将来減

算一時差異に係る繰延税金資産については、回収可能性がないと判断し、評価性引当額を設定して繰延税金資

産から控除しております。なお、その内容につきましては、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　注記

事項　（税効果会計関係）」に示したとおりであります。

会社分類の評価においては、一時差異の総額、過去の課税所得、将来の経営環境の評価等を含み、過去実

績、翌期の予算、今後の経営環境、中期経営計画等を総合的に勘案し検討しており、当連結会計年度末におい

て、近い将来に経営環境の著しい変化が見込まれないという仮定のもと、当社グループ全社が、会社分類１

（繰延税金資産の全額について回収可能性があると判断する会社）又は会社分類２（スケジューリング不能な

将来減算一時差異に係る繰延税金資産については原則として回収可能性がないと判断されるが、将来減算一時

差異のうち、将来のいずれかの時点において損金に算入される可能性が高いと見込まれるものについて合理的

な根拠をもって説明が可能な場合、その将来減算一時差異に係る繰延税金資産については回収可能性があると

判断する会社）のいずれかに該当すると判断しております。

会社分類２に該当する会社においては、スケジューリング可能な将来減算一時差異に係る繰延税金資産の全

額を回収可能と判断しており、スケジューリング不能な将来減算一時差異に係る繰延税金資産については、当

連結会計年度末現在、14億82百万円の評価性引当額を設定しております。なお、この対象のほとんどは、固定

資産の減損損失計上に伴い計上された土地等の非償却資産に関する将来減算一時差異に係る繰延税金資産であ

り、売却等に係る意思決定又は実施計画等がない限り、当該繰延税金資産に対する評価性引当額の取崩は行わ

れません。

会社分類及び繰延税金資産の回収可能性を評価するにあたっては、将来の課税所得及び慎重かつ実現性の高

い継続的な税務計画を検討しますが、将来、各当社グループ会社を取り巻く経営環境の変化がもたらす課税所

得の見込みや会社分類の変更、スケジューリングの変化等により、翌連結会計年度以降の連結財務諸表におい

て、認識する繰延税金資産及び法人税等調整額の金額に影響を及ぼす可能性があります。なお、繰延税金資産

の一部又は全部を将来回収できないと判断した場合、当該判断を行った期間に繰延税金資産に対する評価性引

当額の控除増加額を費用として計上します。同様に、繰延税金資産の一部又は全部を将来回収できると判断し

た場合は、当該判断を行った期間に繰延税金資産に対する評価性引当額の控除減少額を収益として計上しま

す。
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③ 固定資産の減損

当社グループは、主としてスーパーマーケット事業を営んでおり、固定資産の減損に係る回収可能性の評価

にあたり、他の資産又は資産グループから概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位を考慮し、主

として店舗を基本単位として資産のグルーピングを行っており、収益性が著しく低下した資産又は資産グルー

プについて、固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上することとし

ております。なお、当連結会計年度において計上した減損損失１億５百万円であり、その内容につきまして

は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　注記事項　（連結損益計算書関係）　※５　減損損失」に示

したとおりであります。

回収可能価額の評価は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い方により測定しております。正味売却価額

は、各資産グループの構成資産について、市場価格が観察できる場合には観察可能な市場価格とし、市場価格

が観察できない場合には、路線価又は固定資産税評価額等を勘案した合理的な見積りにより算定しておりま

す。また、使用価値は、各資産グループの継続的使用と使用後の構成資産の処分によって見込まれる将来

キャッシュ・フローを、借入資本コストと自己資本コストを加重平均した資本コスト（ＷＡＣＣ）で現在価値

に割り引いて算定しております。

店舗に関する将来キャッシュ・フローは、継続的な使用とその後の処分によって見込まれるキャッシュ・フ

ローを、その構成要素である売上高、売上総利益率、販売費及び一般管理費、構成資産の処分価値等につい

て、過去実績、競合関係や近隣状況の変化、翌期の予算、今後の改廃等を総合的に勘案し、年度ごとに算出し

た値の経済的残存使用年数における累計値として見積もっております。経済的残存年数は、上限を20年とし、

自社物件及び普通借地物件については、店舗の残存耐用年数を用い、定期借地物件については、残存借地期間

を用いております。資本コストは、外部より入手しており、当連結会計年度において用いた値は11.9％で、そ

の算定基礎には、当社の負債・株式時価総額の構成のほか、国債の利回り、予想マーケットリターン、当社株

式の株価、株式市場全体の株価指標等の要素が含まれております。

なお、重要な会計上の見積もりの内容につきましては、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　注記事

項　（重要な会計上の見積り）　１　スーパーマーケット事業に係る固定資産の減損」に示したとおりであり

ます。

固定資産の回収可能価額の評価の前提条件には、投資期間を通じた将来の収益性の評価や資本コストなどが

含まれますが、これらの前提条件は長期的な見積りに基づくため、将来の各資産グループを取り巻く経営環境

の変化による収益性の変動や金融市況の変動により、回収可能性を著しく低下させる変化が見込まれた場合、

翌連結会計年度以降の連結財務諸表において、追加の減損損失が発生する可能性があります。
 

④ 有価証券の減損

当社グループは、保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式のほか、債券等を保有しており、これら

の投資には、市場価格のない株式等以外のものとして時価法で評価する上場株式等と、市場価格のない株式等

として主として移動平均法による原価法で評価する非上場株式等が含まれております。なお、当連結会計年度

末現在における投資有価証券の残高は29億64百万円であり、このうち時価をもって連結貸借対照表計上額とす

るものが26億４百万円、取得原価をもって連結貸借対照表計上額とするものが３億60百万円であります。時価

をもって連結貸借対照表計上額とするものの内容につきましては、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表

等　注記事項　（有価証券関係）」に示したとおりであります。

上場株式等への投資の場合、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、30～50％程度下落した場合には、個別銘柄ごとの市場価格の推移、金融市場の動向、発行会社の業績等

を総合的に勘案した時価の回復可能性を考慮し、必要と認められた額について減損処理を行っております。ま

た、非上場株式等への投資の場合、それらの発行体の純資産額等に基づく評価額が取得原価に比べ50％以上下

落した場合には全て減損処理を行っております。

将来の金融市況の悪化又は発行会社の業績不振により、現在の投資有価証券の簿価に反映されていない損失

又は簿価の回収不能額を生じた場合、翌連結会計年度以降の連結財務諸表において、投資有価証券評価損の計

上が必要となる可能性があります。
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⑤ 貸倒引当金の設定

当社グループは、債権の貸倒時に発生する回収不能見込額に対して貸倒引当金を計上しております。

債権区分については、貸倒懸念が顕在化していないものを一般債権とし、貸倒懸念が顕在化しているものを

貸倒懸念債権等として区分しております。

貸倒懸念が顕在化していない一般債権については、当社グループ企業ごとに、過去の貸倒実績と同等の貸倒

実績が発生する可能性があるとの仮定のもと、過去３年の貸倒実績率に基づいて債権の期末残高に対し一括で

回収不能見込額の見積りをしており、貸倒実績率は0.00％～0.05％で、貸倒引当金を１百万円計上しておりま

す。貸倒懸念が既に顕在化している特定の貸倒懸念債権等については、個別に回収可能性を勘案して回収不能

見込額を見積もっており、対象となった貸倒懸念債権等の総額は当社グループ合計で56百万円であり、これに

対し貸倒引当金を46百万円計上しております。

債権の回収可能性の評価は、債権保有先からの回収状況等の評価等が含まれますが、当社グループには考慮

しえない外的要因が含まれるため、将来の債権に関する貸倒懸念の変化により、翌連結会計年度以降の連結財

務諸表において、設定する貸倒引当金の金額に影響を及ぼす可能性があります。なお、一般債権の貸倒実績率

が増加した場合又は債権の回収可能性を評価し貸倒懸念債権の増加を認識する判断した場合、当該判断を行っ

た期間に貸倒引当金の調整額を費用として計上します。同様に、一般債権の貸倒実績率が減少した場合又は債

権の回収可能性を評価し貸倒懸念債権の減少を認識する判断をした場合は、当該判断を行った期間に貸倒引当

金の調整額を収益として計上します。
 

⑥ 退職給付に係る資産又は負債の算定

当社グループは、一部の企業で積立型の確定給付制度（規約型確定給付企業年金制度）を採用しておりま

す。退職給付に係る資産又は負債の計上にあたっては、退職給付債務と年金資産の純額を、退職給付に係る資

産又は負債として計上しており、その内容につきましては、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　注記

事項　（退職給付関係）」に示したとおりであります。

退職給付債務の算定においては、退職給付見込額を見積り、現在価値に割り引くことで算定するため、数理

計算上の仮定の要素が含まれております。その主要なものにつきましては、「第５　経理の状況　１　連結財

務諸表等　注記事項　（退職給付関係）　２　確定給付制度（簡便法を採用した制度を除く。）　(8)　数理

計算上の計算基礎に関する事項（加重平均）」に示したとおりであります。なお、割引率算定の基礎となる

デュレーション（退職給付の支払見込期間を支払見込期間ごとの金額の現在価値で加重平均したもの）は11.9

年であり、これに基づき対応する国債の利回りを指標として決定しております。

これらの計算基礎については、「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　

企業会計基準委員会）の定めに基づき、数理計算上の仮定に重要な変動が生じている場合には、これを見直

し、退職給付債務を再計算することとされております。当社グループでは、重要な変動の有無について、継続

して検証を行っておりますが、退職給付債務が10％以上変動すると推定される場合には、退職給付債務の再計

算を行い差額の追加計上を行います。なお、退職給付債務が10％変動する場合に該当するのは、割引率が現状

より1.1ポイント程度変動した場合と想定しております。

数理計算上の仮定の前提となる要素につきましては、将来の経済条件、従業員構成等を含むため、数理計算

上の仮定の見直しが生じた場合、翌連結会計年度以降の連結財務諸表において、認識する退職給付に係る資産

又は負債並びに退職給付費用の金額に影響を及ぼす可能性があります。
 

⑦ 仕入リベートの計上

当社グループは、仕入高について、通常、発注書に基づき当社グループに対して商品が納品された時点、又

は、サービスが提供された時点に計上しており、仕入リベートについて、入金済みのものについては、その確

定額を仕入高から控除し、入金未了のものについては、リベート契約書と仕入実績に基づいた見積り額を仕入

高から控除しております。なお、見積りにあたっては、取引先より確認書を入手した上で、算定を行っており

ます。

仕入リベートの前提となる契約については、仕入実績に基づいて一定割合又は一定額で受領するものや、一

定の条件を満たした場合に受領するものなど、様々な形態があるため、将来の契約内容や仕入実績の状況によ

り、翌連結会計年度以降の連結財務諸表において、認識する仕入リベートに影響を及ぼす可能性があります。
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４ 【経営上の重要な契約等】

 

(1) 継続的商取引契約

契約会社 契約先 契約日 契約内容

(株)原信 (株)シジシージャパン
1979年
３月10日

共同集中仕入機構の運営に協力し、
分荷された商品を継続的に引き取る。

(株)ナルス (株)シジシージャパン
2007年
６月21日

共同集中仕入機構の運営に協力し、
分荷された商品を継続的に引き取る。

(株)フレッセイ (株)シジシージャパン
1977年
９月１日

共同集中仕入機構の運営に協力し、
分荷された商品を継続的に引き取る。

原信ナルス
オペレーションサービス(株)

(株)シジシージャパン
2008年
６月１日

共同集中仕入機構の運営に協力し、
分荷された商品を継続的に引き取る。

 

　

５ 【研究開発活動】

 

特記すべき事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

 

当連結会計年度において実施いたしました設備投資額は6,843百万円（うち、有形固定資産の取得による支出

6,030百万円、無形固定資産の取得による支出385百万円及びその他426百万円）であり、これらに必要な資金は自

己資金及びリース契約により充当いたしました。

セグメント別の設備投資等の概要について示すと、次のとおりであります。

 
(1) スーパーマーケット

① 重要な設備の新設等

当連結会計年度に完了した主な設備の新設等は、店舗の新設３店舗及び改装５店舗に係るものであり、その

内容は以下のとおりであります。

会社名
事業所名
（所在地）

設備の内容
投資金額
（百万円）

完了年月 完成後の増加能力

㈱原信

原信　関屋店

（新潟県新潟市中央区）
店舗改装 374 2021年７月

既存設備の改装であり、能力の増

加はありません。

原信　川窪店

（新潟県南魚沼市）
店舗新設 1,197 2021年10月

年間売上予定額

1,700百万円

原信　糸魚川東店

（新潟県糸魚川市）
店舗改装 226 2021年11月

既存設備の改装であり、能力の増

加はありません。

原信　吉田店

（新潟県燕市）
店舗改装 251 2022年３月

既存設備の改装であり、能力の増

加はありません。

㈱フレッセイ

フレッセイ　安堀店

（群馬県伊勢崎市）
店舗改装 335 2021年７月

既存設備の改装であり、能力の増

加はありません。

フレッセイ　フィール藤岡店

（群馬県藤岡市）
店舗新設 518 2021年10月

年間売上予定額

1,500百万円

フレッセイ　太田飯塚店

（群馬県太田市）
店舗新設 1,129 2021年11月

年間売上予定額

1,800百万円

フレッセイ　天神店

（群馬県桐生市）
店舗改装 333 2022年３月

既存設備の改装であり、能力の増

加はありません。
 

(注) 投資金額は有形固定資産及び無形固定資産の取得価額の総額で示しており、キャッシュ・フロー上の

調整並びに連結内部取引に係る調整を行っておりません。また、当該設備の完成後、当連結会計年度

中に異動した資産を含んで表示しております。
 

② 重要な設備の除却等

当連結会計年度に完了した主な設備の除却等は、店舗の閉鎖２店舗及び建替のための閉鎖２店舗に係るもの

であり、その内容は以下のとおりであります。

会社名
事業所名
（所在地）

設備の内容
帳簿価額
（百万円）

完了年月 除却等による減少能力

㈱原信
原信　古正寺店

（新潟県長岡市）

店舗建替のための

現店舗の閉鎖
11 2022年２月

年間売上高（2021年３月期）

2,064百万円

㈱フレッセイ

フレッセイ　館林店

（群馬県館林市）

店舗建替のための

現店舗の閉鎖
0 2021年６月

年間売上高（2021年３月期）

627百万円

フレッセイ　小鳥店

（群馬県高崎市）
店舗閉鎖 0 2021年９月

年間売上高（2021年３月期）

1,391百万円

フレッセイ　寄木戸店

（群馬県邑楽郡）
店舗閉鎖 0 2021年11月

年間売上高（2021年３月期）

810百万円
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(2) その他

①  重要な設備の新設等

該当事項はありません。

　

②  重要な設備の除却等

該当事項はありません。

　

(3) 全社（共通）

①  重要な設備の新設等

該当事項はありません。
　

②  重要な設備の除却等

該当事項はありません。

 

２ 【主要な設備の状況】

 

(1) セグメント情報

2022年３月31日現在

セグメントの名称

帳簿価額(百万円) 従業

員数

（名）

建物

及び構築物

機械装置

及び運搬具

土地

（面積千㎡）
リース資産 その他 合計

スーパーマーケット
38,681
<6,834>

 

548
<3>

 

22,801
<2,320>
(637)

2,584
<―>

 

2,842
<2>

 

67,459
<9,160>

 

2,533
[6,419]

その他
588
<130>
 

82
<17>
 

470
<422>
(1)

5
<―>
 

31
<0>
 

1,178
<571>
 

159
[75]

全社（共通）
―
<―>
 

―
<―>
 

―
<―>
(―)

―
<―>
 

0
<―>
 

0
<―>
 

16
[―]

小計

39,269

<6,965>

 

631

<21>

 

23,271

<2,743>

(639)

2,590

<―>

 

2,874

<2>

 

68,637

<9,731>

 

2,708

[6,494]

消去及び調整

△13

<―>

 

△4

<―>

 

△2,027

<△247>

(―)

―

<―>

 

△42

<―>

 

△2,087

<△247>

 

―

[―]

連結

39,256

<6,965>

 

627

<21>

 

21,244

<2,495>

(639)

2,590

<―>

 

2,832

<2>

 

66,550

<9,484>

 

2,708

[6,494]
 

(注)１ 各セグメントにおける金額は、連結会社間の取引により生じた内部利益消去並びに企業結合時に調

整された全面時価評価法による評価差額調整前の数値であり、消去及び調整の金額は、セグメント

内部に係るもの及びセグメント間に係るものの内部利益消去並びに企業結合時に調整された全面時

価評価法による評価差額調整の合計であります。

２ 帳簿価額に、建設仮勘定の金額は含んでおりません。

３ 帳簿価額「その他」は、工具、器具及び備品であります。

４ 上記中<内書>は、連結会社以外への賃貸設備であります。

５ 上記中[外書]は、パートタイム社員の年間平均雇用人数であり、パートタイム社員の就業時間を正

社員の就業時間で換算して人数を計算しております。
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(2) セグメントの内容

① スーパーマーケット

ａ  提出会社

該当事項はありません。

　

ｂ  国内子会社

2022年３月31日現在

会社名
事業所名

（所在地）

設備の

内容

帳簿価額(百万円) 従業

員数

（名）
建物

及び構築物

機械装置

及び運搬具

土地

（面積千㎡）
リース資産 その他 合計

㈱原信

原信
58店舗
(新潟県)

店舗
16,312
<3,641>

 

90
<―>

 

9,902
<―>
(194)

1,323
<―>

 

1,208
<0>

 

28,837
<3,641>

 

1,029
[2,975]

原信
５店舗
(長野県)

店舗
536
<49>

 

2
<―>

 

206
<―>
(6)

127
<―>

 

41
<―>

 

913
<49>

 

82
[254]

原信
３店舗
(富山県)

店舗
1,223
<419>

 

5
<―>

 

333
<―>
(9)

140
<―>

 

64
<0>

 

1,768
<419>

 

81
[93]

原信ナルス中之島
物流センター
(新潟県長岡市)

物流セ
ンター

3,135
<―>

 

23
<―>

 

1,486
<―>
(74)

―
<―>

 

3
<―>

 

4,649
<―>

 

10
[53]

本部他

(新潟県長岡市他)
事務所
他

1,188
<217>

 

1
<―>

 

1,354
<517>
(63)

0
<―>

 

184
<―>

 

2,729
<734>

 

102
[13]

㈱ナルス

ナルス
13店舗他
(新潟県)

店舗
3,034

<―>

 

0
<―>

 

1,421
<―>
(49)

103
<―>

 

228
<―>

 

4,788
<―>

 

183
[491]

原信ナルス上越
物流センター
(新潟県上越市)

物流セ
ンター

722
<―>

 

0
<―>

 

666
<―>
(48)

―
<―>

 

1
<―>

 

1,390
<―>

 

9
[22]

本部他

(新潟県上越市他)
事務所
他

54
<44>

 

0
<0>

 

240
<240>
(11)

―
<―>

 

2
<0>

 

297
<284>

 

5
[7]

㈱フレッセイ

フレッセイ
44店舗他
(群馬県)

店舗
9,399
<2,005>

 

0
<0>

 

4,556
<―>
(81)

634
<―>

 

927
<1>

 

15,518
<2,007>

 

545
[1,650]

フレッセイ
３店舗
(栃木県)

店舗
454
<11>

 

0
<―>

 

―
<―>
(―)

255
<―>

 

87
<―>

 

797
<11>

 

42
[130]

フレッセイ
３店舗
(埼玉県)

店舗
222
<98>

 

0
<―>

 

33
<―>
(4)

―
<―>

 

13
<0>

 

269
<99>

 

23
[90]

フレッセイ前橋
物流センター
(群馬県前橋市)

物流セ
ンター

1,397
<―>

 

129
<―>

 

447
<―>
(18)

―
<―>

 

25
<―>

 

2,000
<―>

 

24
[110]

本社他
(群馬県前橋市他)

事務所
他

884
<345>

 

3
<3>

 

1,957
<1,497>

(65)

―
<―>

 

33
<0>

 

2,878
<1,846>

 

137
[44]

原信ナルスオ
ペレーション
サービス㈱

本社他

(新潟県長岡市)
事務所

―
<―>

 

―
<―>

 

―
<―>
(―)

―
<―>

 

0
<―>

 

0
<―>

 

153
[35]

㈱ローリー
本社及び工場

(新潟県長岡市他)

事務所
及び
工場

115
<1>

 

291
<―>

 

168
<64>
(6)

―
<―>

 

19
<―>

 

595
<65>

 

86
[273]

アクシアル 

レーベル㈱
本社
（新潟県長岡市）

事務所
―
<―>

 

―
<―>

 

―
<―>
(―)

―
<―>

 

―
<―>

 

―
<―>

 

7
[1]

㈱フレッセイ
ヒューマンズ
ネット

本社
（群馬県前橋市）

事務所
―
<―>

 

0
<―>

 

―
<―>
(―)

―
<―>

 

―
<―>

 

0
<―>

 

15
[178]

高翔商事㈱
本社
（群馬県高崎市）

事務所
―
<―>

 

―
<―>

 

25
<―>
(0)

―
<―>

 

―
<―>

 

25
<―>

 

―
[―]

合計
38,681
<6,834>

 

548
<3>

 

22,801
<2,320>
(637)

2,584
<―>

 

2,842
<2>

 

67,459
<9,160>

 

2,533
[6,419]
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(注)１ 帳簿価額には、建設仮勘定の金額は含んでおりません。

２  帳簿価額「その他」は、工具、器具及び備品であります。

３ 上記中<内書>は連結会社以外への賃貸設備であります。

４ 上記中[外書]はパートタイム社員の年間平均雇用人数であり、パートタイム社員の就業時間を正社

員の就業時間で換算して人数を計算しております。

５ (株)原信、(株)ナルス、(株)フレッセイに関し、設備の内容を「店舗」としている部分について、

事業所名に記載された店舗数はスーパーマーケットの店舗数であり、他業態の店舗（100円ショッ

プ）は「他」と表記しております。

６ 現在休止中の主要な設備はありません。

７ 上記の他の連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、下記のとおりであります。

会社名
事業所名
（所在地）

設備の内容
年間リース料
（百万円）

リース契約残高
（百万円）

㈱原信
原信 １店舗

(新潟県)
店舗 3 29

 

　

ｃ  在外子会社

該当事項はありません。

　

② その他

ａ  提出会社

該当事項はありません。

　

ｂ  国内子会社

2022年３月31日現在

会社名
事業所名

（所在地）

設備の

内容

帳簿価額(百万円) 従業

員数

（名）
建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
（面積千㎡）

リース資産 その他 合計

㈱原興産
本社他

(新潟県長岡市他)
事務所
他

545
<130>
 

63
<17>
 

422
<422>
(0)

―
<―>
 

4
<0>
 

1,035
<570>
 

22
[46]

㈱アイテック
本社他

(新潟県長岡市他)
事務所
他

0
<―>
 

―
<―>
 

―
<―>
(―)

5
<―>
 

23
<―>
 

28
<―>
 

79
[4]

高速印刷㈱
本社他

(新潟県長岡市他)
事務所
他

41
<―>
 

19
<―>
 

47
<―>
(1)

―
<―>
 

3
<―>
 

111
<―>
 

55
[9]

力丸流通
サービス㈱

本社他

(群馬県前橋市)
事務所
他

0
<0>
 

0
<―>
 

―
<―>
(―)

―
<―>
 

1
<―>
 

2
<0>
 

3
[16]

合計
588
<130>
 

82
<17>
 

470
<422>
(1)

5
<―>
 

31
<0>
 

1,178
<571>
 

159
[75]

 

(注)１ 帳簿価額には、建設仮勘定の金額は含んでおりません。

２  帳簿価額「その他」は、工具、器具及び備品であります。

３ 上記中<内書>は連結会社以外への賃貸設備であります。

４ 上記中[外書]はパートタイム社員の年間平均雇用人数であり、パートタイム社員の就業時間を正社

員の就業時間で換算して人数を計算しております。

５ 現在休止中の主要な設備はありません。
　

ｃ  在外子会社

該当事項はありません。
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③ 全社（共通）

ａ  提出会社

2022年３月31日現在

事業所名

（所在地）

設備の

内容

帳簿価額(百万円) 従業

員数

（名）
建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
（面積千㎡）

リース資産 その他 合計

本社
(新潟県長岡市)

事務所
―
<―>
 

―
<―>
 

―
<―>
(―)

―
<―>
 

0
<―>
 

0
<―>
 

16
[―]

合計
―
<―>
 

―
<―>
 

―
<―>
(―)

―
<―>
 

0
<―>
 

0
<―>
 

16
[―]

 

(注)１ 帳簿価額には、建設仮勘定の金額は含んでおりません。

２  帳簿価額「その他」は、工具、器具及び備品であります。

３ 上記中<内書>は連結会社以外への賃貸設備であります。

４ 上記中[外書]はパートタイム社員の年間平均雇用人数であり、パートタイム社員の就業時間を正社

員の就業時間で換算して人数を計算しております。

５ 現在休止中の主要な設備はありません。
　

ｂ  国内子会社

該当事項はありません。

　

ｃ  在外子会社

該当事項はありません。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

 

(1) 重要な設備の新設等

① スーパーマーケット

ａ  提出会社

該当事項はありません。
 

ｂ  国内子会社

会社名
事業所名
（所在地）

設備の
内容

投資予定額
資金調達
方法

着手
年月

完了
予定年月

完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

㈱原信

原信　安曇野店

（長野県安曇野市）
店舗新設 830 431

自己資金

及び

リース

2021年

８月

2022年

５月

年間売上予定額

1,700百万円

原信　古正寺店

（新潟県長岡市）
店舗建替 1,060 ―

自己資金

及び

リース

2022年

３月

2022年

11月

年間売上予定額

2,300百万円

㈱フレッセイ

フレッセイ　朝日町店

（群馬県前橋市）
店舗新設 800 613

自己資金

及び

リース

2021年

７月

2022年

４月

年間売上予定額

1,700百万円

フレッセイ　朝倉店

（群馬県前橋市）
店舗新設 1,930 214

自己資金

及び

リース

2022年

２月

2022年

11月

年間売上予定額

1,800百万円

フレッセイ　館林店

（群馬県館林市）
店舗建替 1,000 12

自己資金

及び

リース

2022年

４月

2022年

12月

年間売上予定額

1,700百万円
 

(注)１ 事業所名は仮称であり、今後変更になる可能性があります。

２ 投資予定額には、有形固定資産、無形固定資産及びリース投資資産の取得価額並びに諸費用を含ん

でおります。

３ 着手年月は、設備の建設工事に係る時期を記載しております。
 

ｃ  在外子会社

該当事項はありません。
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② その他

ａ  提出会社

該当事項はありません。
 

ｂ  国内子会社

該当事項はありません。
 

ｃ  在外子会社

該当事項はありません。
 

③ 全社（共通）

ａ  提出会社

該当事項はありません。
 

ｂ  国内子会社

該当事項はありません。
 

ｃ  在外子会社

該当事項はありません。
 

(2) 重要な設備の除却等

① スーパーマーケット

ａ 提出会社

該当事項はありません。
 

ｂ 国内子会社

該当事項はありません。
 

ｃ  在外子会社

該当事項はありません。
 

② その他

ａ  提出会社

該当事項はありません。
 

ｂ  国内子会社

該当事項はありません。
 

ｃ  在外子会社

該当事項はありません。
 

③ 全社（共通）

ａ  提出会社

該当事項はありません。
 

ｂ  国内子会社

該当事項はありません。
 

ｃ  在外子会社

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

 

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 38,000,000

合計 38,000,000
 

　

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

（2022年３月31日）

提出日現在
発行数(株)

（2022年６月24日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 23,388,039 23,388,039

東京証券取引所
市場第一部

（事業年度末現在）
プライム市場
（提出日現在）

１単元の株式数 100株

合計 23,388,039 23,388,039 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
　

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
　

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

発行済株式
総数残高

資本金
増減額

資本金
残高

資本準備金
増減額

資本準備金
残高

 (株) (株) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

2013年10月１日 5,373,800 23,388,039 ― 3,159 9,113 13,731
 

(注) 株式会社フレッセイホールディングス（現・株式会社フレッセイ）を当社の完全子会社とする株式交

換の実施に伴う新株発行による増加であります。

交換比率 当社 1 ： 株式会社フレッセイホールディングス（現・株式会社フレッセイ） 0.86

発行価格の総額 9,961百万円（自己株式の交付分を含む）

資本組入額 なし
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(5) 【所有者別状況】

2022年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株） 単元未満
株式の状況政府及び

地方
公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

合計
個人以外 個人 （株）

株主数
(人)

― 31 19 295 134 5 8,535 9,019 ─

所有株式数
(単元)

― 72,442 2,193 57,229 15,946 6 85,820 233,636 24,439

所有株式数
の割合(％)

― 31.01 0.94 24.49 6.83 0.00 36.73 100.00 ―
 

(注)１ 自己株式346,283株が、「個人その他」に3,462単元、「単元未満株式の状況」に83株含まれており

ます。

２ 証券保管振替機構名義の株式300株が、「その他の法人」に３単元含まれております。

３　大株主の状況に記載している原和彦氏が実質所有する原和彦アセットマネジメント株式会社所有の

554,300株が「その他の法人」に5,543単元含まれており、原信博氏が実質所有する原信博事務所株

式会社所有の160,000株が「その他の法人」に1,600単元含まれており、植木威行氏が実質所有する

みずほ信託銀行株式会社に信託している50,000株が「金融機関」に500単元含まれております。

 
(6) 【大株主の状況】

2022年３月31日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数
 
 

(千株)

発行済株式
(自己株式
を除く。)の
総数に対す
る所有株式
数の割合
(％)

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 2,077 9.01

原 和彦 新潟県長岡市 1,253 5.43

 株式会社第四北越銀行
（常任代理人 日本マスタートラスト
 信託銀行株式会社）

新潟県新潟市中央区東掘前通７番町1071番地１
（東京都港区浜松町２丁目11番３号）
 

1,001 4.34

株式会社ニューサンライフ 群馬県前橋市千代田町２丁目４－14 884 3.83

原 信博 新潟県長岡市 847 3.67

株式会社商工組合中央金庫 東京都中央区八重洲２丁目10－17 728 3.16

株式会社日本カストディ銀行
（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－12 527 2.29

株式会社日本カストディ銀行
（信託口４）

東京都中央区晴海１丁目８－12 509 2.21

植木　威行 群馬県前橋市 507 2.20

アクシアル リテイリング従業員持株会 新潟県長岡市中興野18－２ 411 1.78

合計 ― 8,749 37.97
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(注)１ 所有株式数の千株未満は、切り捨てて表示しております。

２ 発行済株式総数（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位以下を切

り捨てて表示しております。

３ 原和彦氏の所有株式数は、同氏及びその親族の資産管理会社である原和彦アセットマネジメント株

式会社が所有する株式数554千株を含めた実質所有株式数を記載しております。

４ 原信博氏の所有株式数は、同氏及びその親族の資産管理会社である原信博事務所株式会社が所有す

る株式数160千株を含めた実質所有株式数を記載しております。

５　植木威行氏の所有株式数は、同氏がみずほ信託銀行株式会社に信託している50千株を含めた実質所

有株式数を記載しております。

６　2020年12月７日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、三井住友トラスト・ア

セットマネジメント株式会社及びその共同保有者である日興アセットマネジメント株式会社が2020

年11月30日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨が記載されているものの、当社とし

て2022年３月31日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含

めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等

の数
（千株）

株券等
保有割合
（％）

三井住友トラスト・アセットマネジメント
株式会社

東京都港区芝公園
一丁目１番１号

923 3.95

日興アセットマネジメント株式会社
東京都港区赤坂
九丁目７番１号

264 1.13
 

７ 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有株式のうち、信託業務に係る株式数は、

投資信託設定分825千株、年金信託設定分65千株、その他信託分1,185千株であります。

８ 株式会社日本カストディ銀行（信託口）の所有株式のうち、信託業務に係る株式数は、投資信託設

定分274千株、年金信託設定分26千株、その他信託分224千株であります。

９ 株式会社日本カストディ銀行（信託口４）の所有株式のうち、信託業務に係る株式数は、年金信託

設定分９千株、その他信託分451千株であります。

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2022年３月31日現在

区分
株式数
（株）

議決権の数
（個）

内容

無議決権株式  ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等）  ― ― ―

議決権制限株式（その他）  ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

─ ─
普通株式 346,200

完全議決権株式（その他） 普通株式 23,017,400 230,174 ─

単元未満株式 普通株式 24,439 ─ ─

発行済株式総数  23,388,039 ― ―

総株主の議決権 ― 230,174 ―
 

(注)１ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が300株含まれて

おります。また、「議決権の数」欄には、証券保管振替機構名義の完全議決権株式に係る議決権の

数が３個含まれております。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式が83株含まれております。
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② 【自己株式等】

2022年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

(自己保有株式)
アクシアル　リテイリング
株式会社

 
新潟県長岡市
中興野18番地２

346,200 ― 346,200 1.48

合計 ― 346,200 ― 346,200 1.48
 

(注) 発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。

　

(8) 【役員・従業員株式所有制度の内容】

当社には、役員持株会並びに従業員持株会がありますが、当社の株式を一定の計画に従い、継続的に取得さ

せ、又は売り付けることを目的として、当社の株式の取得又は買い付けを行う信託その他の仕組みを利用した制

度（役員・従業員株式所有制度）は導入していないため、該当事項はありません。

 

２ 【自己株式の取得等の状況】

　

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
 

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分
株式数
（株）

価額の総額
（百万円）

当事業年度における取得自己株式 203 0

当期間における取得自己株式 50 0
 

(注) 上記記載の取得自己株式は、すべて単元未満株式の買取請求によるものであり、当期間における取得

自己株式数には、2022年６月１日から有価証券報告書提出日までの間の単元未満株式の買取請求によ

る取得自己株式は含めておりません。
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(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数 処分価額の総額 株式数 処分価額の総額

 （株） （百万円） （株） （百万円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、株式交付、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他     

（単元未満株式の買増請求による売渡） ― ― ― ―

保有自己株式数 346,283 ─ 346,333 ─
 

(注) 当期間における保有自己株式数には、2022年６月１日から有価証券報告書提出日までの間の取締役会

決議による取得自己株式、単元未満株式の買取請求による取得自己株式及び買増請求による売渡自己

株式の数は含めておりません。

 
３ 【配当政策】

 

(1) 配当に関する基本方針

当社は、当社グループの持株会社として、グループ全体の財務体質強化と内部留保の確保を図る一方、株主の

皆様への利益還元が経営の重要政策の一つであると考え、当社グループ全体の業績の状況や将来の事業展開、配

当性向などを総合的に勘案し、株主の皆様へ配当を行うことを基本としております。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本としており、配当の決定機関は、中間配当が取

締役会、期末配当が株主総会であります。

なお、当社は、会社法第454条第５項に基づき、中間配当について、「当会社は、取締役会の決議によって、

毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができる。」旨を定款に定めております。

１株当たり年間配当額の決定におきましては、長期的に安定して当社株式を保有していただくため、連結１株

当たり当期純利益の概ね30％程度を目安として、毎期の業績に連動した適正な配当を継続的に行うことといたし

ます。

なお、内部留保資金につきましては、店舗の新設及び改装、情報システム、物流等の設備投資や財務体質の強

化に活用してまいります。

　

(2) 当事業年度の配当額

当事業年度の配当額につきましては、配当に関する基本方針に鑑み、１株当たり年間配当額を80円（うち、１

株当たり中間配当額25円、１株当たり期末配当額55円）といたしました。また、連結ベースの配当性向は26.1％

となりました。

基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

2021年11月９日 取締役会決議 576 25.00

2022年６月23日 定時株主総会決議 1,267 55.00
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４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

 

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

 

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、意思決定の迅速化と透明性・公平性の確保を図

り、責任体制を明確化するとともに、法令や社会的規範の遵守及び企業倫理の整備に努めることであります。

経営における最も重要な事項は、地域のお客様に反復継続して当社グループの店舗をご利用していただけるか

であり、常勤の取締役は日常的に販売現場の実態を正確に把握すべく活動し、お客様の変化にいち早く対応でき

るようにスリムでフラットな経営管理組織を構築しております。

また、当社は、株主、投資家、その他当社を取り巻く様々な利害関係者の皆様に、正確な情報を公平かつ適時

に公開することを、情報公開の基本方針としています。開示にあたっては、法令、規則に定められた開示事項の

ほか、当社グループを理解していただくために有用であると判断されるものについても積極的に開示しており、

これらの情報は、公に設置された各種媒体のほか、当社ホームページにおいて開示しています。

なお、当社グループは、企業集団全体の管理統括、経営監視を集中して行い、グループ全体に関わる意思決定

の迅速化、経営効率の伸張を図るため、持株会社体制を採用しており、純粋持株会社である当社を中心に、各関

係会社がその支配下に置かれる資本構成を形成しております。

このため、当社グループ全体の経営管理に係る業務の機能は、当社に集中して配置しております。

　

② 提出会社の企業統治の体制の概要及び当該企業統治の体制を採用する理由等

ａ  提出会社の企業統治の体制の概要及び当該企業統治の体制を採用する理由

当社グループは持株会社体制をとっており、持株会社である当社の支配、管理の下、各関係会社（以下、

各事業会社といいます。）が、当社グループ全体の統一方針に従い、自主性、主体性、独自性を発揮して実

際の事業を広域に行う構成となっております。

このため、当社は、各事業会社の業務執行状況の監視を集約的に行い、当社グループ全体の企業統治体制

の有効性を確保することを目的として、それぞれの監査役が独任で権限を発揮するとともに、常勤監査役が

日常的にけん制機能を発揮できるよう、監査役会設置会社の形態を採用しております。

加えて、業務執行における意思決定において、独立した立場からの監督が機能するよう、社外取締役を選

任しております。

なお、本有価証券報告書提出日現在、役員の構成は、取締役11名、監査役４名となっており、取締役のう

ち４名が社外取締役（うち、１名は女性）、監査役のうち２名が社外監査役であります。

また、当社では、経営に関する意思決定と業務執行の役割を明確化し、企業集団全体の業務執行体制につ

いて迅速かつ機動的な経営戦略の実現を図るとともに、責任を明確化しコーポレート・ガバナンス体制を強

化することを目的として、2007年５月より執行役員制度を導入しております。なお、任期は１年で、本有価

証券報告書提出日現在、その構成は、員数９名（うち、取締役兼務２名）となっており、取締役会の決議に

より選任しております。

取締役は当社を中心とした企業集団全体に関する経営判断、業務執行の監督及び取締役会における意思決

定について責任を負い、執行役員は取締役会の決議に基づき執行する業務について責任を負います。

この他、企業統治の体制を補完するとともに、維持強化するため、任意設置機関及び各種委員会等を設置

しております。
 

EDINET提出書類

アクシアル　リテイリング株式会社(E03133)

有価証券報告書

 51/165



 

ｂ 提出会社の企業統治の体制の概要に関する関係図

提出会社の企業統治に関する関係図を示すと、次のとおりであります。
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ｃ 提出会社の設置する機関等に関する説明

提出会社の設置する機関等に関する説明（専任部署を除く。）を示すと、次のとおりであります。なお、

構成員の氏名等の役職名は、本有価証券報告書提出日現在の状況であり、複数兼務の場合、代表的な役職名

を記載しております。

機関等の名称、目的、権限等 構成員の氏名等

取締役会

（目的）

業務執行の意思決定、監督

（権限等）

重要事項に関する意思決定、審議事項の

審議、報告事項の報告、取締役の職務執

行の監督、代表取締役の選任・解任等

（開催頻度）

基本毎月１回、その他必要に応じて開催

（議長）  
代表取締役社長 原　和彦

（その他構成員）  
代表取締役副社長 植木　威行

専務取締役・執行役員　物流企画部長 山岸　豊後

常務取締役 丸山　三行

常務取締役 中川　学

取締役 早川　仁

取締役・執行役員　人事企画部長 丸山　将範

取締役（社外取締役） 細貝　巌

取締役（社外取締役） 新原　晧一

取締役（社外取締役） 菊野　麻子

取締役（社外取締役） 水流　潤太郎

常勤監査役（社外監査役） 八子　淳一

常勤監査役 岩崎　良次

常勤監査役 佐藤　浩光

監査役（社外監査役） 斎藤　良人
 

 

機関等の名称、目的、権限等 構成員の氏名等

監査役会

（目的）

監査役監査の有効性強化

（権限等）

監査報告書の作成、常勤監査役の選定及

び解職、監査の方針・業務及び財産の状

況の調査の方法その他の監査役の職務の

執行に関する事項の決定

（開催頻度）

基本毎月１回、その他必要に応じて開催

（議長）  
常勤監査役（社外監査役） 八子　淳一

（その他構成員）  
常勤監査役 岩崎　良次

常勤監査役 佐藤　浩光

監査役（社外監査役） 斎藤　良人

  
  
  
  

 

 

機関等の名称、目的、権限等 構成員の氏名等

指名委員会

（目的）

役員候補者の決定プロセスにおける公正

性確保

（権限等）

当社グループ各社の取締役、監査役、執

行役員候補者の起案

（開催頻度）

随時

（委員長）  
専務取締役・執行役員　物流企画部長 山岸　豊後

（その他委員）  
取締役（社外取締役） 細貝　巌

取締役（社外取締役） 新原　晧一

取締役（社外取締役） 水流　潤太郎

監査役（社外監査役） 斎藤　良人

  
  

 

 

機関等の名称、目的、権限等 構成員の氏名等

報酬委員会

（目的）

役員報酬の決定プロセスにおける公正性

確保

（権限等）

当社グループ各社の取締役、監査役、執

行役員の評価、報酬額の起案

（開催頻度）

随時

（委員長）  
専務取締役・執行役員　物流企画部長 山岸　豊後

（その他委員）  
取締役（社外取締役） 細貝　巌

取締役（社外取締役） 新原　晧一

取締役（社外取締役） 水流　潤太郎

監査役（社外監査役） 斎藤　良人
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機関等の名称、目的、権限等 構成員の氏名等

グループ経営会議

（目的）

当社グループ全般の業務執行の意思決

定、情報共有

（権限等）

当社グループ全般の業務執行における、

重要事項の稟議承認、審議事項の審議、

報告事項の報告

（開催頻度）

基本毎月２回

（議長）  
代表取締役社長 原　和彦

（その他構成員）  
代表取締役副社長 植木　威行

専務取締役・執行役員　物流企画部長 山岸　豊後

常務取締役 丸山　三行

常務取締役 中川　学

取締役 早川　仁

取締役・執行役員　人事企画部長 丸山　将範

取締役（社外取締役） 新原　晧一

執行役員　財務経理部長 吉田　浩和

執行役員　経営企画部長 小林　政信

執行役員　品質安全部長 石田　直樹

執行役員　イノベーション推進部長 森山　寛樹

執行役員　建築設備企画部長 古田島　亮輝

執行役員　総務部長 越塚　憲夫

執行役員　ＴＱＭ・ＣＳＲ部長 水島　典子

㈱ナルス　取締役　店舗運営部長 佐藤　茂美

㈱フレッセイ　専務取締役・執行役員　開発

部長

嶋倉　道彦

㈱フレッセイ　常務取締役・執行役員　商品

本部長

秋山　辰雄

㈱フレッセイ　取締役・執行役員　経営企画

部長

堀川　博史

㈱フレッセイ　取締役 小出　朗

㈱フレッセイ　執行役員　財務経理部長 吉田　三枝子

㈱フレッセイ　執行役員　人事教育部長 清水　真由美

㈱フレッセイ　執行役員　店舗運営部長 真下　聖和

㈱フレッセイ　執行役員　業務システム部長 櫻井　敏晴

㈱フレッセイ　執行役員　ＴＱＭ推進部長 米山　正則

㈱フレッセイ　執行役員　総務部長 大竹　政光

㈱フレッセイ　執行役員　営業企画部長 中嶋　剛志

原信ナルスオペレーションサービス㈱　取締

役・執行役員　営業企画部長

大原　隆

原信ナルスオペレーションサービス㈱　執行

役員　業務システム部長

高橋　哲也

原信ナルスオペレーションサービス㈱　執行

役員　店舗開発部長

小林　中

原信ナルスオペレーションサービス㈱　執行

役員　人事教育部長

小山田　淳

原信ナルスオペレーションサービス㈱　執行

役員　物流部長

清水　淳

原信ナルスオペレーションサービス㈱　執行

役員　商品本部生鮮部長

宮路　光広

原信ナルスオペレーションサービス㈱　執行

役員　商品本部グロサリー部長

石原　照門

アクシアル　レーベル㈱　代表取締役社長 小林　敏夫

㈱ローリー　取締役相談役 石坂　洋一

㈱原興産　代表取締役社長 小川　昌尚

㈱アイテック　代表取締役社長 内藤　裕

㈱アイテック　常務取締役 草間　浩司

高速印刷㈱　代表取締役社長 米山　秀彦

ほか、役員以外の当社グループ各社構成員 12名

（オブザーバー）  
常勤監査役（社外監査役） 八子　淳一

常勤監査役 岩崎　良次

常勤監査役 佐藤　浩光
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機関等の名称、目的、権限等 構成員の氏名等

内部統制整備委員会

（目的）

内部統制の維持、向上

（権限等）

内部統制の運用状況評価、改善起案

（開催頻度）

随時

（委員長）  
専務取締役・執行役員　物流企画部長 山岸　豊後

（副委員長）  
㈱フレッセイ　専務取締役・執行役員　開発

部長

嶋倉　道彦

（その他委員）  
執行役員　財務経理部長 吉田　浩和

執行役員　経営企画部長 小林　政信

㈱フレッセイ　取締役・執行役員　経営企画

部長

堀川　博史

㈱フレッセイ　執行役員　財務経理部長 吉田　三枝子

原信ナルスオペレーションサービス㈱　執行

役員　物流部長

清水　淳

ほか、役員以外の当社グループ各社委員 17名

（オブザーバー）  
常勤監査役（社外監査役） 八子　淳一

常勤監査役 岩崎　良次

常勤監査役 佐藤　浩光
 

 

機関等の名称、目的、権限等 構成員の氏名等

コンプライアンス委員会

（目的）

倫理コンプライアンスの維持向上

（権限等）

倫理コンプライアンスに係る事項の情報

共有、審議、対策検討

（開催頻度）

基本２か月に一度、その他必要に応じ開

催する

（委員長）  
専務取締役・執行役員　物流企画部長 山岸　豊後

（その他委員）  
常務取締役 中川　学

取締役 早川　仁

取締役・執行役員　人事企画部長 丸山　将範

取締役（社外取締役） 新原　晧一

執行役員　品質安全部長 石田　直樹

執行役員　総務部長 越塚　憲夫

執行役員　ＴＱＭ・ＣＳＲ部長 水島　典子

㈱フレッセイ　専務取締役・執行役員　開発

部長

嶋倉　道彦

㈱フレッセイ　常務取締役・執行役員　商品

本部長

秋山　辰雄

㈱フレッセイ　取締役・執行役員　経営企画

部長

堀川　博史

㈱フレッセイ　執行役員　人事教育部長 清水　真由美

㈱フレッセイ　執行役員　店舗運営部長 真下　聖和

㈱フレッセイ　執行役員　ＴＱＭ推進部長 米山　正則

㈱フレッセイ　執行役員　総務部長 大竹　政光

原信ナルスオペレーションサービス㈱　執行

役員　店舗開発部長

小林　中

㈱原興産　代表取締役社長 小川　昌尚

㈱アイテック　代表取締役社長 内藤　裕

高速印刷㈱　代表取締役社長 米山　秀彦

力丸流通サービス㈱　常務取締役 植木　洋行

ほか、役員以外の当社グループ各社委員 16名

（オブザーバー）  
常勤監査役（社外監査役） 八子　淳一

常勤監査役 岩崎　良次

常勤監査役 佐藤　浩光
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機関等の名称、目的、権限等 構成員の氏名等

リスクマネジメント委員会

（目的）

リスクの把握とマネジメント

（権限等）

企業リスクに係る事項の情報共有、審

議、対策検討

（開催頻度）

基本２か月に一度、その他必要に応じ開

催する

（委員長）  
専務取締役・執行役員　物流企画部長 山岸　豊後

（その他委員）  
常務取締役 中川　学

取締役 早川　仁

取締役・執行役員　人事企画部長 丸山　将範

取締役（社外取締役） 新原　晧一

執行役員　品質安全部長 石田　直樹

執行役員　総務部長 越塚　憲夫

執行役員　ＴＱＭ・ＣＳＲ部長 水島　典子

㈱フレッセイ　専務取締役・執行役員　開発

部長

嶋倉　道彦

㈱フレッセイ　常務取締役・執行役員　商品

本部長

秋山　辰雄

㈱フレッセイ　取締役・執行役員　経営企画

部長

堀川　博史

㈱フレッセイ　執行役員　人事教育部長 清水　真由美

㈱フレッセイ　執行役員　店舗運営部長 真下　聖和

㈱フレッセイ　執行役員　ＴＱＭ推進部長 米山　正則

㈱フレッセイ　執行役員　総務部長 大竹　政光

原信ナルスオペレーションサービス㈱　執行

役員　店舗開発部長

小林　中

㈱原興産　代表取締役社長 小川　昌尚

㈱アイテック　代表取締役社長 内藤　裕

高速印刷㈱　代表取締役社長 米山　秀彦

力丸流通サービス㈱　常務取締役 植木　洋行

ほか、役員以外の当社グループ各社委員 16名

（オブザーバー）  
常勤監査役（社外監査役） 八子　淳一

常勤監査役 岩崎　良次

常勤監査役 佐藤　浩光
 

 

機関等の名称、目的、権限等 構成員の氏名等

環境内部監査委員会

（目的）

環境に配慮した経営の推進

（権限等）

環境内部監査の実施、環境関連法令の遵

守状況評価、改善の提言・指導

（開催頻度）

随時

（委員長）  
原信ナルスオペレーションサービス㈱　品質

安全部品質安全室長

佐久間　健

（その他委員）  
役員以外の当社グループ各社委員 41名
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ｄ 提出会社の企業統治に関するその他の事項（内部統制システムの整備の状況、リスク管理体制の整備の状

況、提出会社の子会社の業務の適正性を確保するための体制整備の状況等）

当事業年度におきましては、15回の取締役会を開催し、法令に定められた事項や経営に関する重要事項を

決定するとともに、業務執行状況を監督いたしました。

なお、当社は持株会社として、当社グループ全体の経営方針の決定を行い、企業集団全体の管理統括・意

思疎通を図る観点から、グループ経営会議（常勤取締役とその他各事業会社の役員等のうち指名された者に

より構成）において、活発な議論を経て日常業務に関する意思決定を行っております。

また、各事業会社ではグループ経営会議で決定された方針に基づき業務執行を行い、日常的な業務を遂行

する上で必要な権限は、各部署長及び店長に積極的に委譲を進めております。

常勤監査役による取締役の職務執行状況把握は本社内にとどまらず、その政策が各事業会社の現場におい

てどのように具現化しているかも含め、各部署の責任者との広範な連携を保って監査を実施しています。ま

た、非常勤監査役も含めた監査役会は毎月開催されており、経営数値の分析、取締役会議事録及び稟議決裁

状況の精査や担当役員からの聴取を行っております。
 

ア 業務執行、監査監督機能等を強化するプロセス

業務執行、監査監督機能等を強化するプロセスとしては、以下のような機能を設置しております。

（内部監査）

業務執行状況の内部監査につきましては、持株会社である当社に業務監査室を設置し、各事業会社から

独立した立場で、企業集団全社を対象に実施しております。また、各主要事業会社に設置した業務監査室

とも連携し、内部監査の品質向上、有効性確保に努めております。

（内部統制システムの管理体制）

財務報告に係る内部統制の管理運用に係る整備につきましては、当社に内部統制管理室を設置し、企業

集団全体を対象に、現状分析、検討、改善を進めており、当社グループ各社より人選した人員で内部統制

整備委員会を組織して、その報告、評価等を行っております。

（経営方針の管理体制）

経営方針がどの程度具現化されているかについて、ＴＱＭ推進部が、企業集団全体を対象に経営に関す

る全社的品質管理（ＴＱＭ）活動に基づく進捗管理を行っております。また、倫理・コンプライアンス管

理規程に基づき、コンプライアンスや企業倫理に関する教育・啓発を進め社員の意識向上に努めておりま

す。

（環境内部監査）

当社グループの事業会社である株式会社原信、株式会社ナルス、原信ナルスオペレーションサービス株

式会社及びアクシアル　レーベル株式会社は、ＩＳＯ14001の認証を審査時に稼動しているすべての事業

所で取得しており、環境保全に関する活動、法令遵守及び業務の執行状況について、社内の環境監査委員

で組織した環境内部監査委員会による監視を行うとともに、環境活動の品質管理に関する維持・保全に努

めており、外部認証機関による定期審査も継続して受けております。

（コンプライアンスの管理体制）

内部通報制度の設置・運用により、社内外から広く情報収集の窓口を設けるとともに、問題については

当社グループ各社より人選した人員で組織したコンプライアンス委員会の審議・答申に基づき、社長が必

要な措置を講じております。

（リスクの管理体制）

経営全般に係る潜在リスクにつきましては、当社グループ各社より人選した人員で組織したリスクマネ

ジメント委員会において、問題の抽出、対策の検討を行っております。
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（その他）

商品の品質管理につきましては、当社グループ各社の担当部署が維持管理状況に関する調査を行うとと

もに、産地表示や商品の原料、添加物の表示に関する法令遵守の徹底、販売期限、トレーサビリティーを

含む商品の品質保証全般の管理を行っております。

労務管理につきましては、当社グループ各社が労働組合の執行部数名と取締役による労使協議会を毎月

開催しており、率直に経営全般にわたる広範囲な問題点を協議し、労使で諸問題についての情報を共有す

る仕組みを構築しております。
 

イ 取締役及び監査役候補者の選定に関する一定の方針や要件、特別なプロセス

取締役及び監査役候補者の選定にあたっては、公正性確保のため、社内に設置した任意の機関である指

名委員会（本有価証券報告書提出日現在、社外取締役２名、社外監査役１名及び代表取締役以外の取締役

２名で構成）において審議し、その答申を受けて取締役会又は監査役会で決定しております。

なお、当社が定める「取締役候補者及び監査役候補者選定基準」は以下のとおりであります。

（取締役候補者選定基準）

当社における取締役候補者は、指名委員会において以下の指名方針に基づき指名された者より、取締役

会の承認決議を得て選定する。

１　指名方針

(1) 株主の負託に応え、取締役としての職務を適切に遂行できる者であること。

(2) 性別、国籍等の個人の属性に関わらず、相当の人格、知識、経験、実績を有し、当社の経営理念

に基づき、当社の持続的成長と企業価値向上に貢献することが期待できる者であること。

(3) 第２項に定める欠格事由に該当しない者であること。

(4) 社外取締役については、会社法第２条第15号に定める要件に加え、別途定める社外役員の独立性

基準を満たす者であること。

２　欠格事由

(1) 反社会的勢力との関係が認められる者

(2) 会社法第331条第１項に定める欠格事由に該当する者

(3) 職務上の法令違反、内規違反、私的事項における法令違反等が認められる者

(4) 取締役の職務遂行に影響を及ぼす特別の利害関係がある者

（監査役候補者選定基準）

当社における監査役候補者は、指名委員会において以下の指名方針に基づき指名された者より、取締役

会の承認決議並びに監査役会の同意を得て選定する。

１　指名方針

(1) 株主の負託に応え、監査役としての職務を適切に遂行できる者であること。

(2) 性別、国籍等の個人の属性に関わらず、相当の人格、知識、経験、実績を有し、当社の経営理念

を理解し、中立的・客観的観点から監査を行い、当社の健全かつ持続的な成長に貢献することが

期待できる者であること。

(3) 第２項に定める欠格事由に該当しない者であること。

(4) 社外監査役については、会社法第２条第16号に定める要件に加え、別途定める社外役員の独立性

基準を満たす者であること。

２　欠格事由

(1) 反社会的勢力との関係が認められる者

(2) 会社法第335条第１項に定める欠格事由に該当する者

(3) 職務上の法令違反、内規違反、私的事項における法令違反等が認められる者

(4) 監査役の職務遂行に影響を及ぼす特別の利害関係がある者
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ウ 内部統制システム構築の基本方針

当社は、会社法第362条第４項第６号及び会社法施行規則第100条に基づき、取締役の職務の執行が法令

及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務並びに当社及びその子会社から成る

企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定める体制の整備について下記のと

おり定めております。

（内部統制システム構築の基本方針）

１ 当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は、持株会社として当企業集団全体の経営管理、統括を行う観点から、当社並びに子会社か

ら成る企業集団の取締役等及び使用人が守るべき倫理規範を制定し、法令等の遵守を行うための行

動規範を定める。

取締役会は、社外取締役を含む取締役で構成し、取締役会規程その他社内規程に従って、当社並

びに子会社に係る重要事項の審議、決定、報告を行うとともに、当社取締役の職務執行を監督す

る。

当社の取締役は、職務の執行において、業務の有効性及び効率性、財務報告の信頼性、事業活動

に関わる法令等の遵守並びに資産の保全を図るため、内部統制に係る体制の整備を行う。また、内

部統制の運用に係る有効性が確保されるように、継続してその有効性の評価を行う。有効性の評価

にあたっては、内部監査部門である業務監査室を設置し、職務執行全般における継続的監視活動を

行う。

当社の取締役及び使用人は反社会的勢力と一切の関係を遮断する。また、倫理・コンプライアン

スに照らして問題のある活動には関与しない。これを、倫理・コンプライアンス管理規程に定め周

知徹底を図る。

２ 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社の取締役の職務執行に係る意思決定過程における稟議書、議事録、その他文書については、

文書管理規程に基づき適切な状態にて保存する。

法令で定められた情報開示を必要とする重要情報については、速やかに情報を公開する。

その他、インサイダー取引防止規程、個人情報保護基本規程、情報セキュリティ規程等を定め情

報管理の徹底を図る。

３ 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

リスクマネジメント委員会を設置し、経営上想定しうるリスクについて、定期的に評価・検証を

行い、必要な措置に関する対応を行う。

損失に関するカテゴリー・マネジメントの観点から、関連する社内規程及びマニュアル等におい

て該当する損失の危険の管理について定める。

不測の事態が生じた場合に、役員、使用人全員が適切な行動を行えるように、連絡体制の整備、

行動マニュアルの整備を行う。

４ 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役会は、経営の意思決定と業務執行の役割を明確化し、迅速かつ機動的な経営戦略の実現を

図るとともに、責任を明確化しコーポレートガバナンス体制を強化することを目的として、執行役

員制度を採用し、選任した執行役員の職務権限を職務権限規程で明確にする。

また、企業集団全体の職務執行に関する意思決定を迅速に行うため、当社の取締役及び指名され

た者によりグループ経営会議を開催し議論を行い、職務の執行方針、重要事項の決定を行う。

５ 当社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

コンプライアンスに係る事項についてはコンプライアンス委員会を設置し審議する。また、ＴＱ

Ｍ推進部を設置し、社会的責任、法令遵守に関する維持・整備・啓発活動を行う。

日常の職務執行については、全社的品質管理（ＴＱＭ）活動の考え方を基本とし、自ら判断して

行動できる教育を行う。

内部通報窓口を社内及び社外に設置し、通報、相談が適時に行われる体制を整備し、かつ、内部

通報者の権利を保護する。
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６ 当社並びに子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

(1) 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の会社への報告に関する体制

子会社は、当社において当社の取締役等が同席する子会社合同の取締役会を開催し、重要事項

の審議、決定、報告を行う。

当社が定める関係会社管理規程に基づき、当社を中心とした企業集団全体の業務執行に関する

報告、決裁の体系を明確にし、該当する事項について、子会社は当社に報告を行い、必要な会議

体の承認を求める。

(2) 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社が主催するリスクマネジメント委員会は、子会社からも委員を指名し、企業集団全体の観

点から経営上想定されるリスクについて認識の共有を行う。

また、損失の危険の管理や不測の事態への対応のため、当社が定めた社内規程やマニュアル等

を準用する。

(3) 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、子会社がその事業遂行にあたり、各子会社の事業特性に応じた迅速かつ効率的な経営

が行われるよう、持株会社体制を採用する。

子会社は必要に応じ、経営会議の設置や執行役員の選任を行い、職務執行の効率化を図る。

子会社が当社に報告を必要とする事項については、グループ経営会議に報告を行う。

(4) 子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社が主催するコンプライアンス委員会は、子会社からも委員を指名し、企業集団全体の観点

から情報を共有し、審議を行う。

また、日常の職務執行に関する全社的品質管理（ＴＱＭ）活動は、グループ経営理念に基づ

き、その活動を企業集団全体が一体となって行う。

当社が設置する内部通報窓口は、企業集団全体で共有し、通報、相談が適時に行われる体制を

整備し、かつ、内部通報者の権利を保護する。

子会社の取締役等及び重要な使用人の選任については、当社の取締役会の承認を必要とする。

(5) その他当社並びに子会社から成る企業集団における業務の適正性を確保するための体制

内部監査については、持株会社である当社に企業集団全体の内部監査を専任で行う業務監査室

を設置し、子会社から独立した立場で業務執行の適正性について監査を行う。

財務報告に係る内部統制については、内部統制整備委員会で評価・検討し、内部統制管理室が

主体となって、整備、改善を行う。

７ 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する

事項

当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役会は当社の監査役

と協議の上、必要と認める人員を当社の監査役の職務を補助すべき使用人として指名する。

８ 第７号の使用人の当社の取締役からの独立性に関する事項

当社の監査役の職務を補助すべき使用人として指名された者は、その補助すべき期間において、

当社の監査役の指揮命令の下に行動し、当社の取締役その他当社の監査役以外の者から一切の指揮

命令及び職務遂行上の制約は受けない。また、当該使用人に係る人事異動、人事評価、賞罰、その

他一切の事項は、監査役の協議に基づき決定し、当社の取締役その他当社の監査役以外の者からの

独立性を確保する。

９ 当社の監査役の第７号の使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

当社の監査役の職務を補助すべき使用人として指名された者は、当社の監査役の指示に基づく職

務の過程において知り得た一切の事項に関し、当社の監査役に報告するものとし、当社の監査役の

同意なくして、当社の監査役以外の者に当該事項を伝達してはならない。
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10 当社の監査役への報告に関する体制

(1) 当社の取締役及び使用人が当社の監査役に報告をするための体制

当社の監査役は、会社の業務執行過程において取締役会、経営会議、その他重要と認められる

会議に出席し、業務執行過程における意思決定の過程や職務の執行状況について常に把握し、会

議体の議事録、稟議書、契約書等、業務執行に係る重要な書類を閲覧する。

当社の取締役及び使用人は、業務の執行過程において重要と認められる事象が生じた場合に

は、当社の監査役に対し当該事象の内容を速やかに報告しなければならない。また、当社の監査

役から報告の求めがあった場合には、その報告を行う義務を負う。

社内及び社外に設置した内部通報窓口に行われた通報、相談は監査役にも報告を行う。

(2) 当社の子会社の取締役等及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告を

するための体制

当社の子会社の取締役等は、毎月、月次決算の状況について当社の監査役にその詳細の報告を

行う。

また、当社の子会社の取締役等及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者は、業務の執行

過程において重要と認められる事象が生じた場合には、当社の監査役に対し当該事象の内容を速

やかに報告しなければならない。また、当社の監査役から報告の求めがあった場合には、その報

告を行う義務を負う。

11 第10号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保する

ための体制

第10号の報告をした者の個人情報は保護し、当該報告をしたことを理由として、当社並びに子会

社は当該報告者に不利な取扱いをしない。

12 当社の監査役の職務の執行について生じる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行につ

いて生じる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

当社の監査役がその職務の執行について生じる費用の前払又は償還の手続等の請求を当社にした

場合は、当社がその請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないことを証明し

た場合を除き、速やかにこれに応じる。

13 その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

当社の監査役は、その職務の執行にあたり、他のいかなる者からも制約を受けることなく、当社

の取締役の職務執行が法令及び定款に準拠して適法に行われているかどうかについて、独立して自

らの意見形成を行う権限を持つ。

この独立性と権限を確保するために、監査役監査規程及び監査役会規程において、当社の監査役

の権限を明確にするとともに、当社の監査役は、策定した監査計画に基づき、業務監査室、会計監

査人、その他必要と認める者と連携して監査を実施し、監査の実効性を確保する。

また、当社の監査役は、監査の実施にあたり必要と認めるときは、独自に外部専門家の活用を検

討する。
 

エ コーポレート・ガバナンスの充実に向けたその他の取り組み

（コーポレートガバナンス・コードに対する当社の取り組み）

（株）東京証券取引所が定めるコーポレートガバナンス・コードに対する当社の取り組みについて取り

まとめたものを、当社のホームページにて開示しております。

（会社情報の開示）

業績や重要情報につきましては、(株)東京証券取引所が設置する適時開示情報伝達システム（ＴＤｎｅ

ｔ）及び当社ホームページを通じた情報公開により、タイムリーなディスクロージャーに努めておりま

す。また、一般投資家、証券アナリスト等を対象にＩＲ活動の一環として第２四半期及び期末終了後に、

それぞれ会社説明会を新潟県内及び東京都内で毎期開催しています。

（環境保全、企業の社会的責任に対する取り組み）

当社グループの事業活動の環境に対する影響、社会的責任に関する活動については、ＣＳＲレポートを

毎期発行し、活動の内容を、株式会社原信・株式会社ナルスのホームページにて開示しております。
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（客観的な信用度の評価）

なお、当社は信用度の客観的評価を確保する見地から、民間の格付機関を利用して、毎期、発行体とし

ての格付審査を受けております。最近における発行体格付はＡ（安定的）であります。
 

ｅ 責任限定契約に関する事項

当社は、社外取締役及び社外監査役がその期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法第427条第１

項の規定に基づき、社外取締役及び社外監査役との間で、同法第423条第１項に規定する損害賠償責任を一

定の範囲に限定する契約（責任限定契約）を締結できる旨を定款に定めております。

その概要は次のとおりであります。

・　契約対象者

社外取締役及び社外監査役の全員

・　当該契約に基づく損害賠償責任限度額

会社法第425条第１項に定める最低責任限度額

・　当該責任限定が認められる場合

当該社外取締役及び社外監査役が責任の原因となった職務について、善意でかつ重大な過失がない

ときに限られます。
 

ｆ 補償契約に関する事項

当社は、会社法第423条第１項に規定する役員等との間において、会社法第430条の２第１項に規定する補

償契約を締結しておらず、該当事項はありません。
 

ｇ 役員等賠償責任保険契約に関する事項

当社は、保険会社との間において、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結

しております。

その概要は次のとおりであります。

・　被保険者の範囲

当社並びに当社の子会社の取締役、監査役及び執行役員の全員

・　被保険者の実質的保険料負担割合

当社の取締役及び監査役については、当社が９割、各役員が１割の保険料を負担しており、その他

の役員等については、当該役員等が就任している会社が保険料の全額を負担しております。

・　填補対象となる保険事故の概要

被保険者個人が会社の役員としての業務につき行った行為に起因して、損害賠償請求がなされたこ

とにより役員個人が被る損害

・　役員等の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置

縮小支払割合（被保険者が被った損害の額から保険会社の免責金額を差し引いた金額に対し、保険

会社が支払う保険金の割合）を95％とし、賠償金等の全額を補填の対象としないこととしておりま

す。
 

ｈ 特別取締役による取締役会の決議制度に関する事項

当社は、会社法第373条第１項に規定する事項（特別取締役による取締役会の決議制度）は、定めており

ません。

　

③ 財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針に関する事項

当社は、当社株式の大規模買付行為に関する対応策（いわゆる「買収防衛策」）は導入しておらず、株式会

社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針（いわゆる「会社の支配に関する基本

方針」）の定めに関する事項（会社法施行規則第118条第３項に掲げる事項）について、該当事項はありませ

ん。
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④ 定款による取締役及び監査役の定数又は資格制限の定め並びに取締役及び監査役の選解任の決議要件

ａ　取締役及び監査役の定数

当社は、「当社の取締役は15名以内とする。」旨を定款で定めております。

当社は、「当社の監査役は５名以内とする。」旨を定款で定めております。
 

ｂ　取締役及び監査役の資格制限の定め

当社は、取締役及び監査役の資格制限について、定款に特段の定めは行っておりません。
 

ｃ 取締役及び監査役の選解任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、「取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決

権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う。」旨及び「取締役の選任決議

は、累積投票によらないものとする。」旨を定款に定めております。取締役の解任決議については、定款に

特段の定めはありません。

当社は、監査役の選任決議について、「監査役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決

権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う。」旨を定款に定めておりま

す。監査役の解任決議については、定款に特段の定めはありません。

　

⑤　株主総会決議に関する事項

ａ 株主総会決議事項を取締役会で決議することができることと定款で定めた事項

ア 自己株式の取得

当社は、自己株式の取得について、「当会社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議

によって市場取引等により自己の株式を取得することができる。」旨を定款に定めております。

これは、経済情勢の変化に応じて財政政策等の経営諸施策を機動的に遂行することを目的とするもので

あります。
 

イ 中間配当

当社は、中間配当について、「当会社は、取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として中間

配当をすることができる。」旨を定款に定めております。

これは、株主の皆様へ機動的に利益還元を行なうことを目的とするものであります。
 

ｂ　取締役会決議事項を株主総会では決議できないことを定款で定めた事項

当社は、取締役会決議事項を株主総会では決議できないこととすることについて、定款に特段の定めは

行っておりません。
 

ｃ 株主総会の特別決議要件の変更に関する事項

当社は、株主総会の特別決議要件について、「会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使する

ことができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行

う。」旨を定款に定めております。

これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行なうこと

を目的とするものであります。

　

⑥ 会社が種類株式発行会社であって、株式の種類ごとに異なる数の単元株式数を定めている場合又は議決権の有

無若しくはその内容に差異がある場合に関する事項

当社は、種類株式発行会社ではないため、該当事項はありません。

　

⑦ 会社と特定の株主の間で利益が相反するおそれがある取引を行う場合に株主の利益が害されることを防止する

ための措置をとる旨を決定している場合に関する事項

当社は、該当する取引は行っておらず、かつ、特段の定めは決定していないため、該当事項はありません。
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(2) 【役員の状況】

① 役員一覧

男性 14名 女性 1名 （役員のうち女性の比率 6.7％）

 
役職名

 

 
氏名

(ふりがな)

 
生年月日

 

 
略歴

 

 
任期等

 

所有

株式数

(千株)

代表取締役

社長

原　和彦

(はら　かずひこ)
1967年２月22日

1989年４月 (株)西友フーズ（現・(株)西友）　入社

1994年４月 当社　入社

1998年３月 (株)原興産　取締役（現任）

2000年４月 当社　企画部長

2000年６月 当社　常務取締役

2002年４月 当社　商品部長

2007年５月 当社　専務取締役

2007年５月 当社　執行役員

2008年４月 原信ナルスロジテック(株)（現・原信ナルス

オペレーションサービス(株)）　代表取締役

社長（現任）

2008年５月 (株)原信　代表取締役社長（現任）

2008年５月 当社　代表取締役社長（現任）

2008年６月 (株)エフエムラジオ新潟　社外取締役（現任）

2008年７月 (株)ローリー　代表取締役会長（現任）

2013年５月 (株)シジシージャパン　取締役会長（現任）

2016年11月 原和彦アセットマネジメント(株)　代表取締役

社長（現任）

2022年６月 （株）ナルス代表取締役社長（現任）

(注)４ 1,253

代表取締役

副社長

植木　威行

(うえき　たけゆき)
1971年１月30日

1994年４月 (株)シジシージャパン　入社

1998年９月 (株)フレッセイ　入社

2000年６月 同社　取締役

2001年６月 同社　常務取締役

2002年２月 同社　営業推進部長

2003年２月 同社　経営企画部長

2003年４月 同社　取締役副社長

2003年10月 同社　管理本部長

2006年１月 同社　営業本部長

2009年５月 同社　代表取締役社長（現任）

2012年４月 高翔商事(株)　代表取締役社長（現任）

2012年11月 (株)フレッセイヒューマンズネット　代表取締

役社長（現任）

2013年10月 当社　代表取締役副社長（現任）

2020年12月 力丸流通サービス(株)　代表取締役社長（現

任）

(注)４ 507

専務

取締役

 

執行役員

物流企画部長

山岸　豊後

(やまぎし　ぶんご)
1956年９月24日

1979年３月 北日本食品工業(株)（現・(株)ブルボン）　入

社

1986年１月 当社　入社

1998年６月 当社　経理部長

1998年６月 当社　取締役

2000年６月 当社　常務取締役

2003年３月 当社　経営企画部長

2007年５月 (株)原信　専務取締役（現任）

2007年５月 当社　執行役員（現任）

2007年５月 当社　経営企画室、内部統制管理室管掌

2007年10月 (株)アイテック　取締役（現任）

2008年５月 当社　経営企画・物流統括

2012年４月 当社　財務経理・経営企画・店舗開発・店舗企

画・物流分掌

2012年６月 原信ナルスオペレーションサービス(株)　専務

取締役（現任）

2012年６月 当社　専務取締役（現任）

2019年７月 当社　物流企画部長（現任）

2020年10月 (株)フレッセイ　取締役（現任）

2022年６月 (株)ナルス　専務取締役（現任）

(注)４ 27
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役職名

 

 
氏名

(ふりがな)

 
生年月日

 

 
略歴

 

 
任期等

 

所有

株式数

(千株)

常務

取締役

丸山　三行

(まるやま　みつゆき)
1954年２月24日

1983年９月 国会議員秘書

1987年９月 当社　入社

2007年５月 当社　作業システム室長

2007年５月 当社　執行役員

2010年４月 当社　業務システム統括

2012年４月 当社　店舗運営部長

2012年６月 当社　取締役

2017年６月 (株)原信　常務取締役（現任）

2017年６月 原信ナルスオペレーションサービス(株)　常務

取締役（現任）

2022年６月 (株)ナルス　常務取締役（現任）

2022年６月 当社　常務取締役（現任）

(注)４ 18

常務

取締役

中川　学

(なかがわ　まなぶ)
1957年11月17日

1981年４月 (株)西友　入社

2008年９月 当社　入社

2009年４月 原信ナルスロジテック(株)（現・原信ナルス

オペレーションサービス(株)）　商品本部グロ

サリー部長

2014年１月 アクシアル　レーベル(株)　取締役（現任）

2016年６月 当社　執行役員

2016年６月 当社　取締役

2022年５月 原信ナルスオペレーションサービス(株)　常務

取締役（現任）

2022年６月 (株)原信　常務取締役（現任）

2022年６月 (株)ナルス　常務取締役（現任）

2022年６月 当社　常務取締役（現任）

(注)４ 2

取締役
早川　仁

(はやかわ　ひとし)
1958年１月３日

1980年３月 当社　入社

2002年４月 当社　作業システム部長

2006年７月 (株)原信　取締役

2009年４月 当社　執行役員

2009年４月 当社　営業企画統括部長

2012年４月 当社　営業企画部長

2013年10月 原信ナルスオペレーションサービス(株)　執行

役員

2013年10月 同社　営業企画部長

2015年３月 同社　商品本部生鮮部長

2018年３月 (株)ローリー　代表取締役社長（現任）

2018年６月 当社　執行役員

2018年６月 当社　取締役（現任）

(注)４ 7

取締役

執行役員

人事企画部長

丸山　将範

(まるやま　まさのり)
1966年９月７日

1989年４月 当社　入社

2005年４月 当社　ＨＴＳ・ＣＳＲ室長

2007年４月 当社　内部統制管理室長

2010年４月 当社　ＴＱＭ推進室長

2012年４月 原信ナルスオペレーションサービス(株)　執行

役員

2012年４月 同社　ＴＱＭＣＳＲ部長

2019年５月 同社　人事教育部長

2019年５月 (株)ローリー　取締役（現任）

2020年３月 原信ナルスオペレーションサービス(株)　人事

教育部長兼ＴＱＭ・ＣＳＲ部長

2022年１月 (株)フレッセイ　取締役（現任）

2022年１月 当社　執行役員（現任）

2022年１月 当社　人事企画部長（現任）

2022年５月 原信ナルスオペレーションサービス(株)　取締

役（現任）

2022年６月 (株)原信　取締役（現任）

2022年６月 (株)ナルス　取締役（現任）

2022年６月 当社　取締役（現任）

(注)４ 3
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役職名

 

 
氏名

(ふりがな)

 
生年月日

 

 
略歴

 

 
任期等

 

所有

株式数

(千株)

取締役

(社外取締役)

細貝　巌

(ほそかい　いわお)
1958年７月４日

1992年４月 第二東京弁護士会登録

1997年６月 新潟県弁護士会登録

1999年３月 細貝法律事務所　所長（現任）

2004年６月 当社　社外監査役

2006年４月 (株)原信　社外監査役

2010年１月 三幸倉庫(株)　代表取締役社長（現任）

2010年６月 当社　社外監査役

2011年２月 (株)中越カントリー倶楽部　監査役（現任）

2014年６月 (株)大光銀行　社外取締役（現任）

2014年６月 当社　社外取締役（現任）

(注)４

、７

、９

―

取締役

(社外取締役)

新原　晧一

（にいはら　こういち）
1941年９月28日

1968年４月 東北大学　金属材料研究所助手

1978年10月 同大学　金属材料研究所助教授

1986年４月 防衛大学校　物理教室教授

1989年７月 大阪大学　産業科学研究所教授

1991年４月 同大学　高機能極限材料研究センター長

2005年４月 同大学　名誉教授（現任）

2005年４月 国立大学法人長岡技術科学大学　極限エネル

ギー密度工学研究センター長

2009年９月 同大学　学長

2015年９月 同大学　名誉教授（現任）

2016年６月 一般社団法人地域ルネッサンス創造機構シンク

タンク・ザ・リバーバンク　理事長

2016年６月 当社　社外取締役（現任）

2017年６月 公益社団法人泉科学技術振興財団　理事長（現

任）

(注)２

、４

、７

、９

―

取締役

(社外取締役)

菊野　麻子

（きくの　あさこ）
1969年８月21日

1992年４月 (株)ＮＳＴ新潟総合テレビ　入社

1997年４月 フリーアナウンサーとして独立

1997年４月 Ｋアプローチ　代表（現任）

2008年５月 新潟商工会議所　女性会理事（現任）

2010年７月 新潟薬科大学　薬学部非常勤講師（現任）

2013年12月 特定非営利活動法人ワーキングウィメンズアソ

シエーション　副理事長（現任）

2014年４月 一般社団法人新潟ニュービジネス協議会　理事

（現任）

2014年７月 新潟県　人事委員会委員（現任）

2016年４月 新潟経営大学　客員教授（現任）

2017年４月 北陸地方整備局　事業評価監視委員会委員（現

任）

2017年11月 新潟商工会議所　女性会副会長（現任）

2019年６月 公益財団法人東北活性化研究センター　評議員

（現任）

2020年４月 (株)ＮＳＴ新潟総合テレビ　番組審議委員（現

任）

2021年６月 当社　社外取締役（現任）

(注)３

、４

、７

、９

―

取締役

(社外取締役)

水流　潤太郎

（つる　じゅんたろう）
1956年８月12日

1981年４月 建設省（現・国土交通省）　入省

2003年７月 東京都　都市整備局住宅政策担当部長

2007年１月 国土交通省　住宅局建築指導課長

2008年７月 独立行政法人建築研究所（現・国立研究開発法

人建築研究所）　研究総括監

2011年５月 国土交通省　国土技術政策研究所副所長

2012年７月 独立行政法人都市再生機構　理事

2014年９月 公立大学法人長岡造形大学　理事長

2014年10月 公益財団法人長岡市米百俵財団　理事（現任）

2021年４月 長岡市　総合政策アドバイザー（現任）

2022年６月 当社　社外取締役（現任）

(注)４

、７

、９

―
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役職名

 

 
氏名

（ふりがな）

 
生年月日

 

 
略歴

 

 
任期等

 

所有

株式数

(千株)

常勤監査役

(社外監査役)

八子　淳一

(やこ　じゅんいち)
1954年１月12日

1976年４月 (株)北越銀行　入行

1999年４月 同行　小針南支店長

2006年６月 同行　融資第二部長

2008年６月 同行　取締役

2008年６月 同行　総務部長

2009年６月 (株)ホクギン経済研究所代表取締役　社長

2014年５月 原信ナルスオペレーションサービス(株)　監査

役（現任）

2014年６月 (株)原信　監査役（現任）

2014年６月 当社　常勤（社外）監査役（現任）

(注)６

、８
2

常勤監査役
岩崎　良次

(いわさき　りょうじ)
1956年４月19日

1977年３月 当社　入社

2008年５月 当社　トレーニング室長

2012年４月 当社　執行役員

2012年４月 当社　業務システム部長

2013年10月 原信ナルスオペレーションサービス(株)　執行

役員

2013年10月 同社　業務システム部長

2016年６月 (株)ナルス　監査役（現任）

2016年６月 当社　常勤監査役（現任）

2022年６月 原信ナルスオペレーションサービス(株)　監査

役（現任）

(注)６ 17

常勤監査役
佐藤　浩光

(さとう　ひろみつ)
1955年１月25日

1978年４月 当社　入社

1983年10月 当社　商品部惣菜バイヤー

1998年６月 (株)ローリー　常務取締役

2006年７月 同社　代表取締役専務

2007年４月 同社　代表取締役社長

2018年３月 当社　イノベーション推進部技術顧問

2021年６月 (株)フレッセイ　監査役（現任）

2021年６月 当社　常勤監査役（現任）

(注)５ 8

監査役

(社外監査役)

斎藤　良人

(さいとう　よしひと)
1952年11月５日

1975年４月 (株)第四銀行　入行

1997年６月 同行　ニューヨーク支店長

1999年６月 同行　本店営業部副部長

2001年２月 同行　経営管理室長

2001年７月 同行　経営管理部長

2003年６月 同行　新発田支店長

2004年６月 同行　取締役

2005年６月 同行　高田支店長

2006年６月 同行　人事部長

2007年４月 同行　常務取締役

2011年６月 同行　専務代表取締役

2012年６月 同行　代表取締役副頭取

2016年６月 第四証券(株)　代表取締役会長

2018年４月 新潟県立歴史博物館　館長（現任）

2018年６月 当社　社外監査役（現任）

(注)６

、８
―

   合計  1,847
 

(注)１ 所有株式数は、他人名義を含めた実質所有株式数で記載しております。

２ 取締役 新原晧一の「晧」は、正しくは「日に告」と表記します。

３　取締役　菊野麻子の戸籍上の氏名は、真貝麻子（しんがいあさこ）であります。

４ 任期は、2022年６月23日から2024年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

５ 任期は、2021年６月24日から2025年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

６ 任期は、2022年６月23日から2026年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

７　取締役　細貝巌、新原晧一、菊野麻子、水流潤太郎は、社外取締役であります。

８　監査役　八子淳一及び斎藤良人は、社外監査役であります。

９ 当社は、取締役 細貝巌、新原晧一、菊野麻子、水流潤太郎を株式会社東京証券取引所の定めに基づ

く独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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10 当社では、経営と業務執行の役割を明確化し、企業集団全体の業務執行体制について、迅速かつ機動

的な経営戦略の実現を図るとともに、経営責任を明確化しコーポレート・ガバナンス体制を強化する

ことを目的として、執行役員制度を導入しております。なお、執行役員の任期は１年である旨を内規

で定めております。

取締役を兼務している執行役員のほか、執行役員に就任している者は次のとおりであります。

役職名 氏名　（ふりがな）

執行役員　財務経理部長 吉田　浩和 （よしだ　ひろかず）

執行役員　経営企画部長 小林　政信 （こばやし　まさのぶ）

執行役員　品質安全部長 石田　直樹 （いしだ　なおき）

執行役員　イノベーション推進部長 森山　寛樹 （もりやま　ひろき）

執行役員　建築設備企画部長 古田島　亮輝 （こだじま　りょうき）

執行役員　総務部長 越塚　憲夫 （こしづか　のりお）

執行役員　ＴＱＭ・ＣＳＲ部長 水島　典子 （みずしま　のりこ）
 

 

② 社外役員の状況

ａ 社外取締役及び社外監査役の員数

社外取締役は４名であります。

社外監査役は２名（うち、常勤監査役１名）であります。
 

ｂ 各社外取締役及び社外監査役と提出会社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係

社外取締役細貝巌は、過去に当社及び連結子会社である株式会社原信の監査役に就任しておりました。同

氏は、細貝法律事務所所長及び三幸倉庫株式会社代表取締役社長、株式会社中越カントリー倶楽部監査役で

ありますが、当社と兼職先との間に特別の関係はありません。また、同氏は、株式会社大光銀行の社外取締

役でありますが、当該金融機関との取引は他の金融機関と同様、通常の取引であり、独立性に影響を与える

恐れはありません。なお、当社は、同氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、

同取引所に届け出ております。

社外取締役新原晧一は、公益社団法人泉科学技術振興財団理事長でありますが、当社と兼職先との間に特

別の関係はありません。なお、当社は、同氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定

し、同取引所に届け出ております。

社外取締役菊野麻子は、Ｋアプローチ代表、新潟商工会議所女性会理事副会長、特定非営利活動法人ワー

キングウィメンズアソシエーション副理事長、一般社団法人新潟ニュービジネス協議会理事、その他公職等

の委員等でありますが、当社と兼職先との間に特別の関係はありません。なお、当社は、同氏を株式会社東

京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

社外取締役水流潤太郎氏は、公益財団法人長岡市米百俵財団理事、長岡市総合政策アドバイザー、その他

公職等の委員でありますが、当社と兼職先との間に特別の関係はありません。なお、当社は、同氏を株式会

社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

社外監査役八子淳一は、取引先金融機関出身者でありますが、当該金融機関との取引は他の金融機関と同

様、通常の取引であり、独立性に影響を与える恐れはありません。なお、同氏は連結子会社である株式会社

原信及び原信ナルスオペレーションサービス株式会社の監査役を兼務しております。

社外監査役斎藤良人は、新潟県立歴史博物館館長でありますが、当社と兼職先との間に特別の関係はあり

ません。また、同氏は、取引先金融機関出身者でありますが、当該金融機関との取引は他の金融機関と同

様、通常の取引であり、独立性に影響を与える恐れはありません。
 

ｃ 社外取締役又は社外監査役が提出会社の企業統治において果たす機能及び役割

社外役員による経営監視は、公正かつ透明性の高い企業統治を行う上で、非常に重要であると考えており

ます。

様々な専門性や知見、経験を持つ社外役員を選任し、客観的かつ中立な経営監視機能が発揮されること

で、適正な企業統治が図られるものと考えております。
 

EDINET提出書類

アクシアル　リテイリング株式会社(E03133)

有価証券報告書

 68/165



 

ｄ 社外取締役又は社外監査役を選任するための提出会社からの独立性に関する基準又は方針の内容

社外役員の選任にあたっては、会社法に定める社外取締役又は社外監査役の要件を満たすことに加え、東

京証券取引所が定める「独立性基準」及び当社が定める「社外役員の独立性判断基準」に従って独立性を評

価しております。

なお、当社が定める「社外役員の独立性判断基準」は以下のとおりであります。

（社外役員の独立性判断基準）

当社は、社外取締役又は社外監査役（以下、併せて「社外役員」といいます。）が、次の各号のいずれに

も該当しないと判断される場合に、独立性を有しているものと判断いたします。

１　当社及び当社の関係会社（注１）（以下、併せて「当社グループ」といいます。）の業務執行者（注

２）

２　当社の主要株主（注３）又は当該主要株主が法人である場合には当該主要株主又はその関係会社の取

締役、監査役、会計参与、執行役、執行役員又は支配人その他の使用人

３　当社が主要株主である会社及びその関係会社の業務執行者

４　当社グループを主要な取引先とする者（注４）又はその関係会社の業務執行者

５　当社グループの主要な取引先（注５）又はその関係会社の業務執行者

６　当社グループから多額（注６）の寄付又は助成を受けている者又は当該寄付又は助成を受けている者

が法人又は団体である場合には当該寄付又は助成を受けている者又はその関係会社の業務執行者

７　当社グループから取締役（常勤・非常勤を問わない。）を受け入れている会社又はその関係会社の業

務執行者

８　当社が資金調達を行っている主要な金融機関その他大口債権者（以下、併せて「大口債権者等」とい

います。注７）又は大口債権者等が法人である場合には当該大口債権者等又はその関係会社の業務執

行者

９　当社グループの会計監査人又は会計参与である公認会計士若しくは税理士又は監査法人若しくは税理

士法人の業務執行者

10　当社グループから役員報酬以外に多額（注６）の金銭その他財産上の利益を得ている弁護士、公認会

計士又は税理士その他コンサルタント

11　当社グループから多額（注６）の金銭その他財産上の利益を得ている弁護士法人、監査法人又は税理

士法人その他コンサルティングファームの業務執行者

12　過去に一度でも、上記、第１号に該当した者

13　過去３年間において、上記、第２号から第11号に該当した者

14　上記、第１号から第13号に該当する者が重要な業務執行者（注８）である場合においては、その者の

配偶者及び二親等以内の親族

15　上記、第１号から第14号の定めにかかわらず、その他当社と利益相反関係が生じ得る特段の事由が存

在すると認められる者
 

（注１）関係会社とは、会社計算規則第２条第３項第25号に規定する、当該株式会社の親会社、子会社及

び関連会社並びに当該株式会社が他の会社等の関連会社である場合における当該他の会社等をい

います。

（注２）業務執行者とは、会社法施行規則第２条第３項第６号に規定する、業務執行取締役、執行役その

他の法人等の業務を執行する役員、社員及び使用人に該当した者をいい、社外取締役及び社外監

査役は含みません。

（注３）主要株主とは、議決権所有割合10％以上の株主をいい、議決権所有割合には、直接保有と間接保

有の双方を含みます。

（注４）当社グループを主要な取引先とする者とは、直近事業年度における当社の年間連結売上高の２％

以上の取引額の製品又はサービスの提供を当社グループに対して行っている者をいいます。

（注５）当社グループの主要な取引先とは、直近事業年度における当社の年間連結売上高の２％以上の取

引額の製品又はサービスの提供を当社グループから受けた者をいいます。

（注６）多額とは、過去３事業年度の平均で個人の場合は年間1,000万円、法人等の場合は当該法人等の

年間連結売上高の２％を超える額をいいます。
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（注７）大口債権者等とは、直近事業年度末における連結総資産の10％以上の債権額を当社グループに対

して有している者をいいます。

（注８）重要な業務執行者とは、業務執行取締役、執行役その他の法人等の業務を執行する役員をいいま

す。
 

ｅ 社外取締役又は社外監査役の選任状況に関する提出会社の考え方

社外取締役細貝巌は、弁護士であり、高い職業的倫理観、専門的知識、様々な経験等を具え、企業経営及

び法務に関する相当程度の知見を有しており、業務執行者から独立した立場で会社経営の監督を行うことに

加え、企業法務、コンプライアンス全般に関する当社グループの品質向上の一助となることが期待されてお

ります。同氏は就任以来、専門的見地や客観的見地から必要な助言、提案を行うほか、一般消費者に近い客

観的視点から必要な発言を行う等、その役割を適切に果たしております。これらの知見や経験と実績より、

今後も経営全般における客観的見地からの有効な監視を十分に果たすことができるものと考えております。

社外取締役新原晧一は、大学の名誉教授であり、長きにわたり国内外で高度な専門分野における研究者と

して活躍し、過去には国立大学法人学長を務めるなど、豊かな経験と幅広い視野に加え、科学技術の分野に

深い知見を有しており、業務執行者から独立した立場で会社経営の監督を行うことに加え、革新的技術の活

用や生産性に関する当社グループの品質向上の一助になることが期待されております。同氏は就任以来、専

門的見地や客観的見地から必要な助言、提案を行うほか、一般消費者に近い客観的視点から必要な発言を行

う等、その役割を適切に果たしております。なお、同氏は、過去に社外役員となること以外の方法で会社経

営に関与したことはありませんが、これらの知見や経験と実績より、今後も経営全般における客観的見地か

らの有効な監視を十分に果たすことができるものと考えております。

社外取締役菊野麻子は、フリーアナウンサーであり、各方面で活躍するほか、新潟県内における様々な組

織において、地域や社会の発展のために活動しています。同氏は、長らくテレビ局に勤務し、アナウン

サー・記者として社会で起こる様々な事象に向き合い、人々に伝えることに関わってまいりました。また、

この経験の中で培われた知見を活かし、地域社会の発展、多様性が重視される社会の実現に向けた活動にも

参加しています。これらの経験を考慮し、業務執行者から独立した立場で会社経営の監督を行うことに加

え、当社の経営が目指す地域社会への貢献と共生について、かじ取りを行っていくにあたり、その知見を活

かした活躍が期待できることから、社外取締役として選定いたしました。なお、同氏は、過去に社外役員と

なること以外の方法で会社経営に関与したことはありませんが、これらの知見や経験と実績より、今後も経

営全般における客観的見地からの有効な監視を十分に果たすことができるものと考えております。

社外取締役水流潤太郎は、現在、国内の様々な組織において、地域や社会の発展のために活動していま

す。同氏は、長らく中央行政官庁において主に建築行政に携わり、高い倫理観と知見をもって幅広い視野で

多くの人々と関わりながら国の発展のために努めてまいりました。これらの経験を考慮し、業務執行者から

独立した立場で会社経営の監督を行うことに加え、当社の経営におけるガバナンス体制の向上や社会・地球

環境が抱える問題解決への対処にあたり、その知見を活かした活躍が期待できることから、社外取締役とし

て選定いたしました。なお、同氏は、公立大学法人の理事長や行政関連法人の理事として法人経営に関与す

る経験を具えており、上記の理由により職務を適切に遂行できるものと判断しております。

社外監査役八子淳一は、金融機関役員経験者であり、当社グループが出店している地域の有力地方銀行に

長らく勤務し、様々な企業の経営に触れるとともに、同行の取締役に就任し、金融機関経営者としての高い

倫理観、コンプライアンス意識を培いました。当社は、持株会社体制の下、各事業会社が、それぞれ主体的

に事業展開を行っておりますが、広域にわたる事業展開においても、グループ全体の共通認識に従い、適切

に意思決定・業務執行が行われているか監査が行われる必要があり、同氏は、監査役就任後、監査役会議長

として、各監査役の職務執行全般の調整にあたるとともに、主に株式会社原信の業務執行に関する監査を担

当し、監査役としての役割を適切に担ってまいりました。また、社外監査役として、コンプライアンスの重

要性を踏まえた観点やステークホルダーに準じた観点に重点を置き適切に監査を行ってまいりました。これ

らの知見や経験と実績より、今後も経営全般における客観的見地からの有効な監視を十分に果たすことがで

きるものと考えております。
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社外監査役斎藤良人は、金融機関役員経験者であり、当社グループが出店している地域の有力地方銀行に

長らく勤務し、様々な企業の経営に触れるとともに、金融機関経営者としての高い倫理観、コンプライアン

ス意識を培いました。また、同行の代表取締役に就任し、様々な場面で地方経済をけん引する役割を担いま

した。当社は、持株会社体制の下、各事業会社が、それぞれ主体的に事業展開を行っておりますが、広域に

わたる事業展開においても、グループ全体の共通認識に従い、適切に意思決定・業務執行が行われているか

監査が行われる必要があります。同氏は、これまでの経験で培った企業経営におけるコンプライアンスの重

要性を踏まえた観点やステークホルダーに準じた観点に高い見識を持っており、監査役就任後、社外監査役

として、コンプライアンスの重要性を踏まえた観点やステークホルダーに準じた観点に重点を置き適切に監

査を行ってまいりました。これらの知見や経験と実績より、今後も経営全般における客観的見地からの有効

な監視を十分に果たすことができるものと考えております。
 

ｆ 社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内

部統制部門との関係

当連結会計年度以前に就任した社外取締役３名は、取締役会において客観的かつ専門的分野から必要な助

言及び監督機能を十分に果たしており、監査役会とも定期に意見交換会を行い連携を図っております。

当連結会計年度以前に就任した社外監査役２名のうち１名は常勤監査役に就任しており、日々の経営にお

いて、社外役員としての客観的見地から監視を行っており、非常勤監査役とも定期的に情報共有を図ってお

ります。

重要な会議や様々な報告についても、常勤の社外役員により日常的に監視が行われ、必要に応じて、社内

の様々な部門に対して、調査等を実施しております。

内部監査との連携につきましては、内部監査部門である業務監査室との定期的な情報共有のほか、日常的

に相互の意見交換、質問等を行っており、内部監査の有効性に関する監視、検証を行うほか、相互に連携し

た監査も実施しております。

会計監査との連携につきましては、会計監査人に対し、必要に応じて随時、相互の意見交換、質問等を

行っており、監査役監査の有効性に資する情報交換、会計監査の適正性に係る監視、検証を行っておりま

す。また、会計監査人との監査報告会を定期に実施し、情報共有を行っております。

内部統制との連携につきましては、内部統制部門である内部統制管理室との定期的な情報共有のほか、日

常的に相互の意見交換、質問等を行っており、整備状況の適正性に関する監視、検証を行っております。
 

③ 社外取締役又は社外監査役を選任していない場合における、それに代わる社内体制及び当該社内体制を採用す

る理由

当社は社外取締役及び社外監査役を選任しており、該当事項はありません。

 
(3) 【監査の状況】

①　監査役監査の状況

ａ 監査役監査の組織、人員及び手続

当社の監査役は、本有価証券報告書提出日現在、常勤３名、非常勤１名の計４名で構成されており、監査

役監査については、年度当初の監査役会において決定された監査の方針、業務の分担等に従い監査計画を策

定し、各監査役が監査を実施しております。なお、監査役は、金融機関役員経験者２名、当社子会社執行役

員経験者１名、当社子会社代表取締役経験者１名より構成されており、それぞれが専門的見地から監査を実

施しております。また、監査役のうち、八子淳一並びに斎藤良人は、金融機関出身者であり、財務及び会計

に関する相当程度の知見を有しております。

その他、監査役を補助する専任者として、監査役事務局１名を従業員より選定しております。

監査の実施にあたっては、取締役会その他重要な会議に出席して議事の内容を把握するとともに議案審議

等に必要な発言を行うほか、取締役等からその職務の執行状況を聴取し、重要な決裁書類の閲覧を行い、当

社、各事業会社の主要な営業所において業務及び財産の状況を調査し、必要に応じて各事業会社から営業の

報告を受けております。
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ｂ 最近事業年度における提出会社の監査役及び監査役会の活動状況

ア 監査役会の活動状況

監査役会は毎月開催することを原則としており、当事業年度は15回開催いたしました。なお、監査役会

では、監査役会で定めた年間の監査計画に従い各監査役が実施した監査の状況について検討、実績の振り

返りを行い、必要と認められた場合には、取締役に対し提言、助言、勧告を行っております。

なお、当事業年度における監査計画の内容は次のとおりであります。

（監査方針）

当社「監査役会規程」、「監査役監査規程」に則り、適切かつ的確な監査を実施し、株主の負託に応

えるとともに、役員・従業員を含めた当社グループの健全で持続的な成長と、社会的な信頼に応える良

質な企業統治体制の確立に寄与する。

１　当社並びにグループ各社の取締役及び業務執行部門との意思疎通を図り、業務運営の正確な実態

把握に努め、適切・的確な監査を実施する。

２　当社グループのガバナンス体制が有効に機能していることの監査・検証を行なう。

３　内部監査部門等（業務監査室、内部統制管理室）、会計監査人との連携を図り、三様監査の実効

性を高める。

（監査計画）

１　期中監査

(1)　取締役の職務執行状況の監査

(2)　内部統制システム（取締役会にて決議された業務の適正性を確保するための体制）の監査

(3)　取締役、部署長との意思疎通の向上

(4)　重要書類の監査

(5)　内部監査部門等（業務監査室、内部統制管理室）との連携

(6)　リスクマネジメント、コンプライアンスの監査

(7)　往査（店舗、本部各部署）

(8)　子会社監査

(9)　適正な情報開示の監査

(10)　常勤監査役（３名）の一層の連携強化と監査役会の充実、社外監査役、社外取締役との情報交

換の更なる推進

２　期末監査、株主総会関係

(1)　期末監査

(2)　株主総会前の監査

(3)　株主総会後の監査等

３　会計監査人との連携

(1)　会計監査人との連携、意思疎通の向上

(2)　会計監査人の監査の方法及び結果の相当性の監査

(3)　監査立会

(4)　会計監査人の選解任

４　監査に必要な知識・情報の収集

(1)　定期刊行物、書籍の購読

(2)　セミナー等への出席
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イ 監査役の活動状況

各監査役の活動状況は、次のとおりであります。

役職名

氏名

監査役会への

出席状況
主な活動

常勤監査役

（社外監査役）

八子　淳一

在任期間中の

開催回数15回

に対し

出席回数15回

常勤監査役かつ社外監査役として、取締役会その他重要な会議に出席し、

取締役及び使用人等と意思疎通及び情報の交換を図るとともに、その職務

の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書

類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査いたしました。また、取締役の

職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株

式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必

要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整

備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制

（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運

用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

取締役会及び監査役会においては、金融機関役員経験者としての見地に加

え、一般消費者としての観点も踏まえ、議案審議等に必要な発言を行って

おります。

子会社については、主に株式会社原信、原信ナルスオペレーションサービ

ス株式会社、株式会社原興産、株式会社アイテック、高速印刷株式会社の

監査を担当し、当該会社の取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及

び使用人等と意思疎通及び情報の交換を図るとともに、その職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲

覧し、業務及び財産の状況を調査いたしました。

常勤監査役

岩崎　良次

在任期間中の

開催回数15回

に対し

出席回数15回

常勤監査役として、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用

人等と意思疎通及び情報の交換を図るとともに、その職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、

業務及び財産の状況を調査いたしました。また、取締役の職務の執行が法

令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及びその

子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして

会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締

役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シス

テム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につい

て定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求めました。取締役会及び監

査役会においては、社内出身者としての見地に加え、一般消費者としての

観点も踏まえ、議案審議等に必要な発言を行っております。

子会社については、主に株式会社ナルス、株式会社ローリー、アクシア

ル　レーベル株式会社の監査を担当し、当該会社の取締役会その他重要な

会議に出席し、取締役及び使用人等と意思疎通及び情報の交換を図るとと

もに、その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求

め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査いたしまし

た。
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役職名

氏名

監査役会への

出席状況
主な活動

常勤監査役

佐藤　浩光

在任期間中の

開催回数10回

に対し

出席回数10回

常勤監査役として、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用

人等と意思疎通及び情報の交換を図るとともに、その職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、

業務及び財産の状況を調査いたしました。また、取締役の職務の執行が法

令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及びその

子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして

会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締

役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シス

テム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につい

て定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求めました。取締役会及び監

査役会においては、社内出身者としての見地に加え、一般消費者としての

観点も踏まえ、議案審議等に必要な発言を行っております。

子会社については、主に株式会社フレッセイ、株式会社フレッセイヒュー

マンズネット、高翔商事株式会社、力丸流通サービス株式会社の監査を担

当し、当該会社の取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人

等と意思疎通及び情報の交換を図るとともに、その職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業

務及び財産の状況を調査いたしました。

監査役

（社外監査役）

斎藤　良人

在任期間中の

開催回数15回

に対し

出席回数15回

社外監査役として、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用

人等と意思疎通及び情報の交換を図るとともに、その職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、

業務及び財産の状況を調査いたしました。また、取締役の職務の執行が法

令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及びその

子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして

会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締

役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シス

テム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につい

て定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求めました。取締役会及び監

査役会においては、金融機関役員経験者としての見地に加え、一般消費者

としての観点も踏まえ、議案審議等に必要な発言を行っております。
 

 

② 内部監査及び監査役監査の組織、人員及び手続

ａ  内部監査の組織、人員及び手続

内部監査につきましては、社長直轄の独立した社内組織である業務監査室を設置し、各社の内部監査担当

部門（６名）と連携して、社内規程である内部監査規程に基づく内部監査を実施しております。

内部監査は、内部統制の整備及び運用状況について、その有効性・効率性の評価を含め、法令及び社内規

程等に基づき適切に業務執行が行われていることを継続的に監視することを目的としており、毎年、年度当

初に立案し社長の承認を得て決定される年間計画に基づく定期監査では、子会社の業務執行状況の調査を含

め、継続的に監視すべきテーマについて業務監査と会計監査を実施しております。また、特に必要と認めら

れたテーマが生じた場合には、社長の指示により特別監査を実施しております。

監査の結果につきましては、取締役会に報告の上、必要に応じて、改善・是正措置が執行されることと

なっており、改善状況等については、必要に応じて事後確認のための監査を実施しております。
 

ｂ 内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携並びにこれらの監査と内部統制部門との関係

内部監査と監査役監査の連携につきましては、毎月、常勤監査役が内部監査部門である業務監査室との定

例ミーティングを開催し、監査の実施状況、指摘事項、指摘事項の改善状況について相互の意見交換、助言

等を行い、監査の有効性、効率性を高める取り組みを行っております。また、必要に応じて両者が協力して

共同の監査を実施しております。

EDINET提出書類

アクシアル　リテイリング株式会社(E03133)

有価証券報告書

 74/165



 

会計監査人との連携につきましては、四半期及び期末監査終了後に監査報告会を開催し、会計監査人より

監査役に対して実施した監査の概要、監査結果等に関する詳細な報告が行われるとともに、期中においても

必要に応じて随時、相互の意見交換、質問等が行われており、監査役監査の有効性に資する情報交換、会計

監査の適正性に係る監視、検証を行っております。

内部統制部門との関係につきましては、担当部門である内部統制管理室が行う内部統制の運用状況に関す

る検証結果が、随時、各監査に共有される体制をとっております。
 

③ 会計監査の状況

ａ 監査法人の名称

有限責任監査法人トーマツ
 

ｂ 提出会社の財務書類について連続して監査関連業務を行っている場合におけるその期間

34年間

(注)　上記記載の期間は、調査が著しく困難であったため、当社が株式上場した以後の期間について調

査した結果について記載したものであり、継続監査期間はこの期間を超える可能性があります。
 

ｃ 業務を執行した公認会計士の氏名

指定有限責任社員 業務執行社員 石尾 雅樹   （継続監査年数 ２年）

指定有限責任社員 業務執行社員 齋藤 康宏   （継続監査年数 ３年）

 

ｄ 監査業務に係る監査補助者の構成

公認会計士               11名

公認会計士試験合格者等   ３名

その他                   ２名

 

ｅ 当該監査公認会計士等を選定した理由

当社は、有限責任監査法人トーマツより同法人の体制等について説明を受け、同法人の独立性、品質管理

体制、専門性の有無、当社グループが行っている事業分野への理解度及び監査報酬等を総合的に勘案し、監

査役会が定める「会計監査人選定・評価基準」に準じて評価した結果、当該監査法人を会計監査人並びに監

査公認会計士等として選定することが妥当であると判断いたしました。

なお、当社が定める会計監査人の解任又は不再任の決定の方針並びに会計監査人の業務停止処分に関する

事項は、次のとおりであります。

（会計監査人の解任又は不再任の決定の方針）

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総

会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全

員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初

に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨とその理由を報告いたします。

さらに、取締役会が、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合

は、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の目的とすることを監査役会に請求し、監査役会はそ

の適否を判断したうえで、株主総会に提出する議案の内容を決定いたします。

（会計監査人の業務停止処分に関する事項）

当社の監査公認会計士等と会計監査人は同一の者でありますが、会社法施行規則第126条第５号（会計

監査人が現に受けている業務停止処分）並びに同第６号（会計監査人が過去２年間に受けた業務停止処

分）に掲げる事項に該当する事実はありません。
 

ｆ　最近２連結会計年度等において監査公認会計士等の異動があった場合に関する事項

該当事項はありません。
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ｇ　提出会社の監査役及び監査役会が提出会社の監査公認会計士等又は会計監査人の評価を行った場合に関する

事項

当社の監査役会は、会計監査人の選定・評価に関する基準を定めており、当該評価基準に基づき、会計監

査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人

からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め評価いたしました。また、会計監査

人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事

項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日 企業会計審議会）等に従って整備している旨の通

知を受け、必要に応じて説明を求めました。

この結果、当社の会計監査人による会計監査は、有効に機能し適切に行われており、その体制についても

整備・運用が行われていると判断いたしました。

なお、会計監査人の選定・評価に関する基準の内容は次のとおりであります。

（会計監査人選定・評価基準）

１　監査品質並びに品質管理

(1)　監査業務の実施体制

(2)　品質管理システムの監視体制

(3)　品質管理の責任体制

(4)　品質管理の評価に対する体制

２　独立性及び職業倫理

３　総合的能力（職業的専門家としての専門性）

４　監査実施の有効性及び効率性
 

④ 監査報酬の内容等

ａ　提出会社（当社）及び提出会社の連結子会社がそれぞれ監査公認会計士等に対して支払った、又は支払うべ

き報酬

区分

前連結会計年度
(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

監査証明業務に
基づく報酬
（百万円）

非監査業務に
基づく報酬
（百万円）

監査証明業務に
基づく報酬
（百万円）

非監査業務に
基づく報酬
（百万円）

提出会社 45 ― 42 ―

連結子会社 9 ― 10 ―

合計 54 ― 52 ―
 

(注)１ 当社の監査公認会計士等と会計監査人は同一の者であり、監査証明業務に基づく報酬は、前連結会

計年度と当連結会計年度のいずれにおいても、有限責任監査法人トーマツより受けた会社法に基づ

く監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額の合計額であります。なお、監査公認会計

士等との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の

額を明確に区分しておりません。

２　連結子会社に係る金額は、前連結会計年度と当連結会計年度のいずれにおいても、有限責任監査法

人トーマツより当社の子会社である株式会社原信が受けた会社法に基づく監査の監査報酬でありま

す。

３　非監査業務について、前連結会計年度、当連結会計年度のいずれも、該当するものはありません。

 

ｂ　提出会社（当社）及び提出会社の連結子会社がそれぞれ監査公認会計士等と同一のネットワークに属する者

に対して支払った、又は支払うべき報酬（ａに記載のものを除く。）
 

前連結会計年度 (自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)

該当事項はありません。
 

当連結会計年度 (自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

該当事項はありません。
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ｃ　その他監査証明業務に基づく報酬としての重要な報酬（前項ａ、ｂに記載のものを除く。）
 

前連結会計年度 (自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)

該当事項はありません。
 

当連結会計年度 (自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

該当事項はありません。
 

ｄ　監査公認会計士等に対する報酬の額の決定に関する方針

監査報酬の額の決定にあたっては、監査公認会計士等と監査計画、必要監査時間等を協議の上、合理的な

見積りに基づき決定しております。
 

ｅ　提出会社が最近事業年度の末日において会社法第２条第11号に規定する会計監査人設置会社である場合にお

ける、監査役会が会社法第399条第１項の同意をした理由

会計監査人である有限責任監査法人トーマツから説明を受けた当事業年度の監査計画に係る監査時間、配

員計画から見積もられた監査報酬の額の算出根拠等について確認し、審議した結果、当該監査業務の内容と

監査報酬の額との対応関係が適切であると判断し、これに同意いたしました。

 
(4) 【役員の報酬等】

① 提出会社の役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針

ａ 提出会社の役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に関する事項

(a)　提出会社の役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容

当社は、役員報酬等の決定に関する基本方針として、役員報酬規程を定めており、役員の報酬体系は、

業績連動報酬である役員賞与（事業年度終了後年１回支給）と業績連動報酬以外の報酬である基本報酬

（毎月定額支給）により構成しております。なお、役員等の報酬は金銭とし、非金銭報酬については想定

しておりません。
 

(b)　提出会社の役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する決定方法

取締役及び監査役の報酬等は、定款で株主総会の決議によって定めることとしており、毎期の役員の報

酬等については、株主総会で決議された役員報酬に関する限度額の範囲内で、取締役については、取締役

会の決議により、監査役については監査役の協議により個人別報酬等の額を決定しております。

また、取締役及び監査役の報酬等の内容についての決定方針は、取締役会の決議により決定しており、

その決議に当たっては、事前に社内に設置した任意の機関である報酬委員会へ諮問し、その審議並びに答

申を受けることとしております。
 

ｂ　提出会社の役員の報酬等に、業績連動報酬が含まれる場合に関する事項

(a)　業績連動報酬と業績連動報酬以外の報酬等の支給割合の決定に関する方針の内容

当該支給割合について特段の定めはありません。
 

(b)　業績連動報酬に係る指標、当該指標を選択した理由及び当該業績連動報酬の額の決定方法

業績連動報酬である役員賞与につきましては、当社グループの資本構成を、持株会社である当社を中心

とした構成としていることから、連結業績に応じた賞与体系としております。なお、企業集団全体の役員

賞与の総額は、株主総会で定められた報酬限度額並びに当社グループの業績水準を勘案し、連結当期純利

益の概ね8.5％を基本として決定することとしております。
 

ｃ　提出会社の役員の報酬の額又はその算定方法の決定に関する役職ごとの方針に関する事項

業績連動報酬以外の報酬である基本報酬の役職ごとの方針につきましては、役員報酬規程に従い、その就

任状況、職責等に基づく定数に基づき個人別の基礎金額を算定しております。

業績連動報酬である役員賞与の役職ごとの方針につきましては、役員報酬規程に従い、連結当期純利益の

概ね8.5％として算定された企業集団全体の役員賞与の総額について、当該総額を個人別の基本報酬、就任

企業に関する規模業績等の企業係数、個人別の就任状況等に応じた役職係数等を用いて個人別の基礎金額を

算定しております。
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ｄ 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する方針に関する事項

(a)　取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する方針の内容

取締役の個人別の報酬等については、基本報酬及び業績連動報酬のいずれについても、役職ごとの方針

に沿って算定された個人別基礎金額について、代表取締役と協議したのち個人別支給額の素案を確定し、

報酬委員会へ諮問いたします。報酬委員会は、その内容について審議し、その過程で報酬委員会加減額を

調整して、取締役会へ答申します。
 

(b)　取締役の個人別の報酬等の内容についての決定方法

毎期の役員報酬等の個人別内容については、取締役会の決議により決定することとしており、当事業年

度に係る取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針については、2022年４月12日開催の取締役会にお

いて決議しております。
 

(c)　当該事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が当該方針に沿うものであると取締役会が判断した理

由

取締役会は、業績連動報酬を設定している役員報酬体系のインセンティブ目的がバランスよく反映され

るよう、目標となる連結業績を達成した場合には、業績連動報酬としての役員賞与の割合が基本報酬の割

合を上回ることを想定しております。当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、取締役会は、

報酬等の内容の決定方針及び決定された報酬等の内容が取締役会で決定された決定方針と整合しているこ

とや、報酬委員会からの答申が尊重されていることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判

断しております。
 

ｅ 提出会社が指名委員会等設置会社以外の会社である場合における、役員の報酬等に関する株主総会の決議の

内容に関する事項

取締役及び監査役の報酬等は、定款で株主総会の決議によって定めることとしており、その内容は次のと

おりであります。なお、報酬限度額は、役員賞与を含み、取締役の使用人分給与は含まない年額でありま

す。

役員区分 株主総会決議
報酬限度額
（百万円）

当該株主総会決議時点にお
ける対象役員の員数（名）

取締役
2007年６月28日開催
第56期定時株主総会決議

500 7

監査役
2000年６月29日開催
第49期定時株主総会決議

50 4
 

 

ｆ 取締役の個人別報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項

当社は、取締役の個人別報酬等の内容の決定を取締役会で行っており、取締役会から委任を受けて当該事

項を決定した取締役その他の第三者はおりません。

なお、取締役会は、その決定が適切に行使されるよう、社内に設置した任意の報酬委員会に意見を諮問

し、その審議並びに答申を受けております。報酬委員会の委員構成は、「第４　提出会社の状況　４　コー

ポレート・ガバナンスの状況等　(1) コーポレート・ガバナンスの概要」に記載のとおりであります。
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② 提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

ａ 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の
総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（名）固定報酬 業績連動報酬 退職慰労金

左記のうち
非金銭報酬等

取締役

（社外取締役を除く）
333 130 203 ― ― 8

監査役

（社外監査役を除く）
25 16 9 ― ― 3

社外役員 34 20 14 ― ― 5
 

(注)１　報酬支給額は株主総会の決議による報酬額の範囲内であります。

２ 報酬等の総額並びに報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数には、次の内容が含まれており

ます。

① 2021年６月24日開催の第70期定時株主総会終結の時をもって退任した役員に対し退任時までに支給

した額

監査役（社外監査役を除く） 　固定報酬１百万円　　対象となる役員の員数 １名

②　業績連動報酬は、当連結会計年度において支給を受ける見込みとなった役員賞与の額であります。

③ 複数事業主型確定給付企業年金基金への拠出額が、下記のとおり含まれております。

取締役（社外取締役を除く） 　固定報酬６百万円　　対象となる役員の員数 ５名

監査役（社外監査役を除く） 　固定報酬０百万円   対象となる役員の員数 ２名

社外役員                   　固定報酬１百万円   対象となる役員の員数 １名

④　使用人兼務取締役に対する使用人分給与の支給はありません。

３ 当社は、2006年１月26日開催の臨時株主総会において、当時の取締役及び監査役の退職慰労金制度を

廃止し、打切り支給する旨を決議しており、支給の時期は、各役員の退任時とすることとしておりま
す。なお、当該金額は、2006年４月に行った当社の会社分割により、当社の子会社に承継されており
ます。

４　当社の子会社１社は、役員退職慰労金制度を定めており、当該子会社はその役員の退任時に役員退職
慰労金規程に基づく役員退職慰労金を支給することとしております。

 

ｂ 役員ごとの氏名、役員区分、提出会社の役員としての報酬等の総額及び連結報酬等の種類別の額

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

なお、当連結会計年度中に、兼務する子会社の監査役を退任した当社の取締役１名に対し、当該子会社

が、その定める役員退職慰労金制度に基づき、退職慰労金０百万円を支給しております。

上記の他に、当社の役員に対し、当社の連結子会社から報酬等の支給はありません。
 

ｃ  使用人兼務役員の使用人給与のうち重要なもの

使用人兼務取締役に対する使用人分給与の支給はありません。
 

ｄ 最近事業年度における業績連動報酬に係る指標の目標及び実績

業績連動報酬に係る指標       連結当期純利益

目標                            6,300百万円

実績                            7,074百万円
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③ 提出会社の役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する決定権限を有する者の氏名又は名称、その権限

の内容及び裁量の範囲

当社は、取締役の個人別報酬等の内容の決定を取締役会で行っており、取締役会から委任を受けて当該事項

を決定した取締役その他の第三者はおりません。なお、取締役会は、その決定が適切に行使されるよう、社内

に設置した任意の報酬委員会に意見を諮問し、その審議並びに答申を受けております。

その内容は、次のとおりであります。

方針の決定権限を有する者
取締役会

（構成員は、「(1)　コーポレート・ガバナンスの概要」に記載のとおり。）

方針の決定に関与する委員会
報酬委員会

（構成員は、「(1)　コーポレート・ガバナンスの概要」に記載のとおり。）

手続の概要 １　報酬委員会の審議、答申

・　役員報酬規程及び代表取締役との協議に基づき算定された個人別役員報酬

（役員賞与及び基本報酬）の素案について諮問を受ける。

・　諮問された個人別役員報酬案を審議し、役員報酬規程で定める報酬委員会加

減額を調整

　（報酬委員会加減額）

　各役員の報酬額それぞれにつき

　取締役基本報酬（月額）　減算上限：基本報酬の全額、加算上限：300万円

　取締役賞与　　　　　　　減算上限：賞与の全額、加算上限：2,000万円

　監査役基本報酬（月額）　減算上限：基本報酬の全額、加算上限：100万円

　監査役賞与　　　　　　　減算上限：賞与の全額、加算上限：1,000万円

・　以上を審議し、個人別役員報酬案を取りまとめ、取締役会へ答申

２　取締役会の決定

・　報酬委員会から受けた答申を議案として上程し、審議、承認

役員の報酬等の決定過程に

おける取締役会及び委員会

の活動内容

１　報酬委員会

・　審議期間（月額基本報酬）　　　2022年２月～2022年４月

・　審議期間（役員賞与）　　　　　2022年２月～2022年４月

・　開催回数   ３回（その他電子メール等による情報交換）

２　取締役会

・　議案上程前における取締役ミーティングでの事前審議

　　　2022年２月～2022年３月

・　監査役会との情報共有
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(5) 【株式の保有状況】

① 投資株式の区分の基準及び考え方

当社グループは、保有目的が純投資目的である投資株式と純投資目的以外の目的である投資株式の区分につ

いて、次のように考えております。
 

ａ　保有目的が純投資目的である投資株式

当社グループは、スーパーマーケットの経営を事業主体としており、運転資金の回転期間が比較的早い特

性があります。したがって、財務政策においては、余剰資金を極力抑え、有利子負債の調達削減を図ること

を基本としており、株式による資金運用は行っておりません。将来的に、有利子負債が十分縮減され、余剰

資金が生じた場合には、取締役会に純投資目的である投資株式（専ら株式の価値の変動又は配当によって利

益を受けることを目的とする株式）の区分に該当することを明示して、対象株式の取得による資金運用を検

討する可能性があります。
 

ｂ　純投資目的以外の目的である投資株式

純投資目的以外の目的である投資株式については、その政策保有について、次のように方針を定めており

ます。

（株式の政策保有に関する方針及び議決権行使基準）

１　株式の政策保有に関する方針

（１）取得にあたっては、中長期的企業価値向上の観点から、当社の経営における取引関係維持、シナジー

創出等その必要性を踏まえ、その保有目的を慎重かつ合理的に勘案して行うこととし、単なる安定株

主としての取得は行わない。

（２）保有にあたっては、随時、当該発行会社の情報を入手するとともに、保有に伴う有形無形の便益やリ

スクの評価等、当社の資本コスト等を踏まえた上での保有による経済的合理性の把握に努め、保有目

的に合致しないと認められることとなった場合には、処分を検討する。

２　政策保有株式に係る議決権行使基準

（１）株主としての権利行使の観点から、原則として、すべての議案に関して議決権を行使する。

（２）提示された議案については、当社の保有目的に合致するか否か、当社の経営に及ぼす影響等を総合的

に勘案して賛否を判断する。

（３）議決権の行使にあたり、利益相反のおそれがある場合には、外部の第三者に助言を求め、適切に対処

する。
 

②　提出会社における株式の保有状況

提出会社（当社）については、以下のとおりであります。なお、当社は、子会社の経営管理を行うことを主

たる業務とする会社（持株会社）であり、提出会社及び連結子会社の中で、最近事業年度における投資株式の

貸借対照表計上額が最も大きい会社（最大保有会社）には該当しておりません。
 

ａ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

ア　保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証

の内容

（保有方針及び保有の合理性を検証する方法）

保有方針は、前号（株式の政策保有に関する方針及び議決権行使基準）に記載のとおりであり、保有の

合理性を検証する方法は、四半期ごとに、四半期決算日現在における保有する投資有価証券の全銘柄につ

いて、銘柄別の状況を取締役会に報告し審議する方法によっております。なお、当社グループは、持株会

社である提出会社（当社）を中心とした体制であり、当社グループ各社の業務執行状況の検証を当社にお

いて集約的に行うこととしているため、取締役会における審議は、当社グループ各社ごとに行うのではな

く、当社において当社グループ全社の保有状況を一括審議しております。
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（取締役会等における検証の内容）

取締役会においては、個別銘柄ごとに、以下の項目を検証しており、定量的な保有効果における短期的

評価の視点からは当該銘柄の配当の状況を、中長期的視点からは包括利益累計額及びその構成内容の状況

を主に用いて検証しております。

・当該銘柄の発行体の主な事業の内容及び当社グループとの関係等

・上場、非上場の状況

・配当の状況（配当の有無及び配当金額）

・株数及び四半期末現在の株価の状況

・包括利益累計額及びその構成内容の状況（取得価格、貸借対照表計上額、評価差額金）

当連結会計年度末における政策保有株式の連結貸借対照表計上額は28億87百万円であります。これは、

連結株主資本の4.0％に相当し、株主資本に対し重要な割合は占めておりません。なお、当連結会計年度

における政策保有株式の取得原価に対する単年度収益の利回り（評価差額金の当期発生額＋配当金収入：

税効果調整後÷取得価格）は△22.1％となり、全体としては当社の資本コスト11.9％（ＷＡＣＣ換算）を

下回る結果となりました。また、当連結会計年度末における政策保有株式の取得原価に対する収益（包括

利益累計額＋単年度損益等（受取配当金－投資有価証券評価損）：税効果調整後）は、11億75百万円とな

りました。
 

イ　銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 1 62

非上場株式以外の株式 ― ―
 

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る
取得価額の合計額（百万円）

株式数の増加の理由

非上場株式 ― ― ―

非上場株式以外の株式 ― ― ―
 

 

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る
売却価額の合計額（百万円）

非上場株式 ― ―

非上場株式以外の株式 ― ―
 

 

ウ　特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

・　特定投資株式（非上場株式を除く。）

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果及び
株式数が増加した理由

当社の
株式の
保有の
有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

―
― ―

― ―
― ―

 

 

・　みなし保有株式（信託財産として保有する株式及び非上場株式を除く。）

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の
株式の
保有の
有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

―
― ―

― ―
― ―
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ｂ．保有目的が純投資目的である投資株式

区分

当事業年度 前事業年度

銘柄数
 

（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

銘柄数
 

（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 ― ― ― ―

非上場株式以外の株式 ― ― ― ―
 

 

区分

当事業年度

受取配当金の合計額
（百万円）

売却損益の合計額
（百万円）

評価損益の合計額
（百万円）

非上場株式 ― ― ―

非上場株式以外の株式 ― ― ―
 

 

ｃ．当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したもの

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（百万円）

― ― ―
 

 

ｄ．当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変更したもの

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（百万円）

― ― ―
 

 

③　提出会社及び連結子会社の中で、最近事業年度における投資株式の貸借対照表計上額が最も大きい会社（最大

保有会社）における株式の保有状況

最大保有会社は、株式会社原信であり、その状況については、以下のとおりであります。なお、当該会社の

最近事業年度における投資株式の貸借対照表計上額は、連結投資有価証券に区分される株式の連結貸借対照表

計上額の３分の２を超える87.9％に相当いたします。

ａ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

ア　保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証

の内容

（保有方針及び保有の合理性を検証する方法）

保有方針は、「②　提出会社における株式の保有状況」に記載のとおりであり、保有の合理性を検証す

る方法は、四半期ごとに、四半期決算日現在における保有する投資有価証券の全銘柄について、銘柄別の

状況を親会社である提出会社（当社）の取締役会に報告し審議する方法によっております。なお、当社グ

ループは、持株会社である提出会社を中心とした体制であり、当社グループ各社の業務執行状況の検証を

提出会社において集約的に行うこととしているため、取締役会における審議は、提出会社において当社グ

ループ全社の保有状況を一括審議しております。

（取締役会等における検証の内容）

「②　提出会社における株式の保有状況」に記載のとおりであります。
 

イ　銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 14 217

非上場株式以外の株式 16 2,303
 

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る
取得価額の合計額（百万円）

株式数の増加の理由

非上場株式 ― ― ―

非上場株式以外の株式 ― ― ―
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（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る
売却価額の合計額（百万円）

非上場株式 1 8

非上場株式以外の株式 ― ―
 

 

ウ　特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

・　特定投資株式（非上場株式を除く。）

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果及び
株式数が増加した理由

当社の
株式の
保有の
有無

株式数
（株）

株式数
（株）

貸借対照表
計上額

（百万円）

貸借対照表
計上額

（百万円）

亀田製菓株式会社

414,140 414,140

（保有目的）
当社グループは、スーパーマーケットの経営を事業主
体としており、当該株式の発行会社とは、商品の安定
調達や商品情報の共有等、維持強化を図る必要がある
ため、取引関係の維持強化を目的として、前事業年度
及び当事業年度とも、当該株式を保有しております。
（定量的な保有効果）
事業年度末における取得原価に対する収益（包括利益
累計額＋単年度損益等（受取配当金－投資有価証券評
価損）：税効果調整後）
前事業年度    1,233百万円
当事業年度      990百万円
（株式数が増加した理由）
前事業年度及び当事業年度とも、株式数は増加してい
ないため、該当事項はありません。

前事業
年度：有
　
当事業
年度：有

1,646 1,996

岩塚製菓株式会社

40,000 40,000

（保有目的）
当社グループは、スーパーマーケットの経営を事業主
体としており、当該株式の発行会社とは、商品の安定
調達や商品情報の共有等、維持強化を図る必要がある
ため、取引関係の維持強化を目的として、前事業年度
及び当事業年度とも、当該株式を保有しております。
（定量的な保有効果）
事業年度末における取得原価に対する収益（包括利益
累計額＋単年度損益等（受取配当金－投資有価証券評
価損）：税効果調整後）
前事業年度       95百万円
当事業年度       84百万円
（株式数が増加した理由）
前事業年度及び当事業年度とも、株式数は増加してい
ないため、該当事項はありません。

前事業
年度：有
　
当事業
年度：有

156 172

株式会社第四北越
フィナンシャルグ
ループ

61,540 61,540

（保有目的）
当社グループは、地方を拠点とした企業であり、当該
株式の発行会社は、当社の主たる事業地域における資
金調達を行う地元金融機関として緊密な関係強化を図
る必要があること及び情報交換や地域経済の発展に向
けた協力を図るなどの必要があるため、取引関係の維
持強化を目的として、前事業年度及び当事業年度と
も、当該株式を保有しております。
（定量的な保有効果）
事業年度末における取得原価に対する収益（包括利益
累計額＋単年度損益等（受取配当金－投資有価証券評
価損）：税効果調整後）
前事業年度     △30百万円
当事業年度     △35百万円
（株式数が増加した理由）
前事業年度及び当事業年度とも、株式数は増加してい
ないため、該当事項はありません。

前事業
年度：無
(注)２
　
当事業
年度：無
(注)２

154 160

 

EDINET提出書類

アクシアル　リテイリング株式会社(E03133)

有価証券報告書

 84/165



 

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果及び
株式数が増加した理由

当社の
株式の
保有の
有無

株式数
（株）

株式数
（株）

貸借対照表
計上額

（百万円）

貸借対照表
計上額

（百万円）

株式会社アークス

46,102 46,102

（保有目的）
当社グループは、スーパーマーケットの経営を事業主
体としており、当該株式の発行会社については同じ業
種であることから、その動向や取組みの把握のため、
同業他社の調査研究を目的として、前事業年度及び当
事業年度とも、当該株式を保有しております。
（定量的な保有効果）
事業年度末における取得原価に対する収益（包括利益
累計額＋単年度損益等（受取配当金－投資有価証券評
価損）：税効果調整後）
前事業年度       66百万円
当事業年度       57百万円
（株式数が増加した理由）
前事業年度及び当事業年度とも、株式数は増加してい
ないため、該当事項はありません。

前事業
年度：無
(注)２
　
当事業
年度：無
(注)２

97 110

アークランドサカ
モト株式会社

45,000 45,000

（保有目的）
当社グループは、地方を拠点とした企業であり、当該
株式の発行会社とは、情報交換や地域経済の発展に向
けた協力を図るなどの必要があるため、県内企業の調
査研究・関係強化を目的として、前事業年度及び当事
業年度とも、当該株式を保有しております。
（定量的な保有効果）
事業年度末における取得原価に対する収益（包括利益
累計額＋単年度損益等（受取配当金－投資有価証券評
価損）：税効果調整後）
前事業年度       40百万円
当事業年度       35百万円
（株式数が増加した理由）
前事業年度及び当事業年度とも、株式数は増加してい
ないため、該当事項はありません。

前事業
年度：無
　
当事業
年度：無

68 76

株式会社ノジマ

18,762 18,762

（保有目的）
当社グループは、スーパーマーケットの経営を事業主
体としており、出店にあたり他業種との協業を図る必
要があるため、取引関係の維持強化を目的として、前
事業年度及び当事業年度とも、当該株式を保有してお
ります。
（定量的な保有効果）
事業年度末における取得原価に対する収益（包括利益
累計額＋単年度損益等（受取配当金－投資有価証券評
価損）：税効果調整後）
前事業年度       34百万円
当事業年度       27百万円
（株式数が増加した理由）
前事業年度及び当事業年度とも、株式数は増加してい
ないため、該当事項はありません。

前事業
年度：無
　
当事業
年度：無

43 52

第一建設工業株式
会社

28,336 28,336

 （保有目的）
当社グループは、地方を拠点とした企業であり、当該
株式の発行会社とは、情報交換や地域経済の発展に向
けた協力を図るなどの必要があるため、県内企業の調
査研究・関係強化を目的として、前事業年度及び当事
業年度とも、当該株式を保有しております。
（定量的な保有効果）
事業年度末における取得原価に対する収益（包括利益
累計額＋単年度損益等（受取配当金－投資有価証券評
価損）：税効果調整後）
前事業年度       34百万円
当事業年度       25百万円
（株式数が増加した理由）
前事業年度及び当事業年度とも、株式数は増加してい
ないため、該当事項はありません。

前事業
年度：有
　
当事業
年度：有

41 54
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銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果及び
株式数が増加した理由

当社の
株式の
保有の
有無

株式数
（株）

株式数
（株）

貸借対照表
計上額

（百万円）

貸借対照表
計上額

（百万円）

カゴメ株式会社

10,000 10,000

（保有目的）
当社グループは、スーパーマーケットの経営を事業主
体としており、当該株式の発行会社とは、商品の安定
調達や商品情報の共有等、維持強化を図る必要がある
ため、取引関係の維持強化を目的として、前事業年度
及び当事業年度とも、当該株式を保有しております。
（定量的な保有効果）
事業年度末における取得原価に対する収益（包括利益
累計額＋単年度損益等（受取配当金－投資有価証券評
価損）：税効果調整後）
前事業年度       19百万円
当事業年度       16百万円
（株式数が増加した理由）
前事業年度及び当事業年度とも、株式数は増加してい
ないため、該当事項はありません。

前事業

年度：有

　

当事業

年度：有

31 35

マルハニチロ株式
会社

7,500 7,500

（保有目的）
当社グループは、スーパーマーケットの経営を事業主
体としており、当該株式の発行会社とは、商品の安定
調達や商品情報の共有等、維持強化を図る必要がある
ため、取引関係の維持強化を目的として、前事業年度
及び当事業年度とも、当該株式を保有しております。
（定量的な保有効果）
事業年度末における取得原価に対する収益（包括利益
累計額＋単年度損益等（受取配当金－投資有価証券評
価損）：税効果調整後）
前事業年度       ８百万円
当事業年度       ６百万円
（株式数が増加した理由）
前事業年度及び当事業年度とも、株式数は増加してい
ないため、該当事項はありません。

前事業

年度：無

(注)２

　

当事業

年度：無

(注)２17 19

一正蒲鉾株式会社

19,000 19,000

 （保有目的）
当社グループは、スーパーマーケットの経営を事業主
体としており、当該株式の発行会社とは、商品の安定
調達や商品情報の共有等、維持強化を図る必要がある
ため、取引関係の維持強化を目的として、前事業年度
及び当事業年度とも、当該株式を保有しております。
（定量的な保有効果）
事業年度末における取得原価に対する収益（包括利益
累計額＋単年度損益等（受取配当金－投資有価証券評
価損）：税効果調整後）
前事業年度       14百万円
当事業年度       ８百万円
（株式数が増加した理由）
前事業年度及び当事業年度とも、株式数は増加してい
ないため、該当事項はありません。

前事業

年度：有

　

当事業

年度：有

16 24

株式会社三井住友
フィナンシャルグ
ループ

3,371 3,371

（保有目的）
当社グループは、地方を拠点とした企業であり、当該
株式の発行会社は、当社の主たる事業地域を超えた大
規模金融機関として多様な財務政策を実現するための
関係強化を図る必要があること並びに情報交換を図る
必要があるため、取引関係の維持強化を目的として、
前事業年度及び当事業年度とも、当該株式を保有して
おります。
（定量的な保有効果）
事業年度末における取得原価に対する収益（包括利益
累計額＋単年度損益等（受取配当金－投資有価証券評
価損）：税効果調整後）
前事業年度     △１百万円
当事業年度     △１百万円
（株式数が増加した理由）
前事業年度及び当事業年度とも、株式数は増加してい
ないため、該当事項はありません。

前事業

年度：無

(注)２

　

当事業

年度：無

(注)２
13 13
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銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果及び
株式数が増加した理由

当社の
株式の
保有の
有無

株式数
（株）

株式数
（株）

貸借対照表
計上額

（百万円）

貸借対照表
計上額

（百万円）

株式会社セブン＆
アイ・ホールディ
ングス

1,064 1,064

（保有目的）
当社グループは、スーパーマーケットの経営を事業主
体としており、当該株式の発行会社については同じ業
種であることから、その動向や取組みの把握が重要で
あるため、同業他社の調査研究を目的として、前事業
年度及び当事業年度とも、当該株式を保有しておりま
す。
（定量的な保有効果）
事業年度末における取得原価に対する収益（包括利益
累計額＋単年度損益等（受取配当金－投資有価証券評
価損）：税効果調整後）
前事業年度       ２百万円
当事業年度       ３百万円
（株式数が増加した理由）
前事業年度及び当事業年度とも、株式数は増加してい
ないため、該当事項はありません。

前事業
年度：無
　
当事業
年度：無

6 4

株式会社大光銀行

4,000 4,000

（保有目的）
当社グループは、地方を拠点とした企業であり、当該
株式の発行会社は、当社の主たる事業地域における資
金調達を行う地元金融機関として緊密な関係強化を図
る必要があること及び情報交換や地域経済の発展に向
けた協力を図るなどの必要があるため、取引関係の維
持強化を目的として、前事業年度及び当事業年度と
も、当該株式を保有しております。
（定量的な保有効果）
事業年度末における取得原価に対する収益（包括利益
累計額＋単年度損益等（受取配当金－投資有価証券評
価損）：税効果調整後）
前事業年度       ０百万円
当事業年度     △０百万円
（株式数が増加した理由）
前事業年度及び当事業年度とも、株式数は増加してい
ないため、該当事項はありません。

前事業
年度：有
　
当事業
年度：有

5 6

滝沢ハム株式会社

1,000 1,000

（保有目的）
当社グループは、スーパーマーケットの経営を事業主
体としており、当該株式の発行会社とは、商品の安定
調達や商品情報の共有等、維持強化を図る必要がある
ため、取引関係の維持強化を目的として、前事業年度
及び当事業年度とも、当該株式を保有しております。
（定量的な保有効果）
事業年度末における取得原価に対する収益（包括利益
累計額＋単年度損益等（受取配当金－投資有価証券評
価損）：税効果調整後）
前事業年度       ０百万円
当事業年度       ０百万円
（株式数が増加した理由）
前事業年度及び当事業年度とも、株式数は増加してい
ないため、該当事項はありません。

前事業
年度：有
　
当事業
年度：有

2 3

株式会社みずほ
フィナンシャルグ
ループ

1,480 1,480

（保有目的）
当社グループは、地方を拠点とした企業であり、当該
株式の発行会社は、当社の主たる事業地域を超えた大
規模金融機関として多様な財務政策を実現するための
関係強化を図る必要があること並びに情報交換を図る
必要があるため、取引関係の維持強化を目的として、
前事業年度及び当事業年度とも、当該株式を保有して
おります。
（定量的な保有効果）
事業年度末における取得原価に対する収益（包括利益
累計額＋単年度損益等（受取配当金－投資有価証券評
価損）：税効果調整後）
前事業年度       ０百万円
当事業年度       ０百万円
（株式数が増加した理由）
前事業年度及び当事業年度とも、株式数は増加してい
ないため、該当事項はありません。

前事業
年度：無
(注)２
　
当事業
年度：無
(注)２

2 2
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銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果及び
株式数が増加した理由

当社の
株式の
保有の
有無

株式数
（株）

株式数
（株）

貸借対照表
計上額

（百万円）

貸借対照表
計上額

（百万円）

株式会社三菱ＵＦ
Ｊフィナンシャ
ル・グループ

700 700

（保有目的）
当社グループは、地方を拠点とした企業であり、当該
株式の発行会社は、当社の主たる事業地域を超えた大
規模金融機関として多様な財務政策を実現するための
関係強化を図る必要があること並びに情報交換を図る
必要があるため、取引関係の維持強化を目的として、
前事業年度及び当事業年度とも、当該株式を保有して
おります。
（定量的な保有効果）
事業年度末における取得原価に対する収益（包括利益
累計額＋単年度損益等（受取配当金－投資有価証券評
価損）：税効果調整後）
前事業年度       ０百万円
当事業年度       ０百万円
（株式数が増加した理由）
前事業年度及び当事業年度とも、株式数は増加してい
ないため、該当事項はありません。

前事業
年度：無
(注)２
　
当事業
年度：無
(注)２

0 0

 

(注)１　当社の株式の保有の有無については、当該株式の発行者による当社の株式の直接保有の有無
を示しております。

２　当社の調査可能範囲で検証の結果、当該株式の発行者の関係会社が当社の株式を保有してい
ることが確認できております。

 

・　みなし保有株式（信託財産として保有する株式及び非上場株式を除く。）

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果及び
株式数が増加した理由

当社の
株式の
保有の
有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

―
― ―

― ―
― ―

 

 

ｂ　保有目的が純投資目的である投資株式

区分

当事業年度 前事業年度

銘柄数
 

（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

銘柄数
 

（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額(百万円)

非上場株式 ― ― ― ―

非上場株式以外の株式 ― ― ― ―
 

 

区分

当事業年度

受取配当金の合計額
（百万円）

売却損益の合計額
（百万円）

評価損益の合計額
（百万円）

非上場株式 ― ― ―

非上場株式以外の株式 ― ― ―
 

 

ｃ　当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したもの

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（百万円）

― ― ―
 

 

ｄ　当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変更したもの

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（百万円）

― ― ―
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第５ 【経理の状況】

 

１  連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

 

(1)  当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

 

(2)  当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1963年大蔵省令第59号。以下、

「財務諸表等規則」といいます。）に基づいて作成しております。

なお、当社は財務諸表等規則第１条の２に規定する特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の

規定により財務諸表を作成しております。

　

２  監査証明について

　

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2021年４月１日から2022年３月31

日まで）の連結財務諸表及び事業年度（2021年４月１日から2022年３月31日まで）の財務諸表について、有限責

任監査法人トーマツによる監査を受けております。

　

３ 連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。

  具体的には、会計基準等の内容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構に加

入し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制の整備に努めております。

  また、将来の指定国際会計基準の適用に備え、社内に担当を設置し、情報収集、調査研究に努めております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 ※２  17,025 ※２  18,452

  受取手形及び売掛金 2,953 ※１  4,154

  リース投資資産 722 634

  商品及び製品 4,971 4,905

  仕掛品 43 23

  原材料及び貯蔵品 363 359

  未収還付法人税等 442 458

  その他 3,459 3,438

  貸倒引当金 △3 △3

  流動資産合計 29,978 32,423

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 83,100 86,354

    減価償却累計額 △45,156 △47,098

    建物及び構築物（純額） 37,943 39,256

   機械装置及び運搬具 3,193 3,222

    減価償却累計額 △2,525 △2,595

    機械装置及び運搬具（純額） 668 627

   土地 21,907 21,244

   リース資産 5,344 5,321

    減価償却累計額 △2,789 △2,731

    リース資産（純額） 2,555 2,590

   建設仮勘定 450 903

   その他 13,334 14,084

    減価償却累計額 △10,524 △11,251

    その他（純額） 2,809 2,832

   有形固定資産合計 66,334 67,453

  無形固定資産   

   のれん ― 2

   その他 2,343 2,452

   無形固定資産合計 2,343 2,455

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※２  3,446 ※２  2,964

   長期貸付金 15 9

   退職給付に係る資産 ― 145

   繰延税金資産 3,506 3,439

   敷金及び保証金 ※２  7,091 ※２  6,879

   その他 1,147 1,130

   貸倒引当金 △45 △45

   投資その他の資産合計 15,163 14,523

  固定資産合計 83,841 84,432

 資産合計 113,819 116,855
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 ※２  15,596 ※２  15,576

  契約負債 ― 680

  リース債務 365 375

  未払法人税等 2,988 1,254

  ポイント引当金 110 ―

  役員賞与引当金 386 346

  賞与引当金 2,530 2,193

  その他 ※２  8,190 ※２  7,839

  流動負債合計 30,168 28,266

 固定負債   

  リース債務 2,899 2,839

  資産除去債務 5,805 5,916

  長期預り保証金 5,693 5,608

  役員退職慰労引当金 41 36

  退職給付に係る負債 36 2

  その他 175 127

  固定負債合計 14,651 14,530

 負債合計 44,819 42,796

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,159 3,159

  資本剰余金 15,749 15,749

  利益剰余金 49,653 54,963

  自己株式 △1,225 △1,226

  株主資本合計 67,337 72,647

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,455 1,137

  退職給付に係る調整累計額 207 274

  その他の包括利益累計額合計 1,662 1,412

 純資産合計 68,999 74,059

負債純資産合計 113,819 116,855
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

売上高 256,351 ※１  246,450

売上原価 182,398 174,046

売上総利益 73,952 72,403

販売費及び一般管理費   

 ポイント引当金繰入額 110 ―

 従業員給料 9,203 9,463

 雑給 16,915 17,499

 役員賞与引当金繰入額 386 346

 賞与 1,696 1,753

 賞与引当金繰入額 2,371 2,042

 役員退職慰労引当金繰入額 3 1

 退職給付費用 707 669

 地代家賃 5,193 5,220

 減価償却費 4,371 4,608

 のれん償却額 ― 0

 貸倒引当金繰入額 1 0

 その他 20,878 20,486

 販売費及び一般管理費合計 61,838 62,093

営業利益 12,114 10,310

営業外収益   

 受取利息 48 44

 受取配当金 52 53

 受取保険金 60 190

 受取補償金 195 0

 補助金収入 111 28

 その他 52 63

 営業外収益合計 521 380

営業外費用   

 支払利息 55 50

 契約解約損 6 24

 その他 4 0

 営業外費用合計 66 75

経常利益 12,569 10,615

特別利益   

 固定資産売却益 ※２  0 ※２  8

 投資有価証券売却益 4 10

 特別利益合計 4 19

特別損失   

 固定資産売却損 ※３  0 ※３  159

 固定資産除却損 ※４  41 ※４  29

 減損損失 ※５  318 ※５  105

 投資有価証券売却損 ― 9

 投資有価証券評価損 ― 7

 特別損失合計 361 311

税金等調整前当期純利益 12,212 10,323

法人税、住民税及び事業税 4,272 3,114

法人税等調整額 △342 134

法人税等合計 3,930 3,249

当期純利益 8,282 7,074

非支配株主に帰属する当期純利益 ― ―

親会社株主に帰属する当期純利益 8,282 7,074
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【連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

当期純利益 8,282 7,074

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 143 △317

 退職給付に係る調整額 182 66

 その他の包括利益合計 ※１  325 ※１  △250

包括利益 8,607 6,823

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 8,607 6,823

 非支配株主に係る包括利益 ― ―
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　2020年４月１日　至　2021年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,159 15,749 43,145 △1,224 60,830

会計方針の変更による

累積的影響額
    ―

会計方針の変更を反映した

当期首残高
3,159 15,749 43,145 △1,224 60,830

当期変動額      

剰余金の配当   △1,774  △1,774

親会社株主に帰属する

当期純利益
  8,282  8,282

自己株式の取得    △1 △1

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
    ―

当期変動額合計 ― ― 6,508 △1 6,506

当期末残高 3,159 15,749 49,653 △1,225 67,337
 

 

 

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券

評価差額金

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 1,311 25 1,337 62,167

会計方針の変更による

累積的影響額
  ― ―

会計方針の変更を反映した

当期首残高
1,311 25 1,337 62,167

当期変動額     

剰余金の配当   ― △1,774

親会社株主に帰属する

当期純利益
  ― 8,282

自己株式の取得   ― △1

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
143 182 325 325

当期変動額合計 143 182 325 6,832

当期末残高 1,455 207 1,662 68,999
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当連結会計年度(自　2021年４月１日　至　2022年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,159 15,749 49,653 △1,225 67,337

会計方針の変更による

累積的影響額
  79  79

会計方針の変更を反映した

当期首残高
3,159 15,749 49,732 △1,225 67,416

当期変動額      

剰余金の配当   △1,843  △1,843

親会社株主に帰属する

当期純利益
  7,074  7,074

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
    ―

当期変動額合計 ― ― 5,230 △0 5,230

当期末残高 3,159 15,749 54,963 △1,226 72,647
 

 

 

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券

評価差額金

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 1,455 207 1,662 68,999

会計方針の変更による

累積的影響額
  ― 79

会計方針の変更を反映した

当期首残高
1,455 207 1,662 69,079

当期変動額     

剰余金の配当   ― △1,843

親会社株主に帰属する

当期純利益
  ― 7,074

自己株式の取得   ― △0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
△317 66 △250 △250

当期変動額合計 △317 66 △250 4,979

当期末残高 1,137 274 1,412 74,059
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 12,212 10,323

 減価償却費 4,694 4,929

 減損損失 318 105

 のれん償却額 ― 0

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △8 △0

 ポイント引当金の増減額（△は減少） 9 ―

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） 11 △39

 賞与引当金の増減額（△は減少） 649 △336

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △8 △4

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △27 △82

 受取利息及び受取配当金 △101 △98

 支払利息 55 50

 固定資産売却損益（△は益） 0 151

 固定資産除却損 41 29

 投資有価証券売却損益（△は益） △4 △1

 投資有価証券評価損益（△は益） ― 7

 売上債権の増減額（△は増加） △125 △1,201

 棚卸資産の増減額（△は増加） △304 90

 仕入債務の増減額（△は減少） △319 △20

 未払又は未収消費税等の増減額 177 △89

 リース投資資産の増減額（△は増加） 101 88

 その他 382 337

 小計 17,756 14,237

 利息及び配当金の受取額 56 57

 利息の支払額 △45 △41

 法人税等の支払額 △3,317 △4,823

 営業活動によるキャッシュ・フロー 14,450 9,429

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の純増減額（△は増加） △0 △0

 投資有価証券の売却による収入 18 26

 有形固定資産の取得による支出 △7,269 △6,030

 有形固定資産の売却による収入 1 559

 無形固定資産の取得による支出 △377 △385

 貸付けによる支出 △12 △1

 貸付金の回収による収入 11 8

 事業譲受による支出 ― ※３  △10

 敷金及び保証金の純増減額（△は増加） 188 254

 その他 △185 △217

 投資活動によるキャッシュ・フロー △7,626 △5,796

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入金の返済による支出 △42 ―

 リース債務の返済による支出 △361 △365

 自己株式の取得による支出 △1 △0

 配当金の支払額 △1,770 △1,839

 財務活動によるキャッシュ・フロー △2,174 △2,205

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,648 1,426

現金及び現金同等物の期首残高 12,374 17,023

現金及び現金同等物の期末残高 ※１  17,023 ※１  18,450
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【注記事項】

　

（継続企業の前提に関する事項）

　

該当事項はありません。

　

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

　

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

① 連結子会社の数

12社
 

② 主要な連結子会社の名称

(株)原信、(株)ナルス、(株)フレッセイ、原信ナルスオペレーションサービス(株)、(株)ローリー、

アクシアル レーベル(株)、(株)フレッセイヒューマンズネット、高翔商事(株)、(株)原興産、

(株)アイテック、高速印刷(株)、力丸流通サービス(株)

　

(2) 主要な非連結子会社の名称及び連結の範囲から除いた理由

該当事項はありません。

　

(3) 他の会社等の議決権の過半数を自己の計算において所有しているにもかかわらず当該他の会社等を子会社とし

なかった場合の当該他の会社等の名称及び子会社としなかった理由

該当事項はありません。

　

(4) 開示対象特別目的会社がある場合の開示対象特別目的会社の概要、開示対象特別目的会社との取引の概要及び

取引金額その他重要な事項

該当事項はありません。

　

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の数及び主要な会社等の名称

該当事項はありません。

　

(2) 持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社のうち主要な会社等の名称及び持分法を適用しない理由

該当事項はありません。

　

(3) 他の会社等の議決権の100分の20以上、100分の50以下を自己の計算において所有しているにもかかわらず当該

他の会社等を関連会社としなかった場合の当該他の会社等の名称及び子会社としなかった理由

該当事項はありません。

　

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

　

４ 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

ａ その他有価証券

・ 市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）によってお

ります。

・ 市場価格のない株式等

主として移動平均法による原価法によっております。
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② 棚卸資産

ａ 商品

主として売価還元法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）によっております。
 

ｂ 製品・仕掛品

総平均法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっ

ております。
 

ｃ 原材料・貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

によっております。

　

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ２年 ～ 50年、機械装置及び運搬具 ２年 ～ 17年、

その他（工具、器具及び備品） ２年 ～ 20年
 

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間に基づく定額法によってお

ります。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

その他（商標権） 10年、その他（ソフトウエア） ５年
 

③ リース資産

ａ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
 

④ 長期前払費用

定額法によっております。
 

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
 

② 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上してお

ります。
 

③ 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき当連結会計年度の負担額を計上し

ております。
 

④ 役員退職慰労引当金

役員退職慰労金制度を採用している一部子会社の役員に対して支給する退職慰労金の支出に備えるため、

当該会社の役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上しております。
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(4) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属の方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの間に帰属させる方法について

は、期間定額基準によっております。
 

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定率法

により費用処理しております。

数理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定

率法により按分した額をそれぞれの発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。
 

③ 小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支

給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用しております。

　

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

①　約束した財又はサービスに係る収益及び費用の計上基準

当社グループはスーパーマーケット事業を主体とし、スーパーマーケットの店頭で各種商品の販売又は

サービスの提供を行っております。

スーパーマーケット事業では、主に当社グループ店舗の店頭で商品を販売しており、履行義務の内容とし

ての顧客に移転することを約束した財又はサービスは、生鮮食品、一般食品、その他の商品及び製品（以

下、これらを総称して「商品」といいます。）が９割超を占めております。

これら商品は、顧客から店内の精算所で対価を受け取ると同時に、顧客は商品に対する支配を獲得し、当

社グループの履行義務は充足されます。また、支配が顧客に移転した時点で当該商品と交換に受け取ると見

込まれる金額により収益を認識しております。

なお、顧客に対する財又はサービスの提供における当社グループの役割が代理人と判断される取引につい

ては、顧客から受け取る対価の総額から仕入先へ支払う対価の総額を控除した純額で収益を認識しておりま

す。

また、顧客に支払う対価について、当社グループから顧客へ提供する財又はサービスと一体の取引と判断

されるものについては、顧客から受け取る対価の総額から当該費用を控除した純額で収益を認識しておりま

す。
 

②　自社発行ポイントに係る収益認識

自社が設けるポイントプログラムに入会した顧客に付与するポイントについて、将来割安な価格で自社の

商品等を引き渡す履行義務を負っており、当該ポイントが使用された時点で履行義務が充足されます。な

お、当該ポイントには有効期限があり、取引価格の履行義務への配分は、未使用の当該ポイントに係る将来

の失効見込みを加味したうえで、独立販売価格に基づき行っております。
 

③　自社発行商品券に係る収益認識

自社が発行する商品券について、商品券を発行した時点で将来顧客に自社の商品を引き渡す履行義務を

負っており、当該商品券が使用された時点で履行義務が充足されます。なお、当該商品券には有効期限がな

いため、取引価格の履行義務への配分は、独立販売価格に基づき行っており、未使用の当該商品券について

は、顧客が使用する可能性が極めて低くなった時点で収益を認識しております。
 

④ ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

　

(6) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。
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(7) のれんの償却方法及び償却期間

定額法により５年間で償却しております。

　

(8) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的投資としております。

 
（重要な会計上の見積り）
 

前連結会計年度 (自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)

 

１ スーパーマーケット事業に係る固定資産の減損

 

(1) 重要な会計上の見積りを示す項目に関する事項

当社グループは、主としてスーパーマーケット事業を営んでおり、資産構成は同事業に関するもので大半を

占めていることから、当連結会計年度の連結財務諸表を作成するに当たって行った会計上の見積りのうち、翌

連結会計年度の連結財務諸表に重要な影響を及ぼすリスクがあるものとして、スーパーマーケット事業に係る

固定資産の減損が重要な会計上の見積りを示す項目と認識しております。なお、本項目における固定資産は、

「固定資産の減損に係る会計基準及び同適用指針」による評価の対象となるものであり、他の会計基準等によ

る評価の対象となるものは、以下記載の固定資産の内容及び金額等に含まれておりません。
 

(2) 当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

スーパーマーケット事業に関する固定資産の減損に関し、当連結会計年度においては、収益性が著しく低下

した店舗に関する資産及び賃貸資産等について、固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

３億18百万円を特別損失に減損損失として計上しております。なお、当連結会計年度末現在におけるスーパー

マーケット事業に係る固定資産は、連結全体のセグメント資産合計（全社資産及びセグメント間の調整額を含

まない額）に含まれる固定資産に対し97.7％を占めており、その内容は次のとおりであります。

有形固定資産  65,438百万円

無形固定資産  1,736百万円

投資その他の資産  346百万円

スーパーマーケット事業に係る固定資産合計  67,520百万円
 

 

(3) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

① 金額の算出方法

固定資産の減損に係る回収可能性の評価にあたり、他の資産又は資産グループから概ね独立したキャッ

シュ・フローを生み出す最小単位を考慮し、主として店舗を基本単位として資産のグルーピングを行ってお

り、収益性が著しく低下した資産又は資産グループについて、固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として計上することとしております。

なお、回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い方により測定しております。正味売却価

額は、各資産グループの構成資産について、市場価格が観察できる場合には観察可能な市場価格とし、市場

価格が観察できない場合には、路線価又は固定資産税評価額等を勘案した合理的な見積りにより算定してお

ります。また、使用価値は、各資産グループの継続的使用と使用後の構成資産の処分によって見込まれる将

来キャッシュ・フローを、借入資本コストと自己資本コストを加重平均した資本コスト（ＷＡＣＣ）で現在

価値に割り引いて算定しております。

減損の兆候があると判断された店舗に関する使用価値算定の基礎となる将来キャッシュ・フローは、継続

的な使用とその後の処分によって見込まれるキャッシュ・フローを、その構成要素である売上高、売上総利

益率、販売費及び一般管理費、構成資産の処分価値等について、過去実績、競合関係や近隣状況の変化、翌

期の予算、今後の改廃等を総合的に勘案した上で、年度別に算出した値の経済的残存使用年数における累計

値として見積もっております。経済的残存年数は、上限を20年とし、自社物件及び普通借地物件について

は、店舗の残存耐用年数を用い、定期借地物件については、残存借地期間を用いております。資本コスト

は、外部より入手しており、その算定基礎には、当社の負債・株式時価総額の構成のほか、国債の利回り、

予想マーケットリターン、当社株式の株価、株式市場全体の株価指標等の要素が含まれております。
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②　重要な会計上の見積りに用いた主要な仮定

ａ　売上高、売上総利益並びに販売費及び一般管理費に関する店舗別、年度別予測

売上高、売上総利益率の予測については、店舗別に過去実績、店舗年齢、他社及び自社店舗の競合状況

の変化見込、その他市場環境の変化等を勘案した予算等を基礎として年度別に予測しております。

販売費及び一般管理費の予測については、店舗別に過去実績、人員配置計画、販売促進計画、その他諸

経費に関する事項を勘案した予算等を基礎として年度別に予測しております。

なお、新型コロナウイルス感染症の影響につきましては、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　

注記事項　（追加情報）」に記載のとおり重要な影響はないものと考えております。

各指標の予測に関する定量的情報は、店舗ごと及び年度ごとにより異なりますが、主なものは次のとお

りであります。

　売上高の前事業年度対比増減率　　　　　　　　　－15.0％ ～ ＋13.0％

　売上総利益率の前事業年度対比増減値　　　　　　－3.2ポイント ～ ＋1.5ポイント

　販売費及び一般管理費の前事業年度対比増減率　　－13.0％ ～ ＋6.7％
 

ｂ　経済的残存年数

　１年 ～ 20年
 

ｃ　資本コスト（ＷＡＣＣ）

　11.2％
 

ｄ　市場価格が観察できない場合の正味売却価額

　路線価÷0.8 又は 固定資産税評価額÷0.7
 

③　重要な会計上の見積りが当連結会計年度の翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響その他の会計上の見

積りの内容に関する情報

固定資産の回収可能価額の評価に関する前提条件には、経済的残存年数を通じた将来の収益性の評価や資

本コストなどが含まれますが、これらの前提条件は長期的な見積りに基づくため、将来の各資産グループを

取り巻く経営環境の変化による収益性の変動や金融市況の変動により、回収可能性を著しく低下させる変化

が見込まれた場合、翌連結会計年度の連結財務諸表において、追加の減損損失が発生する可能性がありま

す。

 
当連結会計年度 (自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

 

１ スーパーマーケット事業に係る固定資産の減損

 

(1) 重要な会計上の見積りを示す項目に関する事項

当社グループは、主としてスーパーマーケット事業を営んでおり、資産構成は同事業に関するもので大半を

占めていることから、当連結会計年度の連結財務諸表を作成するに当たって行った会計上の見積りのうち、翌

連結会計年度の連結財務諸表に重要な影響を及ぼすリスクがあるものとして、スーパーマーケット事業に係る

固定資産の減損が重要な会計上の見積りを示す項目と認識しております。なお、本項目における固定資産は、

「固定資産の減損に係る会計基準及び同適用指針」による評価の対象となるものであり、他の会計基準等によ

る評価の対象となるものは、以下記載の固定資産の内容及び金額等に含まれておりません。
 

(2) 当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

スーパーマーケット事業に関する固定資産の減損に関し、当連結会計年度においては、収益性が著しく低下

した店舗に関する資産及び賃貸資産等について、固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

１億５百万円を特別損失に減損損失として計上しております。なお、当連結会計年度末現在におけるスーパー

マーケット事業に係る固定資産は、連結全体のセグメント資産合計（全社資産及びセグメント間の調整額を含

まない額）に含まれる固定資産に対し97.3％を占めており、その内容は次のとおりであります。

有形固定資産  66,333百万円

無形固定資産  1,764百万円

投資その他の資産  315百万円

スーパーマーケット事業に係る固定資産合計  68,413百万円
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(3) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

① 金額の算出方法

固定資産の減損に係る回収可能性の評価にあたり、他の資産又は資産グループから概ね独立したキャッ

シュ・フローを生み出す最小単位を考慮し、主として店舗を基本単位として資産のグルーピングを行ってお

り、収益性が著しく低下した資産又は資産グループについて、固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として計上することとしております。

なお、回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い方により測定しております。正味売却価

額は、各資産グループの構成資産について、市場価格が観察できる場合には観察可能な市場価格とし、市場

価格が観察できない場合には、路線価又は固定資産税評価額等を勘案した合理的な見積りにより算定してお

ります。また、使用価値は、各資産グループの継続的使用と使用後の構成資産の処分によって見込まれる将

来キャッシュ・フローを、借入資本コストと自己資本コストを加重平均した資本コスト（ＷＡＣＣ）で現在

価値に割り引いて算定しております。

減損の兆候があると判断された店舗に関する使用価値算定の基礎となる将来キャッシュ・フローは、継続

的な使用とその後の処分によって見込まれるキャッシュ・フローを、その構成要素である売上高、売上総利

益率、販売費及び一般管理費、構成資産の処分価値等について、過去実績、競合関係や近隣状況の変化、翌

期の予算、今後の改廃等を総合的に勘案した上で、年度別に算出した値の経済的残存使用年数における累計

値として見積もっております。経済的残存年数は、上限を20年とし、自社物件及び普通借地物件について

は、店舗の残存耐用年数を用い、定期借地物件については、残存借地期間を用いております。資本コスト

は、外部より入手しており、その算定基礎には、当社の負債・株式時価総額の構成のほか、国債の利回り、

予想マーケットリターン、当社株式の株価、株式市場全体の株価指標等の要素が含まれております。
 

②　重要な会計上の見積りに用いた主要な仮定

ａ　売上高、売上総利益並びに販売費及び一般管理費に関する店舗別、年度別予測

売上高、売上総利益率の予測については、店舗別に過去実績、店舗年齢、他社及び自社店舗の競合状況

の変化見込、その他市場環境の変化等を勘案した予算等を基礎として年度別に予測しております。

販売費及び一般管理費の予測については、店舗別に過去実績、人員配置計画、販売促進計画、その他諸

経費に関する事項を勘案した予算等を基礎として年度別に予測しております。

なお、新型コロナウイルス感染症の影響につきましては、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　

注記事項　（追加情報）」に記載のとおり重要な影響はないものと考えております。

各指標の予測に関する定量的情報は、店舗ごと及び年度ごとにより異なりますが、主なものは次のとお

りであります。

　売上高の前事業年度対比増減率　　　　　　　　　－12.2％ ～ ＋10.3％

　売上総利益率の前事業年度対比増減値　　　　　　－2.0ポイント ～ ＋3.5ポイント

　販売費及び一般管理費の前事業年度対比増減率　　－23.1％ ～ ＋7.3％
 

ｂ　経済的残存年数

　１年 ～ 20年
 

ｃ　資本コスト（ＷＡＣＣ）

　11.9％
 

ｄ　市場価格が観察できない場合の正味売却価額

　路線価÷0.8 又は 固定資産税評価額÷0.7
 

③　重要な会計上の見積りが当連結会計年度の翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響その他の会計上の見

積りの内容に関する情報

固定資産の回収可能価額の評価に関する前提条件には、経済的残存年数を通じた将来の収益性の評価や資

本コストなどが含まれますが、これらの前提条件は長期的な見積りに基づくため、将来の各資産グループを

取り巻く経営環境の変化による収益性の変動や金融市況の変動により、回収可能性を著しく低下させる変化

が見込まれた場合、翌連結会計年度の連結財務諸表において、追加の減損損失が発生する可能性がありま

す。
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（会計方針の変更）
 

当連結会計年度 (自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

 

１ 収益認識に関する会計基準等
 

(1) 当該会計基準等の名称

・　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日 企業会計基準委員会）

・　「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2021年３月26日 企業会計基準

委員会）

（以下、「本会計基準等」といいます。）
 

(2) 当該会計方針の変更の内容

本会計基準等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額により収益を認識することとしております。

なお、本会計基準等の適用による主な変更の内容は以下のとおりであります。

①　代理人取引

商品等の販売に係る収益について、従来、顧客から受け取る対価の総額を収益として計上するとともに、

仕入先に支払う対価の総額を売上原価に計上しておりましたが、顧客に対する商品等の提供における当社グ

ループの役割が代理人と判断される取引（消化仕入）については、顧客から受け取る対価の総額から仕入先

へ支払う対価の総額を控除した純額で収益を認識する方法に変更しております。

この結果、当該取引に該当するものについて、従来、「売上原価（当期商品仕入高）」として計上してい

たものを、「売上高（商品及び製品売上高）」より控除しております。
 

②　センターフィー

当社グループの物流センターに納品される商品及び資材を当社グループが分荷し店舗へ配送する対価に関

する収益（センターフィー）について、従来、仕入先から受け取る当該対価の総額を収益に計上する一方、

仕入先に対して支払う商品等の対価の総額を売上原価又は販売費及び一般管理費に計上しておりましたが、

商品等に対する支配の移転時期、商品等の納入とその配送のサービスに関する関連性を総合的に勘案し検討

した結果、これらが一体の取引と判断されるものについては当該収益が仕入先へ支払う商品等の対価の額の

一部を構成するものとして、純額で商品等の調達原価を認識する方法に変更しております。

この結果、当該取引に該当するものについて、従来、「売上高（営業収入）」に計上していたものを、

「売上原価（当期商品仕入高）」又は「販売費及び一般管理費（その他（消耗品費等））」より控除してお

ります。
 

③　割引クーポン

商品等の販売において顧客から提示される不特定多数の消費者に配布した割引クーポンについて、従来、

顧客から受け取る対価の総額を収益として認識する一方、提示された割引クーポンは費用として認識する方

法によっておりましたが、顧客から受け取る対価の総額から当該費用を控除した純額で収益を認識する方法

に変更しております。

この結果、当該取引に該当するものについて、従来、「販売費及び一般管理費（その他（販売促進費

等））」として計上していたものを、「売上高（商品及び製品売上高）」より控除しております。
 

④　自社発行ポイント

自社が設けるポイントプログラムに入会した顧客に対して付与するポイントについて、従来、付与したポ

イントの利用に備えるため発行したポイントの有効残高の全額を引当金として負債に計上し、当該引当額並

びに使用されたポイントを費用として計上しておりましたが、付与したポイントについて将来の失効見込み

を加味して独立販売価格に配分したうえで履行義務を認識する方法に変更しております。

EDINET提出書類

アクシアル　リテイリング株式会社(E03133)

有価証券報告書

103/165



 

この結果、当該取引に該当するものについて、従来、「流動負債（ポイント引当金）」として計上してい

たものを、失効見込額を控除したうえで「流動負債（契約負債）」として計上するとともに、「販売費及び

一般管理費（（ポイント引当金繰入額）並びに（その他（販売促進費）））」として計上していたものを

「売上高（商品及び製品売上高）」より控除しております。
 

⑤　自社発行商品券

自社が発行する商品券について、従来、発行した商品券の利用に備えるため未使用残高の全額を負債に計

上しておりましたが、当該商品券について顧客が権利行使をする可能性が極めて低くなった時に収益を認識

したうえで履行義務を認識する方法に変更しております。

この結果、当該取引に係るものについて、従来、「流動負債（その他（商品券））」として計上していた

ものを、権利非行使見込額を控除したうえで「流動負債（契約負債）」として計上するとともに、権利非行

使見込額を「売上高（商品及び製品売上高）」に計上しております。
 

(3) 経過措置に従って会計処理を行ったことに関する事項

本会計基準等の適用については、「収益認識に関する会計基準」第84項ただし書きに定める経過的な取扱い

に従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を当連結会

計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

ただし、「収益認識に関する会計基準」第86項に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに

従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に新たな会計方針を遡及適用しておりませ

ん。また、「収益認識に関する会計基準」第86項また書き（１）に定める方法を適用し、当連結会計年度の期

首より前までに行われた契約変更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき会計処理を行

い、その累積的影響額を当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減しております。

　

(4) 本会計基準等の適用による影響等

本会計基準等の適用により、従来の会計処理の方法によった場合に比べ、連結財務諸表に以下の影響が生じ

ております。

連結貸借対照表について、当連結会計年度末の「投資その他の資産（繰延税金資産）」は36百万円、契約負

債に相当する「流動負債（（ポイント引当金）及び（その他（商品券）））」は120百万円それぞれ減少してお

ります。また、本会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において「流動負債（ポイン

ト引当金）」並びに「流動負債（その他（商品券））」と表示していたものは、当連結会計年度より「流動負

債（契約負債）」として表示しております。

連結損益計算書について、当連結会計年度の「売上高」は10,553百万円、「売上原価」は9,500百万円、「販

売費及び一般管理費」は1,059百万円それぞれ減少し、「営業利益」、「経常利益」及び「税金等調整前当期純

利益」は５百万円それぞれ増加しております。

連結株主資本等変動計算書について、当連結会計年度の「利益剰余金（当期首残高）」は79百万円増加して

おります。

連結キャッシュ・フロー計算書について、当連結会計年度の「営業活動によるキャッシュ・フロー（ポイン

ト引当金の増減額（△は減少））」は該当がないこととなり、「営業活動によるキャッシュ・フロー（税金等

調整前当期純利益）」は５百万円増加し、「営業活動によるキャッシュ・フロー（その他）」は５百万円減少

しております。なお、「営業活動によるキャッシュ・フロー（合計値）」については影響ありません。

１株当たり情報について、当連結会計年度末の「１株当たり純資産額」は３円63銭増加し、当連結会計年度

の「１株当たり当期純利益」は18銭増加しており、「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。

なお、「収益認識に関する会計基準」第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について

新たな表示方法により組替えを行っておりません。さらに、「収益認識に関する会計基準」第89-３項に定める

経過的な取扱いに従い、前連結会計年度に係る「収益認識関係」注記については記載しておりません。
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２ 時価の算定に関する会計基準等

 

(1) 当該会計基準等の名称

・　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日 企業会計基準委員会）

・　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2019年７月４日 企業会計基

準委員会）

・　「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 2019年７月４日 企業会計基準委員会）

・　「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日 企業会計基準委員会）

・　「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 2020年３月31日 企業会計

基準委員会）

（以下、「本会計基準等」といいます。）

(2) 当該会計方針の変更の内容

本会計基準等を当連結会計年度の期首から適用し、時価を算定日において市場参加者間で秩序ある取引が行

われると想定した場合の当該取引における資産の売却によって受け取る価格又は負債の移転のために支払う価

格とし、その時価によって主に金融商品を評価することとしております。
 

(3) 経過措置に従って会計処理を行ったことに関する事項

本会計基準等の適用については、「時価の算定に関する会計基準」第19項及び「金融商品に関する会計基

準」第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、本会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用

することとしております。
 

(4) 本会計基準等の適用による影響等

本会計基準等の適用により、従来の会計処理の方法によった場合に比べ、連結財務諸表に与える影響はあり

ません。

なお、本会計基準等を適用したため、「金融商品関係」注記において、金融商品の時価の適切な区分ごとの

内訳等に関する事項等の注記を行うことといたしました。ただし、「金融商品の時価等の開示に関する適用指

針」第７-４項に定める経過的な取扱いに従い、前連結会計年度に係る当該注記については記載しておりませ

ん。

 
（未適用の会計基準等）

　

１ 時価の算定に関する会計基準等

 

(1) 当該会計基準等の名称

・　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日 企業会計基

準委員会）

（以下、「本適用指針」といいます。）
 

(2) 概要

本適用指針の2021年６月17日改正は、2019年７月４日の公表時において、「投資信託の時価の算定に関する

検討には、関係者との協議に一定の期間が必要と考えられるため、また、貸借対照表に持分相当額を純額で計

上する組合等への出資の時価の注記についても、一定の期間を要するため、「時価の算定に関する会計基準」

（企業会計基準第30号 2019年７月４日 企業会計基準委員会）公表後、概ね１年をかけて検討を行う」とさ

れていたものが改正され、公表されたものであります。
 

(3) 適用予定日

2023年３月期の期首より適用予定であります。
 

(4) 当該会計基準等の適用による影響

本適用指針を適用することによる連結財務諸表に与える影響額はありません。
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（表示方法の変更）

 

１ 連結損益計算書関係

 

(1) 営業外費用「契約解約損」

前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「契約解約損」は、営業外費用の総額

の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映

させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示していた10百万

円は、「契約解約損」６百万円、「その他」４百万円として組み替えております。

 
（会計上の見積りの変更）

　
重要な会計上の見積りの変更はありません。

なお、資産除去債務の一部について、会計上の見積りの変更を行っております。その内容及び連結財務諸表に与

える影響につきましては、「注記事項　（資産除去債務関係）」に記載しており、翌連結会計年度以降の連結財務

諸表に与える影響は軽微であるため、記載を省略しております。

 
（追加情報）

　

１ 会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の影響

 

(1) 概要

会計基準では、会計上の見積りを「資産及び負債や収益及び費用等の額に不確実性がある場合において、財

務諸表作成時に入手可能な情報に基づいて、その合理的な金額を算出すること」と定義しております。また、

「財務諸表作成時に入手可能な情報に基づいて、その合理的な金額を算出する」上では、新型コロナウイルス

感染症の影響のように不確実性が高い事象においても、一定の仮定を置き最善の見積りを行うことが求められ

ております。一定の仮定を置くにあたっては、外部の情報源に基づく客観性のある情報を用いることができる

場合には、これを可能な限り用いることが望ましいとされている一方、今般の新型コロナウイルス感染症の影

響については、会計上の見積りの参考となる前例がなく、今後の広がり方や収束時期等に統一的な見解がない

ため、外部の情報源に基づく客観性のある情報が入手できない状況にあります。この場合、新型コロナウイル

ス感染症の影響については、企業自ら一定の仮定を置くこととされております。
 

(2) 会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の影響に関する一定の仮定

・　新型コロナウイルス感染症の今後の広がり方や収束時期については、想定の域を超えるものでありますが、

現状に鑑み、一定程度、世界的な感染状況は続き、世界経済及び国内経済に影響を及ぼすものと考えており

ます。なお、当社グループの事業活動の範囲は、本邦（地方圏）のみであることから、国内の状況が主たる

影響要素となりますが、翌連結会計年度中は、当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況に何らかの影響があるものと考えております。

・　当社グループは、スーパーマーケット事業を事業主体としており、ライフラインとしての社会的役割を担っ

ております。そのため、行政による休業要請の対象とはならない事業継続を前提としております。なお、事

業継続において、商品の調達に関しては、一部商品で制限があるものの全体としては、重要な影響はないも

のと考えております。また、店舗の営業においては、一時的に休業しなければならない事態になったとして

も対象店舗の範囲及び対象期間は限定的であり、全体として重要な影響はないものと考えております。

・　販売動向につきましては、外出自粛要請や生活様式の変化等による内食、中食需要の高まりから、売上高の

増加があるものと考えておりますが、一方で、経済活動停滞による消費者の収入減少、節約志向の高まりに

よる売上高の減少もあるものと考えております。なお、増減全体を勘案したその程度は、当社グループが主

に取り扱う商品（日常的に消費される食品）の特性上、平時と比較して重要な影響を及ぼすものではないと

考えております。

・　以上のとおり、新型コロナウイルス感染症が、当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況に与える影響は、プラス要素とマイナス要素が混在しておりますが、連結財務諸表の作成に当たって

用いた会計上の見積り（固定資産の減損等）において、これらの要素はいずれも重要な影響がないものと仮

定し、過去の経営成績を参考に、通常予測可能な事項を盛り込んだ形で算定しております。
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（連結貸借対照表関係）
 

※１ 受取手形及び売掛金のうち顧客との契約から生じた債権の内訳

  
当連結会計年度
(2022年３月31日)

受取手形  ―

売掛金  4,154百万円

合計  4,154百万円
 

　

※２ 担保資産及び担保付債務

(1) 仕入取引の担保に供している資産及び担保付債務

担保資産

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

現金及び預金 2百万円 2百万円

投資有価証券 1,618百万円 91百万円

敷金及び保証金 183百万円 189百万円

合計 1,803百万円 283百万円
 

 

担保付債務

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

買掛金 2,359百万円 2,335百万円

流動負債「その他」 3百万円 4百万円

合計 2,363百万円 2,339百万円
 

 
（連結損益計算書関係）

 

※１ 売上高のうち顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益の内訳

  
当連結会計年度

(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

顧客との契約から生じる収益  241,570百万円

その他の収益  4,879百万円

合計  246,450百万円
 

(注) 「その他の収益」は、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）の適用範囲に含まれる

リース取引（動産及び不動産の賃貸収入）であります。
 

※２ 固定資産売却益の内訳

 
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

建物及び構築物 0百万円 1百万円

機械装置及び運搬具 0百万円 0百万円

土地 ― 6百万円

有形固定資産「その他」 ― 0百万円

合計 0百万円 8百万円
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※３ 固定資産売却損の内訳

 
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

土地 0百万円 159百万円

有形固定資産「その他」 ― 0百万円

合計 0百万円 159百万円
 

　

※４ 固定資産除却損の内訳

 
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

建物及び構築物 33百万円 23百万円

機械装置及び運搬具 0百万円 0百万円

有形固定資産「リース資産」 0百万円 ―

建設仮勘定 2百万円 0百万円

有形固定資産「その他」 4百万円 4百万円

無形固定資産「その他」 1百万円 1百万円

合計 41百万円 29百万円
 

 

※５ 減損損失

 

前連結会計年度 (自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)

 

当社グループは、主としてスーパーマーケット事業を営んでおり、他の資産又は資産グループから概ね独立し

たキャッシュ・フローを生み出す最小単位を考慮し、主として店舗を基本単位として資産のグルーピングを行っ

ております。

収益性が著しく低下した店舗に関する資産及び賃貸資産等について、固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額３億18百万円を特別損失に減損損失として計上いたしました。

(1)　資産グループ     フレッセイ小鳥店（群馬県高崎市）他３店舗

用途             店舗

種類             建物等

減損損失   

建物及び構築物  64百万円

その他  20百万円

小計  85百万円
 

(2)　資産グループ     賃貸資産等（新潟県新潟市東区）他５物件

用途             賃貸資産等

種類             建物及び土地等

減損損失   

建物及び構築物  69百万円

土地  163百万円

その他  0百万円

小計  233百万円
 

(3)　合計

合計  318百万円
 

(注) 上記資産の回収可能価額は、正味売却価額又は使用価値により測定しております。なお、正味売却価額

は、路線価又は固定資産税評価額等を勘案した合理的な見積りにより評価しております。また、使用価

値は、当該資産グループの継続的使用と使用後の処分によって見込まれる将来キャッシュ・フローを

11.2％で現在価値に割り引いて算定しております。
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当連結会計年度 (自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

 

当社グループは、主としてスーパーマーケット事業を営んでおり、他の資産又は資産グループから概ね独立し

たキャッシュ・フローを生み出す最小単位を考慮し、主として店舗を基本単位として資産のグルーピングを行っ

ております。

収益性が著しく低下した店舗に関する資産及び賃貸資産等について、固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額１億５百万円を特別損失に減損損失として計上いたしました。

(1)　資産グループ     フレッセイ小鳥店（群馬県高崎市）他４店舗

用途             店舗

種類             建物等

減損損失   

建物及び構築物  3百万円

その他  13百万円

小計  16百万円
 

(2)　資産グループ     賃貸資産等（新潟県長岡市）他３物件

用途             賃貸資産等

種類             建物及び土地等

減損損失   

建物及び構築物  3百万円

土地  85百万円

小計  88百万円
 

(3)　合計

合計  105百万円
 

(注) 上記資産の回収可能価額は、正味売却価額又は使用価値により測定しております。なお、正味売却価額

は、路線価又は固定資産税評価額等を勘案した合理的な見積りにより評価しております。また、使用価

値は、当該資産グループの継続的使用と使用後の処分によって見込まれる将来キャッシュ・フローを

11.9％で現在価値に割り引いて算定しております。

 
（連結包括利益計算書関係）

　

※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

その他有価証券評価差額金   

 当期発生額 188百万円 △454百万円

 組替調整額 ― 5百万円

   税効果調整前 188百万円 △449百万円

   税効果額 △45百万円 132百万円

   その他有価証券評価差額金 143百万円 △317百万円

退職給付に係る調整額   

 当期発生額 269百万円 157百万円

 組替調整額 △7百万円 △61百万円

   税効果調整前 262百万円 96百万円

   税効果額 △79百万円 △29百万円

   退職給付に係る調整額 182百万円 66百万円

     その他の包括利益合計 325百万円 △250百万円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

　

前連結会計年度 (自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)

 

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 23,388,039株 ― ― 23,388,039株
 

 

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 345,802株 278株 ― 346,080株
 

(注) 変動事由の概要   (増加の内訳)   単元未満株式の買取請求による取得                   278株
 

３ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。
 

４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2020年６月25日
定時株主総会

普通株式 1,198百万円 52.00円 2020年３月31日 2020年６月26日

2020年11月４日
取締役会

普通株式 576百万円 25.00円 2020年９月30日 2020年12月３日
 

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2021年６月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,267百万円 55.00円 2021年３月31日 2021年６月25日
 

 
当連結会計年度 (自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

 

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 23,388,039株 ― ― 23,388,039株
 

 

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 346,080株 203株 ― 346,283株
 

(注) 変動事由の概要   (増加の内訳)   単元未満株式の買取請求による取得                   203株
 

３ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。
 

４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2021年６月24日
定時株主総会

普通株式 1,267百万円 55.00円 2021年３月31日 2021年６月25日

2021年11月９日
取締役会

普通株式 576百万円 25.00円 2021年９月30日 2021年12月３日
 

　
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2022年６月23日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,267百万円 55.00円 2022年３月31日 2022年６月24日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

現金及び預金 17,025百万円 18,452百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △2百万円 △2百万円

現金及び現金同等物 17,023百万円 18,450百万円
 

 

 ２ 重要な非資金取引の内容

(1) 連結会計年度中に新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額

 
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

資産「リース資産」 277百万円 284百万円

負債「リース債務」 307百万円 316百万円
 

 

(2)  連結会計年度中に新たに計上した資産除去債務に係る資産及び負債の額

 
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

資産「建物及び構築物」 674百万円 142百万円

負債「資産除去債務」 674百万円 142百万円
 

 

※３　現金及び現金同等物を対価とする事業の譲受に係る資産及び負債の主な内訳
 

前連結会計年度 (自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)
 

該当事項はありません。

 
当連結会計年度 (自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

 

その他の事業（印刷事業）において、取得による企業結合（事業譲受）を行っております。

本件につきましては、重要性が乏しいため、当該事業譲受により増加した資産及び負債の主な内訳に関する注

記について記載を省略しております。

 
（リース取引関係）

　

１ ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

主として、スーパーマーケット事業における店舗設備（建物及び構築物並びに有形固定資産「その他」（工

具、器具及び備品））であります。

　

(2) リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　

２ オペレーティング・リース取引（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

１年内 3百万円 3百万円

１年超 29百万円 26百万円

合計 32百万円 29百万円
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３ ファイナンス・リース取引（貸主側）

(1) リース投資資産の内訳

 流動資産

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

リース料債権部分 782百万円 686百万円

見積残存価額部分 ― ―

受取利息相当額 △59百万円 △51百万円

リース投資資産 722百万円 634百万円
 

 

(2) リース債権及びリース投資資産に係るリース料債権部分の連結決算日後の回収予定額

 流動資産

 

前連結会計年度
(2021年３月31日)

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

リース債権 ― ― ― ― ― ―

リース投資資産 108百万円 108百万円 107百万円 96百万円 84百万円 275百万円
 

　

 

当連結会計年度
(2022年３月31日)

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

リース債権 ― ― ― ― ― ―

リース投資資産 111百万円 111百万円 99百万円 87百万円 79百万円 196百万円
 

 

（金融商品関係）
 

 １ 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、主にスーパーマーケット事業を行うための事業計画に照らして、必要な資金（主に金融機

関からの借入やリース契約）を調達しております。

また、一時的な余剰は安全性の高い金融資産で運用し、短期的な運転資金は金融機関からの借入により調達

しております。

なお、デリバティブ取引は、金利変動及び為替変動によるリスクを回避するために利用する場合があります

が、投機的な取引は行わない方針であります。
 

(2) 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

① 資産

現金及び預金のうち、預金はすべて円建てであり、ほとんどが要求払預金であります。

受取手形及び売掛金は、すべて１年以内の回収期日であり、顧客の信用リスクに晒されております。

リース投資資産は、スーパーマーケット事業において、当社グループが開発したショッピングセンターへ

出店したテナントに対するものであり、回収期日は決算日より最長12年後で、借手の信用リスクに晒されて

おります。

未収還付法人税等は、すべて１年以内の回収期日であります。

投資有価証券は、主に保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式であり、投資先の信用リスク及び

市場価格の変動リスクに晒されております。

長期貸付金は、主に従業員貸付金制度に基づく当社グループ従業員に対するものであり、回収期日は決算

日より最長４年後で、貸出先の信用リスクに晒されております。

敷金及び保証金は、主にスーパーマーケット事業において、当社が出店をしているショッピングセンター

の不動産賃借契約に係るものであり、約定に定めのあるものの回収期日は決算日より最長30年後で、差入先

の信用リスクに晒されております。
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② 負債

買掛金は、すべて１年以内の支払期日であります。

未払法人税等は、すべて１年以内の支払期日であります。

リース債務は、運転資金及び設備投資に必要な資金調達を目的としたものであり、返済期日は決算日より

最長21年後であります。

長期預り保証金は、主にスーパーマーケット事業において、当社グループが開発したショッピングセン

ターへ出店したテナントから受け入れているものであり、約定に定めのあるものの支払期日は決算日より最

長26年後であります。
 

③ デリバティブ取引

当連結会計年度末現在において、該当するものはありません。
 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

受取手形及び売掛金、リース投資資産、長期貸付金、敷金及び保証金について、当社グループ各社は、各

担当部門が取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手先ごとに期日及び残高を管理するとともに、

財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

市場性のない投資有価証券については、発行体ごとに財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減

を図っております。

デリバティブ取引の利用については、信用リスク軽減のため格付けの高い金融機関に限定し、所定の決裁

手続きを経た上で取引を行うこととしております。なお、当連結会計年度におけるデリバティブ取引の利用

はありません。
 

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

市場性のある投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況を把握し、保有状況を継続的に

見直しております。

デリバティブ取引については、定期的に取引の状況、時価等を把握し、為替や金利変動リスクを検証する

こととしております。なお、当連結会計年度におけるデリバティブ取引の利用はありません。
 

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、当社及びグループ各社からの報告に基づき財務部門が適時に資金繰りの計画を作成・更新すると

ともに、手元流動性を適正値に維持することにより、流動性リスクを管理しております。
 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することもあります。
 

(5) 信用リスクの集中

該当事項はありません。
 

EDINET提出書類

アクシアル　リテイリング株式会社(E03133)

有価証券報告書

113/165



 

 ２ 金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであります。
 

前連結会計年度 (2021年３月31日)
 

 
連結貸借対照表

計上額
時価 差額

 （百万円） （百万円） （百万円）

現金及び預金 17,025 17,025 ―

受取手形及び売掛金 2,953 2,953 ―

リース投資資産 722 743 20

未収還付法人税等 442 442 ―

投資有価証券    

　その他有価証券 3,076 3,076 ―

長期貸付金 22 23 0

敷金及び保証金 7,091   

　貸倒引当金 △30   

　差引：敷金及び保証金 7,061 6,632 △428

       資産合計 31,304 30,897 △407

買掛金 15,596 15,596 ―

未払法人税等 2,988 2,988 ―

リース債務 3,264 3,248 △15

長期預り保証金 5,693 5,333 △359

       負債合計 27,542 27,167 △375

    デリバティブ取引 ― ― ―
 

 
当連結会計年度 (2022年３月31日)

 

 
連結貸借対照表

計上額
時価 差額

 （百万円） （百万円） （百万円）

現金及び預金 18,452 18,452 ―

受取手形及び売掛金 4,154 4,154 ―

リース投資資産 634 646 12

未収還付法人税等 458 458 ―

投資有価証券    

　その他有価証券 2,604 2,604 ―

長期貸付金 16 16 0

敷金及び保証金 6,879   

　貸倒引当金 △30   

　差引：敷金及び保証金 6,848 6,323 △525

       資産合計 33,168 32,655 △512

買掛金 15,576 15,576 ―

未払法人税等 1,254 1,254 ―

リース債務 3,215 3,099 △115

長期預り保証金 5,608 5,153 △454

       負債合計 25,653 25,083 △570

    デリバティブ取引 ― ― ―
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(注)１ 敷金及び保証金には、個別に計上している貸倒引当金があり当該金額を控除しております。

２　長期貸付金には、１年以内に回収予定のものを含んでおります。

３　リース債務には、１年以内に返済予定のものを含んでおります。

４ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

 

非上場株式 369百万円  
 

(注) 上記については、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もることができ

ず、時価を把握することが困難と認められるため、投資有価証券には含めておりません。

５ 市場価格のない株式等

  
当連結会計年度
(2022年３月31日)

非上場株式  360百万円
 

(注) 上記については、投資有価証券に含めておりません。

６ 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
 

前連結会計年度 (2021年３月31日)
 

 
１年以内

１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

現金及び預金 2 ― ― ―

受取手形及び売掛金 2,953 ― ― ―

リース投資資産 94 361 251 16

投資有価証券     

　その他有価証券     

 　債券（社債） 5 ― ― ―

長期貸付金 7 15 ― ―

敷金及び保証金 430 1,953 1,929 2,778

合計 3,492 2,329 2,180 2,794
 

 

当連結会計年度 (2022年３月31日)
 

 
１年以内

１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

現金及び預金 2 ― ― ―

受取手形及び売掛金 4,154 ― ― ―

リース投資資産 96 346 184 6

投資有価証券     

　その他有価証券     

 　債券（社債） 5 ― ― ―

長期貸付金 6 9 ― ―

敷金及び保証金 650 1,597 1,996 2,634

合計 4,915 1,953 2,181 2,641
 

 

EDINET提出書類

アクシアル　リテイリング株式会社(E03133)

有価証券報告書

115/165



 

７ 短期借入金、社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額
 

前連結会計年度 (2021年３月31日)
 

 
１年以内

１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

短期借入金 ― ― ― ― ― ―

社債 ― ― ― ― ― ―

長期借入金 ― ― ― ― ― ―

リース債務 365 359 284 248 246 1,759

その他の有利子負債 ― ― ― ― ― ―

合計 365 359 284 248 246 1,759
 

 

当連結会計年度 (2022年３月31日)
 

 
１年以内

１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

短期借入金 ― ― ― ― ― ―

社債 ― ― ― ― ― ―

長期借入金 ― ― ― ― ― ―

リース債務 375 299 263 261 264 1,750

その他の有利子負債 ― ― ― ― ― ―

合計 375 299 263 261 264 1,750
 

 

 ３ 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

金融資産の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに

分類しております。なお、時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらの

インプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類してお

ります。

（時価レベルの分類）

・レベル１：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価

・レベル２：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価

・レベル３：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
 

(1)　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
 

当連結会計年度 (2022年３月31日)
 

区分

時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

投資有価証券     

　その他有価証券     

　　株式 2,527 ― ― 2,527

　　債券（社債） ― 5 ― 5

　　その他 ― 71 ― 71

デリバティブ取引 ― ― ― ―

　　　　資産合計 2,527 76 ― 2,604

デリバティブ取引 ― ― ― ―

　　　　負債合計 ― ― ― ―
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(2)　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
 

当連結会計年度 (2022年３月31日)
 

区分

時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

現金及び預金 ― 18,452 ― 18,452

受取手形及び売掛金 ― 4,154 ― 4,154

リース投資資産 ― 646 ― 646

未収還付法人税等 ― 458 ― 458

長期貸付金 ― 16 ― 16

敷金及び保証金 ― 6,323 ― 6,323

　　　　資産合計 ― 30,051 ― 30,051

買掛金 ― 15,576 ― 15,576

未払法人税等 ― 1,254 ― 1,254

リース債務 ― 3,099 ― 3,099

長期預り保証金 ― 5,153 ― 5,153

　　　　負債合計 ― 25,083 ― 25,083
 

(注)１ 長期貸付金には、１年以内に回収予定のものを含んでおります。

２　敷金及び保証金には、個別に計上している貸倒引当金があり、当該金額を控除しております。

３　リース債務には、１年以内に返済予定のものを含んでおります。

４ 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

(1) 現金及び預金

預金はすべて短期性のものであり、時価は帳簿価額と近似していることから、時価の算定を当該

帳簿価額によっており、その時価はレベル２に分類しております。

(2) 受取手形及び売掛金、未収還付法人税等、買掛金、未払法人税等

短期間で決済又は返済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、時価の算定を当該

帳簿価額によっており、その時価はレベル２に分類しております。

(3) リース投資資産、長期貸付金、敷金及び保証金、長期預り保証金

一定の期間ごとに分類した上で、与信管理上の信用リスク区分ごとに、その将来キャッシュ・フ

ローと国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率を基に割引現在価値法により

時価を算定しており、その時価はレベル２に分類しております。

また、貸倒懸念債権の時価は、同様の割引率による見積キャッシュ・フローの割引現在価値又は

担保及び保証による回収見込額等を基に割引現在価値法により時価を算定しており、時価に対して

観察できないインプットによる影響額が重要な場合はその時価をレベル３、そうでない場合はその

時価をレベル２に分類しております。

(4) 投資有価証券

株式は上場株式であり、時価の算定を相場価格によっております。なお、当該株式は活発な市場

で取引されているため、その時価はレベル１に分類しております。

その他は投資信託であり、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第31号 2019年７月４日 企業会計基準委員会）に定める経過措置に従い、投資信託委託会社が公

表した基準価額によって時価を算定しており、その時価はレベル２に分類しております。

債券（社債）は非上場社債であり、一定の期間ごとに分類した上で、与信管理上の信用リスク区

分ごとに、その将来キャッシュ・フローと国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せし

た利率を基に割引現在価値法により時価を算定しており、その時価はレベル２に分類しておりま

す。

なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「第５ 経理の状況 １ 連結財

務諸表等 注記事項　（有価証券関係）」をご参照ください。

(5) リース債務

元利金の合計額と当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法に

より時価を算定しており、時価はレベル２に分類しております。

(6) デリバティブ取引

該当するものはありません。
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（有価証券関係）

　

１ 売買目的有価証券

 

前連結会計年度 (自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)
 

該当事項はありません。
 

当連結会計年度 (自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)
 

該当事項はありません。
 

２ 満期保有目的の債券

 

前連結会計年度 (自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)
 

該当事項はありません。
 

当連結会計年度 (自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)
 

該当事項はありません。
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３ その他有価証券

 

前連結会計年度 (2021年３月31日)
 

区分 種類
連結貸借対照表

計上額
取得原価 差額

（百万円） （百万円） （百万円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超える
もの

株式 2,623 399 2,223

債券    

 国債・地方債等 ― ― ―

 社債 ― ― ―

 その他 ― ― ―

その他 72 23 48

小計 2,695 423 2,272

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

株式 375 518 △142

債券    

 国債・地方債等 ― ― ―

 社債 5 5 ―

 その他 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 381 523 △142

合計 3,076 946 2,130
 

 

当連結会計年度 (2022年３月31日)
 

区分 種類
連結貸借対照表

計上額
取得原価 差額

（百万円） （百万円） （百万円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超える
もの

株式 2,176 379 1,796

債券    

 国債・地方債等 ― ― ―

 社債 ― ― ―

 その他 ― ― ―

その他 71 23 48

小計 2,248 402 1,845

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

株式 350 515 △164

債券    

 国債・地方債等 ― ― ―

 社債 5 5 ―

 その他 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 356 520 △164

合計 2,604 923 1,680
 

 

４ 連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券

 

前連結会計年度 (自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)
 

該当事項はありません。
 

当連結会計年度 (自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)
 

該当事項はありません。
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５ 連結会計年度中に売却したその他有価証券

 

前連結会計年度 (自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)
 

区分
売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

（百万円） （百万円） （百万円）

株式 18 4 ―

債券    

 国債・地方債等 ― ― ―

 社債 ― ― ―

 その他 ― ― ―

その他 ― ― ―

合計 18 4 ―
 

(注) 上記「株式」の区分に記載したものは、すべて非上場株式に係るものであります。
 

当連結会計年度 (自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)
 

区分
売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

（百万円） （百万円） （百万円）

株式 26 10 9

債券    

 国債・地方債等 ― ― ―

 社債 ― ― ―

 その他 ― ― ―

その他 ― ― ―

合計 26 10 9
 

(注) 上記「株式」の区分に記載したものの内容は次のとおりであります。

　　　　上場株式　　売却額　18百万円　売却益の合計額　 3百万円　売却損の合計額　 9百万円

　　　　非上場株式　売却額　 8百万円　売却益の合計額　 7百万円　売却損の合計額　 0百万円
 

６ 保有目的を変更したその他有価証券

 

前連結会計年度 (自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)
　

該当事項はありません。
 

当連結会計年度 (自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)
 

該当事項はありません。
 

７ 減損処理を行った有価証券

 

前連結会計年度 (自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)
 

有価証券について、減損処理を行ったものはありません。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行って

おります。
 

当連結会計年度 (自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)
 

有価証券について、減損処理を７百万円（うち、その他有価証券のうち市場価格のない株式等（非上場株式）

７百万円）行っております。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行って

おります。
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（デリバティブ取引関係）

　

１ ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
 

前連結会計年度 (自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)
 

該当事項はありません。
 

当連結会計年度 (自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)
 

該当事項はありません。
　

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引
 

前連結会計年度 (自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)
 

該当事項はありません。
 

当連結会計年度 (自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)
 

該当事項はありません。

 

（退職給付関係）

　

１ 採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、役員及び従業員の退職給付に充てるため、積立型・非積立型の確定給付制度、複数事

業主制度及び確定拠出制度を採用しております。

積立型の確定給付制度（規約型確定給付企業年金制度）では、従業員の給与と勤務期間に基づいた一時金又は

年金を支給しております。なお、支給にあたっては、給付利率を変動利率とするキャッシュ・バランス・プラン

類似制度を採用しており、加入者ごとに積立額及び年金額の原資に相当する仮想個人口座を設けております。

非積立型の確定給付制度（退職一時金）では、従業員の退職給付として給与と勤務期間に基づいた一時金を支

給しております。なお、一部の連結子会社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退

職給付費用を計算しております。

複数事業主制度（複数の事業主により設立された確定給付企業年金制度）では、給与等の一部について役員及

び従業員が選択した拠出額と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支給しております。なお、加入する確定給付

企業年金基金は、複数の事業主による総合設立方式であり、自社の拠出に対する年金資産の額を合理的に計算す

ることができないため、確定拠出制度と同様に会計処理しております。

確定拠出制度では、従業員を対象に一定の掛金を外部に積み立てており、当該掛金以外に追加的な拠出義務は

負いません。

　

２ 確定給付制度（簡便法を採用した制度を除く。）

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

退職給付債務の期首残高 1,822百万円 1,831百万円

勤務費用 98百万円 99百万円

利息費用 9百万円 9百万円

数理計算上の差異の発生額 △16百万円 △110百万円

退職給付の支払額 △82百万円 △105百万円

退職給付債務の期末残高 1,831百万円 1,723百万円
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(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

年金資産の期首残高 1,499百万円 1,799百万円

期待運用収益 0百万円 ―

数理計算上の差異の発生額 252百万円 47百万円

事業主からの拠出額 128百万円 128百万円

退職給付の支払額 △82百万円 △105百万円

年金資産の期末残高 1,799百万円 1,869百万円
 

 

(3) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る

資産の調整表

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

積立型制度の退職給付債務 1,831百万円 1,723百万円

年金資産 △1,799百万円 △1,869百万円

差引 32百万円 △145百万円

非積立型制度の退職給付債務 ― ―

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 32百万円 △145百万円
 

　

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

退職給付に係る負債 32百万円 ―

退職給付に係る資産 ― △145百万円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 32百万円 △145百万円
 

 

(4) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

 
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

勤務費用 98百万円 99百万円

利息費用 9百万円 9百万円

期待運用収益 △0百万円 ―

数理計算上の差異の費用処理額 △7百万円 △61百万円

確定給付制度に係る退職給付費用 100百万円 46百万円
 

 

(5) 退職給付に係る調整額（税効果調整前）

 
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

数理計算上の差異 262百万円 96百万円

合計 262百万円 96百万円
 

　

(6) 退職給付に係る調整累計額（税効果調整前）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

未認識数理計算上の差異 298百万円 394百万円

合計 298百万円 394百万円
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(7) 年金資産に関する事項

① 年金資産の主な内訳（年金資産合計に対する主な分類ごとの比率）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

債券 53％ 61％

株式 40％ 34％

現金及び預金 4％ 3％

その他 3％ 2％

合計 100％ 100％
 

(注) 年金資産合計は、前連結会計年度及び当連結会計年度のいずれも、すべて企業年金制度に対して設定し

た退職給付信託であります。
　

② 長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成

する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮して設定しております。
　

(8) 数理計算上の計算基礎に関する事項（加重平均）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

割引率 0.50000％ 0.50000％

長期期待運用収益率 0.00385％ 0.00000％

予想昇給率 6.20000％ 5.90000％
 

 

３ 簡便法を適用した確定給付制度

(1) 簡便法を適用した制度の退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

退職給付に係る負債の期首残高 3百万円 3百万円

退職給付費用 0百万円 △0百万円

退職給付の支払額 ― △0百万円

退職給付に係る負債の期末残高 3百万円 2百万円
 

 

(2) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る

資産の調整表

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

積立型制度の退職給付債務 ― ―

年金資産 ― ―

差引 ― ―

非積立型制度の退職給付債務 3百万円 2百万円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 3百万円 2百万円
 

 

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

退職給付に係る負債 3百万円 2百万円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 3百万円 2百万円
 

　

(3) 退職給付費用

 
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

簡便法で計算した退職給付費用 0百万円 △0百万円
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４ 複数事業主制度

(1) 確定拠出制度と同様に会計処理する複数事業主制度の企業年金基金制度への要拠出額

 
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

複数事業主制度への要拠出額 409百万円 422百万円
 

 

(2) 複数事業主制度全体の積立状況に関する事項

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

基準日 2020年６月30日 2021年６月30日

年金資産の額 50,274百万円 62,838百万円

年金財政計算上の数理債務の額 △49,084百万円 △61,220百万円

差引額 1,189百万円 1,617百万円
 

(注)１ 当該複数事業主制度は、確定給付企業年金であるため、代行部分の給付がなく、最低責任準備金の額

はありません。

２　積立状況における差引額の主な要因

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

別途積立金 986百万円 1,189百万円

当年度剰余金 203百万円 428百万円
 

 

(3) 複数事業主制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合

 
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

当社グループの掛金拠出割合 2.70251％ 2.37214％
 

(注) 上記の当社グループの掛金拠出割合は、年金経理に係る分のみであり、事務費掛金及び各種要因による

掛金変動分を含んでいないため、当社グループの実際の負担率とは一致しておりません。
　

５ 確定拠出制度

 
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

確定拠出制度への要拠出額 228百万円 232百万円
 

 

（ストック・オプション等関係）

　

前連結会計年度 (自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)

　

該当事項はありません。

　

当連結会計年度 (自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

　

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

　

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

繰延税金資産   

 資産除去債務 1,832百万円 1,822百万円

 連結子会社の全面時価評価法による評価差額 749百万円 787百万円

 固定資産に係る未実現利益の連結消去 73百万円 72百万円

 未払事業税 211百万円 132百万円

 賞与引当金 782百万円 679百万円

 減損損失 1,982百万円 1,924百万円

 投資有価証券評価損 174百万円 176百万円

 その他 611百万円 541百万円

   繰延税金資産計 6,417百万円 6,137百万円

 評価性引当額 △1,532百万円 △1,482百万円

   評価性引当額計 △1,532百万円 △1,482百万円

   繰延税金資産合計 4,884百万円 4,655百万円

繰延税金負債   

 その他有価証券評価差額金 △675百万円 △543百万円

 資産除去費用 △570百万円 △536百万円

 その他 △132百万円 △135百万円

   繰延税金負債合計 △1,378百万円 △1,215百万円

     差引：繰延税金資産の純額 3,506百万円 3,439百万円
 

　

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

法定実効税率 30.5％ 30.5％

（調整）   

住民税均等割 1.1％ 1.3％

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.1％ 0.2％

繰延税金資産に対する評価性引当額の増減額 0.1％ △0.5％

受取配当金の連結消去 6.2％ 6.4％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △6.2％ △6.5％

その他 0.4％ 0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 32.2％ 31.5％
 

 
（企業結合等関係）

　

当連結会計年度 (自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

　

その他の事業（印刷事業）において、取得による企業結合（事業譲受）を行っております。

本件につきましては、重要性が乏しいため記載を省略しております。
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（資産除去債務関係）

　

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

　

 １ 当該資産除去債務の概要

主として、スーパーマーケット事業における店舗の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

　

 ２ 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得日から賃貸借契約期間満了日までと見積り、各債務の認識時点における合理的な割引率

（0.95％～1.70％）を使用し計算しております。

　

 ３ 当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

期首残高 5,459百万円 6,006百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 122百万円 128百万円

見積りの変更による調整額 551百万円 △4百万円

時の経過による調整額 50百万円 53百万円

履行による支払充当額 △151百万円 △189百万円

履行時差額及び消滅債務の取崩額 △25百万円 △19百万円

期末残高 6,006百万円 5,975百万円
 

(注)１ 期末残高は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

流動負債「その他」 201百万円 58百万円

固定負債「資産除去債務」 5,805百万円 5,916百万円
 

２　見積りの変更による調整額の内容及び影響額

前連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

(1) 不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務

スーパーマーケット事業における店舗等の不動産賃貸契約に伴う原状回復義務について認識し

ていた一部の資産除去債務について、処分方針の決定に伴い、解体撤去等に係る見積書等の新た

な情報の入手を行い検討した結果、原状回復費用に関して見積りの変更を行ったものでありま

す。この見積りの変更により、変更前の資産除去債務残高に20百万円を加算するとともに、資産

除去債務に対応する除去費用の一部については減損処理を行いました。この結果、税金等調整前

当期純利益は19百万円減少しております。

(2) 大気汚染防止法の改正に伴う石綿飛散防止対策費用

大気汚染防止法の改正（2021年４月１日施行）により、建築物等の解体工事における石綿の飛

散を防止する目的から石綿含有建材への規制対象が拡大されることとなったため、石綿飛散防止

対策等に係る見積書等の新たな情報の入手を行い検討した結果、必要な対策費用に関して見積り

の変更を行ったものであります。この見積りの変更により、変更前の資産除去債務残高に５億31

百万円を加算するとともに、資産除去債務に対応する除去費用の一部については減損処理を行い

ました。この結果、税金等調整前当期純利益は56百万円減少しております。

当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

(1) 不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務

スーパーマーケット事業における店舗等の不動産賃貸契約に伴う原状回復義務について認識し

ていた一部の資産除去債務について、処分方針の決定に伴い、解体撤去等に係る見積書等の新た

な情報の入手を行い検討した結果、原状回復費用に関して見積りの変更を行ったものでありま

す。この見積りの変更により、変更前の資産除去債務残高に14百万円を加算し、17百万円を減算

いたしました。この結果、税金等調整前当期純利益は３百万円増加しております。

(2) 大気汚染防止法の改正に伴う石綿飛散防止対策費用

建築物等の解体工事における石綿飛散防止対策費用について認識していた一部の資産除去債務

について、処分方針の決定に伴い、解体撤去等に係る見積書等の新たな情報の入手を行い検討し

た結果、原状回復費用に関して見積りの変更を行ったものであります。この見積りの変更によ

り、変更前の資産除去債務残高に１百万円を減算いたしました。この結果、税金等調整前当期純

利益は１百万円増加しております。

 
（賃貸等不動産関係）
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前連結会計年度 (自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)

　

当社の一部子会社では、賃貸収益を得ることを目的として賃貸商業施設を有しております。

なお、賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

　

当連結会計年度 (自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

　

当社の一部子会社では、賃貸収益を得ることを目的として賃貸商業施設を有しております。

なお、賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

　

（公共施設等運営事業関係）

　

前連結会計年度 (自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)

　

該当事項はありません。

 
当連結会計年度 (自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

 

該当事項はありません。

 
（収益認識関係）

 

１　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループはスーパーマーケット事業を主体とし、スーパーマーケットの店頭で各種商品の販売又はサービ

スの提供を行っております。

スーパーマーケット事業では、主に当社グループ店舗の店頭で商品を販売しており、履行義務の内容としての

顧客に移転することを約束した財又はサービスは、生鮮食品、一般食品、その他の商品及び製品（以下、これら

を総称して「商品」といいます。）が９割超を占めており、これら商品の収益は顧客への引渡しと同時に一時点

で認識されます。

したがって、顧客との契約から生じる収益を分解した情報の記載にあたっては、セグメント情報と同一の事業

セグメント区分により、商品の種類別に記載しております。
 

当連結会計年度 (自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

 

 報告セグメント

その他 合計
 

スーパー
マーケット

計

 (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

 顧客との契約から生じる収益     

   生鮮食品 112,169 112,169 ― 112,169

　　一般食品 119,940 119,940 ― 119,940

　　その他の商品及び製品 7,992 7,992 ― 7,992

   営業収入 659 659 ― 659

   その他 ― ― 808 808

合計 240,762 240,762 808 241,570

 その他の収益 4,872 4,872 7 4,879

 外部顧客への売上高 245,634 245,634 815 246,450
 

(注)１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、情報処理事業、清掃事

業、印刷事業等を含んでおります。

２ 「その他の収益」は、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）の適用範囲に含まれ

るリース取引（動産及び不動産の賃貸収入）であります。
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２　収益を理解するための基礎となる情報

(1)　契約及び履行義務に関する情報

①　履行義務に関する情報

顧客との契約から生じる収益は、主にスーパーマーケット事業におけるもので構成されており、これは連

結全体の売上高の９割超を占め、顧客のほとんどは不特定多数の一般消費者であります。

スーパーマーケット事業では、主に当社グループ店舗の店頭で商品を販売しており、履行義務の内容とし

ての顧客に移転することを約束した財又はサービスは、生鮮食品、一般食品、その他の商品及び製品（以

下、これらを総称して「商品」といいます。）が９割超を占めております。

従いまして、本注記における記載は、重要性に鑑みスーパーマーケット事業の店頭で販売する商品に関し

て記載しております。

なお、顧客との契約に関する補足説明は次のとおりであります。

（財又はサービスが他の当事者により顧客に提供されるよう手配する履行義務）

顧客に対する商品の提供における当社グループの役割が代理人と判断される取引に該当するものが一

部あります。当社グループの役割が代理人に該当するか否かについては、約束履行の主たる責任、価格

設定の裁量権、実質的な在庫リスクの有無を総合的に勘案し判定しております。

（返品、返金及びその他の類似義務）

顧客の一方的な意思表示により商品の返品を受け、その代償としての返金負債をすべき返品権が付さ

れている商品の取扱いはありません。

顧客に支払われる対価として、顧客が当社グループに対する債務額に充当できる不特定多数に配布す

る割引クーポン、自社が設けるポイントプログラムに入会した顧客に対する自社発行ポイントならびに

自社発行商品券があります。

（財又はサービスに対する保証及び関連する義務）

商品が合意された仕様に従っているという保証とは別に顧客にサービスを提供するという履行義務を

伴う保証サービスはありません。
 

②　重要な支払条件に関する情報

ａ　通常の支払期限

スーパーマーケット事業における商品の提供は、通常、その提供と引き替えに現金で決済されます。そ

の他、クレジット、電子マネーでの決済、掛売があります。これらは、通常１か月以内で現金化されま

す。

ｂ　対価に変動対価が含まれる場合のその内容

該当事項はありません。

ｃ　変動対価の見積りが通常制限される場合のその内容

該当事項はありません。

ｄ　契約に重要な金融要素が含まれる場合のその内容

該当事項はありません。
 

(2)　取引価格の算定に関する情報

①　変動対価の算定

該当事項はありません。

②　変動対価の見積りが制限される場合のその評価

該当事項はありません。

③　契約に重要な金融要素が含まれる場合の対価の額に含まれる金利相当分の調整

該当事項はありません。

④　現金以外の対価の算定

該当事項はありません。
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⑤　返品、返金及びその他の類似義務の算定

返金負債に該当するものについて、該当事項はありません。

その他の類似義務の算定については、次のとおりであります。

　割引クーポン　　　　　クーポンに記載された券面金額又は割引率で算定した金額

　自社発行ポイント　　　ポイントプログラムにより定められた金額

　自社商品券　　　　　　券面金額
 

(3)　履行義務への配分額の算定に関する情報

①　約束した財又はサービスの独立販売価格の見積り

独立販売価格は、顧客に店頭で提示した販売価格により算定しております。

②　契約の特定の部分に値引きや変動対価の配分を行っている場合の取引価格の配分

履行義務について、特定の商品に関係するものについては、該当する商品の独立販売価格に配分し、それ

以外のものについては、契約における商品の束について顧客に値引きを行っているものとして、契約におけ

るすべての履行義務に対して比例的に配分しております。
 

(4)　履行義務の充足時点に関する情報

①　履行義務を充足する通常の時点

店舗の店頭で販売する商品は、顧客から店内の精算所で対価を受け取ると同時に、顧客は商品に対する支

配を獲得し、当社グループの履行義務は一時点で充足されます。

②　一定の期間にわたり充足される履行義務について、収益を認識するために使用した方法及び該当方法が財又

はサービスの移転の忠実な描写となる根拠

該当事項はありません。

③　一時点で充足される履行義務について、約束した財又はサービスに対する支配を顧客が獲得した時点を評価

する際に行った重要な判断

一時点で充足される履行義務に関して、当社グループが対価を収受する権利、顧客が有する法的所有権、

商品の物理的占有の移転、顧客における所有リスクと経済的便益、顧客における商品の検収について、何ら

障害となるものはありません。
 

(5)　本会計基準の適用における重要な判断

①　代理人取引

商品等の販売に係る収益について、顧客に対する商品等の提供における当社グループの役割が代理人と判

断される取引（消化仕入）については、顧客から受け取る対価の総額から仕入先へ支払う対価の総額を控除

した純額で収益を認識しております。

②　センターフィー

当社グループの物流センターに納品される商品及び資材を当社グループが分荷し店舗へ配送する対価に関

する収益（センターフィー）について、商品等に対する支配の移転時期、商品等の納入とその配送のサービ

スに関する関連性を総合的に勘案し検討した結果、これらが一体の取引と判断されるものについては当該収

益が仕入先へ支払う商品等の対価の額の一部を構成するものとして、純額で商品等の調達原価を認識してお

ります。

③　割引クーポン

商品等の販売において顧客から提示される不特定多数の消費者に配布した割引クーポンについて、顧客か

ら受け取る対価の総額から当該費用を控除した純額で収益をしております。

④　自社発行ポイント

自社が設けるポイントプログラムに入会した顧客に付与するポイントについて、将来割安な価格で自社の

商品等を引き渡す履行義務を負っており、当該ポイントが使用された時点で履行義務が充足されます。な

お、当該ポイントには有効期限があり、取引価格の履行義務への配分は、未使用の当該ポイントに係る将来

の失効見込みを加味したうえで、独立販売価格に基づき行っております。また、将来の失効見込みについて

は、過去３年間の失効率を基礎に判断しております。
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⑤　自社発行商品券

自社が発行する商品券について、商品券を発行した時点で将来顧客に自社の商品を引き渡す履行義務を

負っており、当該商品券が使用された時点で履行義務が充足されます。なお、当該商品券には有効期限がな

いため、取引価格の履行義務への配分は、独立販売価格に基づき行っており、未使用の当該商品券について

は、顧客が使用する可能性が極めて低くなった時点で収益を認識しております。また、顧客が使用する可能

性が極めて低くなった時点の判断については、当該商品券の発行後10年を経過した時点と判断しておりま

す。
 

３　当連結会計年度及び翌連結会計年度の収益の金額を理解するための情報

(1)　契約資産及び契約負債の残高等

①　顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の期首残高及び期末残高

区分  
当連結会計年度
(2022年３月31日)

顧客との契約から生じた債権（期首残高）  2,953百万円

顧客との契約から生じた債権（期末残高）  4,154百万円

契約資産（期首残高）  ―

契約資産（期末残高）  ―

契約負債（期首残高）  666百万円

契約負債（期末残高）  680百万円
 

(注)１ 「顧客との契約から生じた債権」は、主にスーパーマーケット事業における顧客が利用したクレジッ

トカード決済並びにその他電子決済により生じた売掛金であります。

２ 「契約負債」は、顧客に付与した自社発行ポイントの未使用分並びに自社発行商品券の未使用分であ

ります。

②　当連結会計年度に認識した収益の額のうち期首現在の契約負債に含まれていた額

  
当連結会計年度

(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

当連結会計年度に認識した収益の額のうち
期首現在の契約負債に含まれていた額

 324百万円
 

(注) 上記金額は、自社発行ポイントの使用並びに自社発行商品券の使用により認識された収益の額でありま

す。

③　当連結会計年度中の契約資産及び契約負債の残高の重要な変動がある場合のその内容

該当事項はありません。

④　履行義務の充足の時期が通常の支払時期にどのように関連するのか並びにそれらの要因が契約資産及び契約

負債の残高に与える影響の説明

契約負債のうち自社発行ポイントに相当する分は、ポイントプログラムに基づき、顧客に対し現時点での

商品の引渡しに伴い、将来割安な価格で商品を購入できる権利を付与した履行義務に関するものでありま

す。

契約負債のうち自社発行商品券に相当する分は、顧客から商品券の対価として受領したものであり、将来

において商品券と引替えに商品等を引渡す履行義務に関するものであります。

上記契約負債は、いずれも、将来、商品等を販売し収益を認識した時点で取り崩されます。

⑤　過去の期間に充足した履行義務から当連結会計年度に認識した収益の額

該当事項はありません。
 

(2)　履行義務に配分した取引価格

①　当連結会計年度末時点で未充足の履行義務に配分した取引価格の総額

区分  
当連結会計年度
(2022年３月31日)

商品券  570百万円

ポイント債務  109百万円

合計  680百万円
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(注)１ 「収益認識に関する会計基準」第80－22項に基づき上記に含めていないものはありません。

２　顧客との契約から受け取る対価の額に、取引価格に含まれない変動対価の額等、取引価格に含まれ

ず、結果として上記に含めていないものはありません。

②　残存履行義務について収益として認識する見込時期

商品券については、顧客が通常権利行使をする可能性があると考えられる今後１年から10年の間で収益と

して認識することを見込んでおり、その金額の割合に関する見込みは、期末日後１年以内が約40％、残り約

60％がその後10年以内であります。

ポイント債務については、有効期限である１年程度の間で収益として認識することを見込んでおります。

 
（棚卸資産関係）

　

当連結会計年度 (2022年３月31日)

 

市場価格の変動により利益を得る目的をもって所有する棚卸資産に該当するものはありません。

 
（セグメント情報等）

　

【セグメント情報】

　

１ 報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、主に、商品・サービス別の事業会社を置き、各事業会社は、取り扱う商品・サービスについ

て包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。なお、事業活動は国内においてのみ行っております。

したがって、当社は事業会社を基礎とした商品・サービス別の事業セグメントで構成しており、「スーパー

マーケット」を報告セグメントとしております。

「スーパーマーケット」は、食料品の販売を主体としたスーパーマーケット業態のチェーンストアを事業展開

しております。

　

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と同一であります。

なお、報告セグメントの利益は、営業利益で示しており、セグメント間の内部収益及び振替高は、市場実勢価

格に基づいております。
 

（報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法に関する変更）

「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　注記事項　（会計方針の変更）」に記載のとおり、「収益認識

に関する会計基準」（企業会計基準第29号）等を当連結会計年度の期首から適用し、収益認識に関する会計処

理方法を変更したため、報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定

方法を同様に変更しております。

当該変更により、従来の会計処理の方法によった場合に比べ、当連結会計年度のセグメント経営成績は、

「スーパーマーケット」について、売上高が10,409百万円減少し、セグメント利益が５百万円増加しており、

「その他」について、売上高が166百万円減少し、セグメント利益については影響ありません。また、当連結会

計年度末のセグメント財政状態は、「スーパーマーケット」について、セグメント資産が36百万円減少し、セ

グメント負債が120百万円減少しており、「その他」については、セグメント資産、セグメント負債とも影響あ

りません。

なお、前連結会計年度のセグメント情報については、変更後の算定方法により作成したものを記載しており

ません。
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３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

　

前連結会計年度 (自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)

　

 報告セグメント

その他 合計
 

スーパー
マーケット

計

 （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

売上高     

  外部顧客への売上高 255,370 255,370 981 256,351

 セグメント間の内部売上高又は振替高 171 171 4,528 4,699

合計 255,542 255,542 5,509 261,051

セグメント利益 11,524 11,524 554 12,078

セグメント資産 108,060 108,060 7,238 115,299

セグメント負債 44,871 44,871 1,029 45,901

その他の項目     

  減価償却費 4,447 4,447 275 4,722

 のれん償却額 ― ― ― ―

 受取利息 56 56 14 70

 支払利息 70 70 0 70

 特別利益 4 4 0 4

   （固定資産売却益） 0 0 0 0

   （投資有価証券売却益） 4 4 ― 4

 特別損失 361 361 0 361

   （固定資産売却損） 0 0 ― 0

   （固定資産除却損） 41 41 0 42

   （減損損失） 319 319 ― 319

   （投資有価証券売却損） ― ― ― ―

   （投資有価証券評価損） ― ― ― ―

 税金費用 3,648 3,648 194 3,842

 有形固定資産及び無形固定資産の増加額 7,321 7,321 352 7,673
 

(注)１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、情報処理事業、清掃事

業、印刷事業等を含んでおります。

２ 有形固定資産及び無形固定資産の増加額は、連結キャッシュ・フロー計算書における有形固定資産の

取得による支出及び無形固定資産の取得による支出の合計額を記載しております。
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当連結会計年度 (自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

　

 報告セグメント

その他 合計
 

スーパー
マーケット

計

 （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

売上高     

  外部顧客への売上高 245,634 245,634 815 246,450

 セグメント間の内部売上高又は振替高 144 144 4,558 4,702

合計 245,779 245,779 5,373 251,153

セグメント利益 9,661 9,661 590 10,251

セグメント資産 109,830 109,830 7,386 117,217

セグメント負債 42,154 42,154 902 43,056

その他の項目     

  減価償却費 4,684 4,684 272 4,956

 のれん償却額 ― ― 0 0

 受取利息 53 53 14 68

 支払利息 66 66 0 66

 特別利益 19 19 0 19

   （固定資産売却益） 8 8 0 8

   （投資有価証券売却益） 10 10 ― 10

 特別損失 297 297 14 311

   （固定資産売却損） 159 159 ― 159

   （固定資産除却損） 15 15 14 29

   （減損損失） 105 105 ― 105

   （投資有価証券売却損） 9 9 ― 9

   （投資有価証券評価損） 7 7 ― 7

 税金費用 2,956 2,956 206 3,162

 有形固定資産及び無形固定資産の増加額 5,858 5,858 583 6,441
 

(注)１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、情報処理事業、清掃事

業、印刷事業等を含んでおります。

２ 有形固定資産及び無形固定資産の増加額は、連結キャッシュ・フロー計算書における有形固定資産の

取得による支出及び無形固定資産の取得による支出の合計額を記載しております。
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４ 報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

 

売上高
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

報告セグメント計 255,542百万円 245,779百万円

「その他」区分の売上高 5,509百万円 5,373百万円

セグメント間取引消去 △4,675百万円 △4,677百万円

その他の調整額 △24百万円 △25百万円

連結財務諸表の売上高 256,351百万円 246,450百万円
 

(注) その他の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない全社（持株会社である当社）に対する取引高の

消去であります。
 

利益
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

報告セグメント計 11,524百万円 9,661百万円

「その他」区分の利益 554百万円 590百万円

セグメント間取引消去 14百万円 △6百万円

全社費用 △788百万円 △751百万円

その他の調整額 808百万円 816百万円

連結財務諸表の営業利益 12,114百万円 10,310百万円
 

(注)１ セグメント間取引消去は、主にセグメント間の固定資産売買によって生じた未実現利益に係る調整

であります。

   ２ 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない全社（持株会社である当社）に係るものでありま

す。

   ３ その他の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない全社（持株会社である当社）に対する経営指

導料支払額の消去（前連結会計年度830百万円、当連結会計年度840百万円）であります。
 

資産
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

報告セグメント計 108,060百万円 109,830百万円

「その他」区分の資産 7,238百万円 7,386百万円

全社資産 4,046百万円 5,412百万円

その他の調整額 △5,525百万円 △5,773百万円

連結財務諸表の資産合計 113,819百万円 116,855百万円
 

(注)１ 全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない全社（持株会社である当社）に係るものでありま

す。

   ２ その他の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない全社（持株会社である当社）に対する貸付金

の消去（前連結会計年度5,020百万円、当連結会計年度5,300百万円）であります。
 

負債
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

報告セグメント計 44,871百万円 42,154百万円

「その他」区分の負債 1,029百万円 902百万円

全社負債 554百万円 529百万円

その他の調整額 △1,636百万円 △789百万円

連結財務諸表の負債合計 44,819百万円 42,796百万円
 

(注)１ 全社負債は、主に報告セグメントに帰属しない全社（持株会社である当社）に係るものでありま

す。

   ２ その他の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない全社（持株会社である当社）からの借入金の

消去（前連結会計年度1,002百万円、当連結会計年度173百万円）であります。
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 報告セグメント計 その他 調整額 連結財務諸表計上額

その他の項目
前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

 （百万円）（百万円）（百万円）（百万円）（百万円）（百万円）（百万円）（百万円）

減価償却費 4,447 4,684 275 272 △28 △27 4,694 4,929

のれん償却額 ― ― ― 0 ― ― ― 0

受取利息 56 53 14 14 △22 △23 48 44

支払利息 70 66 0 0 △14 △16 55 50

特別利益 4 19 0 0 ― ― 4 19

（固定資産売却益） 0 8 0 0 ― ― 0 8

（投資有価証券売却益) 4 10 ― ― ― ― 4 10

特別損失 361 297 0 14 △0 △0 361 311

（固定資産売却損） 0 159 ― ― ― ― 0 159

（固定資産除却損） 41 15 0 14 △0 △0 41 29

（減損損失） 319 105 ― ― △0 △0 318 105

（投資有価証券売却損) ― 9 ― ― ― ― ― 9

（投資有価証券評価損) ― 7 ― ― ― ― ― 7

税金費用 3,648 2,956 194 206 87 86 3,930 3,249

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

7,321 5,858 352 583 △26 △25 7,647 6,416
 

(注)１ 減価償却費、固定資産売却損益、固定資産除却損、減損損失、税金費用、有形固定資産及び無形固

定資産の増加額の調整額は、主にセグメント間の固定資産売買によって生じた未実現利益に係る調

整額であります。

   ２ 受取利息の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない全社（持株会社である当社）に対する貸付

金により生じた取引の消去であります。

   ３ 支払利息の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない全社（持株会社である当社）からの借入金

により生じた取引の消去であります。

 

【関連情報】

　
前連結会計年度 (自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)

　
 １ 製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。
　
 ２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。
　

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。
　
 ３ 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありませ

ん。
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当連結会計年度 (自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

　
 １ 製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。
　
 ２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。
　

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。
　
 ３ 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありませ

ん。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　

前連結会計年度 (自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)

　

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

当連結会計年度 (自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

　
セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　

前連結会計年度 (自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)

　

該当事項はありません。

　

当連結会計年度 (自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

 

 

報告セグメント

その他 調整額
連結財務諸表

計上額スーパー
マーケット

計

 （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

当期償却額 ― ― 0 ― 0

当期末残高 ― ― 2 ― 2
 

(注) 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、情報処理事業、清掃事

業、印刷事業等を含んでおります。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　

前連結会計年度 (自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)

　

該当事項はありません。

　

当連結会計年度 (自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

　

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

　

 １ 関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引
　

前連結会計年度 (自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)
　

該当事項はありません。

　

当連結会計年度 (自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)
　

該当事項はありません。

　
(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

　
前連結会計年度 (自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)

　
該当事項はありません。

　

当連結会計年度 (自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)
　

該当事項はありません。

　

 ２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報
　

前連結会計年度 (自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)
　

当社に親会社はなく、該当事項はありません。

　

当連結会計年度 (自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)
　

当社に親会社はなく、該当事項はありません。

　
(2) 重要な関連会社の要約財務情報

　
前連結会計年度 (自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)

　
該当事項はありません。

　

当連結会計年度 (自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)
　

該当事項はありません。
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（開示対象特別目的会社関係）

　

前連結会計年度 (自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)

　

該当事項はありません。

　

当連結会計年度 (自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

　

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

　

 
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

１株当たり純資産額 2,994円53銭 3,214円13銭

１株当たり当期純利益 359円44銭 307円02銭
 

(注)１ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
　

２ １株当たり純資産額の算定上の基礎

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

純資産の部の合計額 68,999百万円 74,059百万円

純資産の部の合計額から控除する金額 ― ―

普通株式に係る期末の純資産額 68,999百万円 74,059百万円

１株当たり純資産額の算定に
用いられた期末の普通株式の数

23,041,959株 23,041,756株
 

　
３ １株当たり当期純利益の算定上の基礎

 
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益 8,282百万円 7,074百万円

普通株主に帰属しない金額 ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益

8,282百万円 7,074百万円

１株当たり当期純利益の算定に
用いられた普通株式の期中平均株式数

23,042,030株 23,041,820株
 

 

（重要な後発事象）

　

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

 

【社債明細表】
　

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】
 

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 ― ― ― ―

１年内返済予定の長期借入金 ― ― ― ―

１年内返済予定のリース債務 365 375 1.232 ─

長期借入金
（１年内返済予定のものを除く）

― ― ― ―

リース債務
（１年内返済予定のものを除く）

2,899 2,839 1.232
2023年４月～
2042年４月

その他有利子負債 ― ― ─ ―

合計 3,264 3,215 ─ ―
 

(注)１ 「平均利率」については、借入金等の当期末残高に対する加重平均利率を記載しており、１年以内に

返済予定のものを含めて算出しております。
２ 連結決算日後５年内における返済予定額（１年内返済予定のものを除く。）は以下のとおりでありま

す。

区分
１年超２年内
(百万円)

２年超３年内
(百万円)

３年超４年内
(百万円)

４年超５年内
(百万円)

長期借入金 ― ― ― ―

リース債務 299 263 261 264

その他有利子負債 ― ― ― ―
 

 

【資産除去債務明細表】
 

区分
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務 5,481 183 211 5,453

大気汚染防止法に伴う石綿飛散防止対策費用 525 12 16 521

合計 6,006 196 227 5,975
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(2) 【その他】
 

当連結会計年度における四半期情報等
 

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 60,107 122,638 185,627 246,450

税金等調整前
四半期（当期）純利益

(百万円) 2,971 3,966 8,899 10,323

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益

(百万円) 2,023 5,828 6,019 7,074

１株当たり
四半期（当期）純利益

(円) 87.82 172.14 261.24 307.02
 

 
（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり
四半期純利益

(円) 87.82 84.31 89.10 45.78
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2021年３月31日)
当事業年度

(2022年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,469 4,897

  貯蔵品 0 1

  前払費用 3 2

  関係会社短期貸付金 770 ―

  1年内回収予定の関係会社長期貸付金 58 58

  未収入金 11 11

  未収還付法人税等 432 373

  その他 213 226

  流動資産合計 ※２  4,959 ※２  5,571

 固定資産   

  有形固定資産   

   工具、器具及び備品 0 0

   有形固定資産合計 0 0

  無形固定資産   

   商標権 2 1

   ソフトウエア 0 ―

   無形固定資産合計 2 1

  投資その他の資産   

   投資有価証券 62 62

   関係会社株式 26,369 26,369

   出資金 0 0

   関係会社長期貸付金 173 115

   繰延税金資産 92 92

   投資その他の資産合計 26,698 26,639

  固定資産合計 26,701 26,641

 資産合計 31,661 32,213
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2021年３月31日)
当事業年度

(2022年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  関係会社短期借入金 5,020 5,300

  未払金 24 24

  未払費用 243 258

  未払法人税等 24 24

  未払消費税等 23 11

  預り金 4 4

  役員賞与引当金 251 227

  賞与引当金 17 15

  流動負債合計 ※２  5,608 ※２  5,865

 負債合計 5,608 5,865

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,159 3,159

  資本剰余金   

   資本準備金 13,731 13,731

   その他資本剰余金 226 226

   資本剰余金合計 13,957 13,957

  利益剰余金   

   利益準備金 327 327

   その他利益剰余金   

    別途積立金 7,000 7,000

    繰越利益剰余金 2,833 3,128

   利益剰余金合計 10,161 10,455

  自己株式 △1,225 △1,226

  株主資本合計 26,053 26,347

 純資産合計 26,053 26,347

負債純資産合計 31,661 32,213
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② 【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当事業年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

営業収益   

 受取配当金 2,465 2,160

 経営指導料 830 840

 営業収益合計 ※１  3,295 ※１  3,000

営業費用   

 役員報酬 161 159

 従業員給料 91 87

 役員賞与引当金繰入額 251 227

 従業員賞与 6 9

 賞与引当金繰入額 17 15

 退職給付費用 82 77

 法定福利費 37 36

 地代家賃 5 5

 減価償却費 1 1

 租税公課 14 21

 株式事務費 87 88

 支払手数料 56 56

 その他 △26 △11

 営業費用合計 ※１  786 ※１  774

営業利益 2,508 2,225

営業外収益   

 受取利息及び受取配当金 20 19

 その他 5 4

 営業外収益合計 ※１  25 ※１  23

営業外費用   

 支払利息 26 26

 その他 0 0

 営業外費用合計 ※１  26 ※１  26

経常利益 2,508 2,223

税引前当期純利益 2,508 2,223

法人税、住民税及び事業税 88 84

法人税等調整額 △2 0

法人税等合計 85 85

当期純利益 2,422 2,138
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自 2020年４月１日　至 2021年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 3,159 13,731 226 13,957

当期変動額     

剰余金の配当    ―

当期純利益    ―

自己株式の取得    ―

当期変動額合計 ― ― ― ―

当期末残高 3,159 13,731 226 13,957
 

 

 

株主資本

純資産合計
利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 327 7,000 2,185 9,513 △1,224 25,406 25,406

当期変動額        

剰余金の配当   △1,774 △1,774  △1,774 △1,774

当期純利益   2,422 2,422  2,422 2,422

自己株式の取得    ― △1 △1 △1

当期変動額合計 ― ― 647 647 △1 646 646

当期末残高 327 7,000 2,833 10,161 △1,225 26,053 26,053
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当事業年度(自 2021年４月１日　至 2022年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 3,159 13,731 226 13,957

当期変動額     

剰余金の配当    ―

当期純利益    ―

自己株式の取得    ―

当期変動額合計 ― ― ― ―

当期末残高 3,159 13,731 226 13,957
 

 

 

株主資本

純資産合計
利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 327 7,000 2,833 10,161 △1,225 26,053 26,053

当期変動額        

剰余金の配当   △1,843 △1,843  △1,843 △1,843

当期純利益   2,138 2,138  2,138 2,138

自己株式の取得    ― △0 △0 △0

当期変動額合計 ― ― 294 294 △0 293 293

当期末残高 327 7,000 3,128 10,455 △1,226 26,347 26,347
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【注記事項】

 

（継続企業の前提に関する事項）

　

該当事項はありません。

 

（重要な会計方針）

　

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法によっております。

　

(2) その他有価証券

① 市場価格のない株式等

主として移動平均法による原価法によっております。

　

２ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に

よっております。

　

３ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建

物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

工具、器具及び備品 ２年 ～ 15年

　

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間に基づく定額法によっており

ます。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

商標権 10年、ソフトウエア ５年

　

４ 引当金の計上基準

(1) 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき計上しておりま

す。

　

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき当事業年度の負担額を計上しており

ます。
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５ 収益及び費用の計上基準

(1) 約束した財又はサービスに係る収益及び費用の計上基準

当社は純粋持株会社として、子会社の支配及び経営管理を行っております。また、顧客はすべて当社の子会

社であります。

なお、当社の売上高は、経営指導料収入と配当金収入（子会社からの受取配当金）で構成されております。

配当金収入については、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日　企業会計基

準委員会）等の範囲に含まれる金融商品に係る取引であるため、顧客との契約から生じる収益の対象外となり

ます。経営指導料収入は、子会社における企業経営全般に関するサービスの提供であり、履行義務の内容とし

ての顧客に移転することを約束した財又はサービスは、当該日常的又は反復的なサービス（以下、「サービ

ス」といいます。）であります。

顧客に対するサービスの提供は、月単位で継続的に行われるため、一定の期間にわたり充足される履行義務

と判断しており、当該サービスは、役務を提供する月単位で収益を認識しております。

なお、顧客に対するサービスの提供における当社の役割が代理人と判断される取引に該当するものはありま

せん。

 

（重要な会計上の見積り）

　

前事業年度 (自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)

 

１ 関係会社株式の評価

 

(1) 重要な会計上の見積りを示す項目に関する事項

当社は、当社グループ各社の株式を保有し、当社グループ全体の事業運営を統括する純粋持株会社であり、

資産構成は関係会社株式で大半を占めていることから、当事業年度の財務諸表を作成するに当たって行った会

計上の見積りのうち、翌事業年度の財務諸表に重要な影響を及ぼすリスクがあるものとして、関係会社株式の

評価が重要な会計上の見積りを示す項目と認識しております。なお、本項目における関係会社株式は、「金融

商品に関する会計基準及び同実務指針」による評価の対象となるものであります。
 

(2) 当事業年度の財務諸表に計上した金額

関係会社株式の評価に関し、当事業年度においては、取得価額が評価額に対し著しく下落したと認められる

関係会社株式はなく、関係会社株式評価損の計上はありません。なお、当事業年度末現在における関係会社株

式は、総資産に対し83.3％を占めており、その内容は次のとおりであります。

関係会社株式  26,369百万円
 

 

(3) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

① 金額の算出方法

関係会社株式の評価にあたり、その発行会社の純資産等に基づく評価額が取得原価に比べ50％以上下落し

た場合には、関係会社株式の取得原価を評価額まで減損し、当該減少額を関係会社株式評価損として計上す

ることとしております。

なお、評価額は、当該関係会社の純資産に基づく１株当たり純資産額に加え、翌事業年度の予算等を加味

した１株当たり実質評価額の合理的な見積りにより算定しております。
 

②　重要な会計上の見積りに用いた主要な仮定

ａ　翌事業年度の予算等

翌事業年度における関係会社の事業計画に基づく予算等を検討し、当該会社の１株当たり純資産額を著

しく棄損させる兆候の有無、その影響を検討しております。

なお、新型コロナウイルス感染症の影響につきましては、「第５　経理の状況　２　財務諸表等　注記

事項　（追加情報）」に記載のとおり重要な影響はないものと考えております。
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③　重要な会計上の見積りが当事業年度の翌事業年度の財務諸表に与える影響その他の会計上の見積りの内容に

関する情報

関係会社株式の１株当たり実質評価額の評価に関する前提条件には、当該株式を発行する関係会社の翌事

業年度における予算等の検証が含まれますが、これらの前提条件は現時点で想定しうる与件を前提とした見

積りに基づくため、将来の関係会社における大幅な業績不振や重要事象等の発生により、関係会社株式の評

価額を著しく棄損させる変化又は取得原価の回収不能が見込まれた場合、翌事業年度の財務諸表において、

関係会社株式評価損の計上が必要となる可能性があります。

 
当事業年度 (自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

　

１ 関係会社株式の評価

 

(1) 重要な会計上の見積りを示す項目に関する事項

当社は、当社グループ各社の株式を保有し、当社グループ全体の事業運営を統括する純粋持株会社であり、

資産構成は関係会社株式で大半を占めていることから、当事業年度の財務諸表を作成するに当たって行った会

計上の見積りのうち、翌事業年度の財務諸表に重要な影響を及ぼすリスクがあるものとして、関係会社株式の

評価が重要な会計上の見積りを示す項目と認識しております。なお、本項目における関係会社株式は、「金融

商品に関する会計基準及び同実務指針」による評価の対象となるものであります。
 

(2) 当事業年度の財務諸表に計上した金額

関係会社株式の評価に関し、当事業年度においては、取得価額が評価額に対し著しく下落したと認められる

関係会社株式はなく、関係会社株式評価損の計上はありません。なお、当事業年度末現在における関係会社株

式は、総資産に対し81.9％を占めており、その内容は次のとおりであります。

関係会社株式  26,369百万円
 

 

(3) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

① 金額の算出方法

関係会社株式の評価にあたり、その発行会社の純資産等に基づく評価額が取得原価に比べ50％以上下落し

た場合には、関係会社株式の取得原価を評価額まで減損し、当該減少額を関係会社株式評価損として計上す

ることとしております。

なお、評価額は、当該関係会社の純資産に基づく１株当たり純資産額に加え、翌事業年度の予算等を加味

した１株当たり実質評価額の合理的な見積りにより算定しております。
 

②　重要な会計上の見積りに用いた主要な仮定

ａ　翌事業年度の予算等

翌事業年度における関係会社の事業計画に基づく予算等を検討し、当該会社の１株当たり純資産額を著

しく棄損させる兆候の有無、その影響を検討しております。

なお、新型コロナウイルス感染症の影響につきましては、「第５　経理の状況　２　財務諸表等　注記

事項　（追加情報）」に記載のとおり重要な影響はないものと考えております。
 

③　重要な会計上の見積りが当事業年度の翌事業年度の財務諸表に与える影響その他の会計上の見積りの内容に

関する情報

関係会社株式の１株当たり実質評価額の評価に関する前提条件には、当該株式を発行する関係会社の翌事

業年度における予算等の検証が含まれますが、これらの前提条件は現時点で想定しうる与件を前提とした見

積りに基づくため、将来の関係会社における大幅な業績不振や重要事象等の発生により、関係会社株式の評

価額を著しく棄損させる変化又は取得原価の回収不能が見込まれた場合、翌事業年度の財務諸表において、

関係会社株式評価損の計上が必要となる可能性があります。
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（会計方針の変更）
 

１ 収益認識に関する会計基準等
 

(1) 当該会計基準等の名称

・　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日 企業会計基準委員会）

・　「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2021年３月26日 企業会計基準

委員会）

（以下、「本会計基準等」といいます。）
 

(2) 当該会計方針の変更の内容

本会計基準等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当

該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額により収益を認識することとしております。

なお、本会計基準等の適用による重要な変更はありません。

　

(3) 経過措置に従って会計処理を行ったことに関する事項

本会計基準等の適用については、「収益認識に関する会計基準」第84項ただし書きに定める経過的な取扱い

に従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を当事業年度の

期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用いたしますが、当事業年度の期首の利益

剰余金に加減すべき当該累積的影響額はありません。

ただし、「収益認識に関する会計基準」第86項に定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに従前

の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に新たな会計方針を遡及適用しておりません。ま

た、「収益認識に関する会計基準」第86項また書き（１）に定める方法を適用し、当事業年度の期首より前ま

でに行われた契約変更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき会計処理を行い、その累

積的影響額を当事業年度の期首の利益剰余金に加減いたしますが、当事業年度の期首の利益剰余金に加減すべ

き当該累積的影響額はありません。

　

(4) 本会計基準等の適用による影響等

本会計基準等の適用により、従来の会計処理の方法によった場合に比べ、財務諸表に与える影響はありませ

ん。

なお、「収益認識に関する会計基準」第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度について新た

な表示方法により組替えを行っておりません。さらに、「収益認識に関する会計基準」第89-３項に定める経過

的な取扱いに従い、前事業年度に係る「収益認識関係」注記については記載しておりません。

 
２ 時価の算定に関する会計基準等

 

(1) 当該会計基準等の名称

・　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日 企業会計基準委員会）

・　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2019年７月４日 企業会計基

準委員会）

・　「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 2019年７月４日 企業会計基準委員会）

・　「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日 企業会計基準委員会）

・　「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 2020年３月31日 企業会計

基準委員会）

（以下、「本会計基準等」といいます。）
 

(2) 当該会計方針の変更の内容

本会計基準等を当事業年度の期首から適用し、時価を算定日において市場参加者間で秩序ある取引が行われ

ると想定した場合の当該取引における資産の売却によって受け取る価格又は負債の移転のために支払う価格と

し、その時価によって主に金融商品を評価することとしております。
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(3) 経過措置に従って会計処理を行ったことに関する事項

本会計基準等の適用については、「時価の算定に関する会計基準」第19項及び「金融商品に関する会計基

準」第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、本会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用

することとしております。
 

(4) 本会計基準等の適用による影響等

本会計基準等の適用により、従来の会計処理の方法によった場合に比べ、財務諸表に与える影響はありませ

ん。

 
（表示方法の変更）

 

該当事項はありません。

　

（会計上の見積りの変更）

　

該当事項はありません。

 

（追加情報）

　

１ 会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の影響

 

(1) 概要

会計基準では、会計上の見積りを「資産及び負債や収益及び費用等の額に不確実性がある場合において、財

務諸表作成時に入手可能な情報に基づいて、その合理的な金額を算出すること」と定義しております。また、

「財務諸表作成時に入手可能な情報に基づいて、その合理的な金額を算出する」上では、新型コロナウイルス

感染症の影響のように不確実性が高い事象においても、一定の仮定を置き最善の見積りを行うことが求められ

ております。一定の仮定を置くにあたっては、外部の情報源に基づく客観性のある情報を用いることができる

場合には、これを可能な限り用いることが望ましいとされている一方、今般の新型コロナウイルス感染症の影

響については、会計上の見積りの参考となる前例がなく、今後の広がり方や収束時期等に統一的な見解がない

ため、外部の情報源に基づく客観性のある情報が入手できない状況にあります。この場合、新型コロナウイル

ス感染症の影響については、企業自ら一定の仮定を置くこととされております。
 

(2) 会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の影響に関する一定の仮定

・　新型コロナウイルス感染症の今後の広がり方や収束時期については、想定の域を超えるものでありますが、

現状に鑑み、一定程度、世界的な感染状況は続き、世界経済及び国内経済に影響を及ぼすものと考えており

ます。なお、当社は、スーパーマーケット事業を事業主体とする企業集団の純粋持株会社であり、当社グ

ループの事業活動の範囲は、本邦（地方圏）のみであることから、国内の状況が主たる影響要素となります

が、翌事業年度中は、当社の子会社の業績変動を通じ、当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況に何らかの影響があるものと考えております。

・　当社グループは、スーパーマーケットを事業主体としており、ライフラインとしての社会的役割を担ってお

ります。そのため、行政による休業要請の対象とはならない事業継続を前提としております。なお、当社の

子会社の事業継続において、商品の調達に関しては、一部商品で制限があるものの全体としては、重要な影

響はないものと考えております。また、店舗の営業においては、一時的に休業しなければならない事態に

なったとしても対象店舗の範囲及び対象期間は限定的であり、全体として重要な影響はないものと考えてお

ります。

・　当社の子会社の販売動向につきましては、外出自粛要請や生活様式の変化等による内食、中食需要の高まり

から、売上高の増加があるものと考えておりますが、一方で、経済活動停滞による消費者の収入減少、節約

志向の高まりによる売上高の減少もあるものと考えております。なお、増減全体を勘案したその程度は、当

社の子会社が主に取り扱う商品（日常的に消費される食品）の特性上、平時と比較して重要な影響を及ぼす

ものではないと考えております。
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・　以上のとおり、新型コロナウイルス感染症が、当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

与える影響は、プラス要素とマイナス要素が混在しておりますが、財務諸表の作成に当たって用いた会計上

の見積り（関係会社株式の評価等）において、これらの要素はいずれも重要な影響がないものと仮定し、過

去の経営成績を参考に、通常予測可能な事項を盛り込んだ形で算定しております。

 
（貸借対照表関係）

　

 １ 保証債務

(1) 他の会社の仕入債務に対する債務保証

 
前事業年度

(2021年３月31日)
当事業年度

(2022年３月31日)

(株)原信 50百万円 43百万円

(株)ナルス 8百万円 7百万円

原信ナルスオペレーションサービス(株) 1,077百万円 1,130百万円

アクシアル　レーベル株式会社 31百万円 47百万円

(株)原興産 0百万円 0百万円

合計 1,167百万円 1,229百万円
 

　

※２ 関係会社に対する金銭債権又は金銭債務（区分表示したものを除く）

 
前事業年度

(2021年３月31日)
当事業年度

(2022年３月31日)

短期金銭債権 212百万円 226百万円

短期金銭債務 33百万円 36百万円
 

 

（損益計算書関係）
 

※１ 関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額

 
前事業年度

(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当事業年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

営業取引（収入分） 3,295百万円 3,000百万円

営業取引（支出分） 21百万円 23百万円

営業取引以外の取引（収入分） 19百万円 18百万円

営業取引以外の取引（支出分） 22百万円 23百万円
 

 

（有価証券関係）

　

子会社株式について、市場価格があるものはありません。また、関連会社株式について、保有しているものはあ

りません。

なお、市場価格がないため、時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式の貸借対照表計上額は、

次のとおりであります。

 
前事業年度

(2021年３月31日)
 

子会社株式 26,369百万円  
 

また、市場価格のない子会社株式の貸借対照表計上額は、次のとおりであります。

  
当事業年度

(2022年３月31日)

子会社株式  26,369百万円
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（税効果会計関係）

　

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(2021年３月31日)
当事業年度

(2022年３月31日)

繰延税金資産   

 未払事業税 4百万円 5百万円

 賞与引当金 5百万円 4百万円

 投資有価証券評価損 79百万円 79百万円

 その他 2百万円 2百万円

   繰延税金資産合計 92百万円 92百万円
 

　

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前事業年度

(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当事業年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

法定実効税率 30.5％ 30.5％

（調整）   

役員賞与引当金 2.3％ 2.3％

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.5％ 0.6％

住民税均等割 0.0％ 0.1％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △30.0％ △29.6％

その他 0.1％ △0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 3.4％ 3.8％
 

 

（企業結合等関係）

　

当事業年度 (自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

　

該当事項はありません。
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（収益認識関係）
 

１　収益を理解するための基礎となる情報

(1)　契約及び履行義務に関する情報

①　履行義務に関する情報

顧客との契約から生じる収益は、子会社の支配及び経営管理に関するものであり、顧客はすべて当社の子

会社であります。

なお、当社の売上高は、経営指導料収入と配当金収入（子会社からの受取配当金）で構成されておりま

す。配当金収入については、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日　企業

会計基準委員会）等の範囲に含まれる金融商品に係る取引であるため、顧客との契約から生じる収益の対象

外となります。

経営指導料収入は、子会社における企業経営全般に関するサービスの提供であり、履行義務の内容として

の顧客に移転することを約束した財又はサービスは、当該日常的又は反復的なサービス（以下、「サービ

ス」といいます。）であります。

従いまして、本注記における記載は、経営指導料収入に関して記載しております。

なお、顧客との契約に関する補足説明は次のとおりであります。

（財又はサービスが他の当事者により顧客に提供されるよう手配する履行義務）

顧客に対する商品の提供における当社グループの役割が代理人と判断される取引に該当するものはあ

りません。

（返品、返金及びその他の類似義務）

顧客の一方的な意思表示によりサービスの返品を受け、その代償としての返金負債をすべき返品権が

付されているサービスの取扱いはありません。

顧客に支払われる対価に該当するものはありません。

（財又はサービスに対する保証及び関連する義務）

商品が合意された仕様に従っているという保証とは別に顧客にサービスを提供するという履行義務を

伴う保証サービスはありません。
 

②　重要な支払条件に関する情報

ａ　通常の支払期限

サービスの提供は、通常、サービスを提供した月内に請求し、当月内に決済されます。

ｂ　対価に変動対価が含まれる場合のその内容

該当事項はありません。

ｃ　変動対価の見積りが通常制限される場合のその内容

該当事項はありません。

ｄ　契約に重要な金融要素が含まれる場合のその内容

該当事項はありません。
 

(2)　取引価格の算定に関する情報

①　変動対価の算定

該当事項はありません。

②　変動対価の見積りが制限される場合のその評価

該当事項はありません。

③　契約に重要な金融要素が含まれる場合の対価の額に含まれる金利相当分の調整

該当事項はありません。

④　現金以外の対価の算定

該当事項はありません。

⑤　返品、返金及びその他の類似義務の算定

該当事項はありません。
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(3)　履行義務への配分額の算定に関する情報

①　約束した財又はサービスの独立販売価格の見積り

独立販売価格は、顧客と取り交わした契約金額により算定しております。

②　契約の特定の部分に値引きや変動対価の配分を行っている場合の取引価格の配分

該当事項はありません。
 

(4)　履行義務の充足時点に関する情報

①　履行義務を充足する通常の時点

顧客に提供するサービスは、月単位で継続的に提供し、顧客はサービスに対する支配を獲得し、当社の履

行義務は充足します。

②　一定の期間にわたり充足される履行義務について、収益を認識するために使用した方法及び該当方法が財又

はサービスの移転の忠実な描写となる根拠

顧客に対するサービスの提供は、月単位で継続的に行われるため、一定の期間にわたり充足される履行義

務と判断しております。なお、当該サービスは、役務を提供する月単位で収益を認識しておりますが、これ

は、日常的又は反復的なサービスであり、顧客との契約における義務を履行するにつれて、顧客が便益を享

受すると考えられるためであります。

③　一時点で充足される履行義務について、約束した財又はサービスに対する支配を顧客が獲得した時点を評価

する際に行った重要な判断

該当事項はありません。
 

(5)　本会計基準の適用における重要な判断

該当事項はありません。

 
（重要な後発事象）

　

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

　

【有形固定資産等明細表】

　

区分 資産の種類
当期首
残高

当期
増加額

当期
減少額

当期
償却額

当期末
残高

減価償却
累計額

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

有形固定資産 工具、器具及び備品 0 ― 0 0 0 2

 合計 0 ― 0 0 0 2

無形固定資産 商標権 2 ― ― 0 1 ―

 ソフトウエア 0 ― ― 0 ― ―

 合計 2 ― ― 1 1 ―
 

(注)　当期減少額のうち主なもの

　　　　　　　　（除却）　パーソナル・コンピューター　１台　０百万円

 
【引当金明細表】

　

科目
当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

役員賞与引当金 251 227 251 227

賞与引当金 17 15 17 15
 

 

(2) 【主な資産及び負債の内容】

　

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 
(3) 【その他】

　

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

   取扱場所
 

（特別口座）
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

   株主名簿管理人
 

（特別口座）
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

    取次所 ――――――

    買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

単元未満株式の買増し  

   取扱場所
 

（特別口座）
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

   株主名簿管理人
 

（特別口座）
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

    取次所 ――――――

    買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができな
い場合は、日本経済新聞に掲載して公告を行います。
なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、そのURLは次のとおりです。
 https://www.axial-r.com/
また、会社法第440条第４項の規定により、決算公告は行いません。

株主に対する特典

株主優待制度を設けております。
１  株主優待制度の内容

 (1) 対象者 毎年３月31日及び９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された100株以上を所有する

株主様

 (2) 内容 ご所有の株式数に応じて、いずれか１点をお選びいただきます。

 各々の贈呈基準は「２  株主優待制度の贈呈基準」を参照ください。

 (3) 贈呈方法 対象者に案内書を送付し、案内書に添付された指定書に必要事項をご記入の上ご返送

いただき、指定書と引き替えに贈呈いたします。

 (4) 贈呈時期 ３月31日現在の株主様へは、同年７月下旬に発送予定

 ９月30日現在の株主様へは、翌年１月下旬に発送予定
 

２ 株主優待制度の贈呈基準

 (1) 100株以上499株までの株主様（下記２点よりいずれか１点）

・ 株主優待券（１枚100円）(注)                                    15枚  1,500円分

・ クオカード                                           1,000円分

 (2) 500株以上999株までの株主様（下記３点よりいずれか１点）

・ 株主優待券（１枚100円） (注)                                    30枚  3,000円分

・ クオカード                                           2,000円分

・ 新潟県産こしひかり(米)                                    ５kg

 (3) 1,000株以上の株主様（下記４点よりいずれか１点）

・ 株主優待券（１枚100円） (注) (1,000株以上 1,999株までの株主様)  50枚  5,000円分

 (2,000株以上 2,999株までの株主様) 100枚 10,000円分

 (3,000株以上 3,999株までの株主様) 150枚 15,000円分

 (4,000株以上 4,999株までの株主様) 200枚 20,000円分

 (5,000株以上の株主様)             250枚 25,000円分

・ クオカード                                           3,000円分

・ 新潟県産こしひかり（米）                                    10kg

・ 自社開発商品詰め合わせ                                    １セット
 

 (注) 株主優待券について

① 使用方法 １回のお支払金額1,000円以上につき、1,000円ごとに１枚(割引額100円)
ご使用可能

② 使用できる店舗

   及び対象商品

原信、ナルス、フレッセイの直営売場における専売品、商品券及びその
他の当社指定の商品を除く全商品

③ 使用可能期間 ３月31日現在の株主様への株主優待券は、配布日から翌年１月31日まで

９月30日現在の株主様への株主優待券は、配布日から同年７月31日まで
 

 

(注) 当社定款の定めにより、単元未満株式を有する株主は、その有する単元未満株式について、以下に掲げる権利

以外の権利を行使することができません。

 　① 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

 　② 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

 　③ 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

 　④ 株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる株式を売り渡すことを請求する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

  

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

 

事業年度 第70期（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日）

2021年６月25日 関東財務局長に提出
 

事業年度 第71期（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日）

2022年６月24日 関東財務局長に提出

 

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

　

2021年６月25日 関東財務局長に提出
 

2022年６月24 日 関東財務局長に提出

 

(3) 四半期報告書及び確認書

　

第71期第１四半期（自 2021年４月１日 至 2021年６月30日）

2021年８月11日 関東財務局長に提出
 

第71期第２四半期（自 2021年７月１日 至 2021年９月30日）

2021年11月10日 関東財務局長に提出
 

第71期第３四半期（自 2021年10月１日 至 2021年12月31日）

2022年２月９日 関東財務局長に提出

 

(4) 臨時報告書

　

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の規定

に基づく臨時報告書

　

2021年６月25日 関東財務局長に提出
 

2022年６月24日 関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 
 

2022年６月23日

 
 
アクシアル　リテイリング株式会社
 

 取 締 役 会 御中
 

 
 

有限責任監査法人トーマツ

新潟事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員  公認会計士 石   尾   雅   樹 ㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員  公認会計士 齋   藤   康   宏 ㊞

 

 
 
 
＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるアクシアル　リテイリング株式会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行っ

た。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ア

クシアル　リテイリング株式会社及び連結子会社の2022年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会

計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重

要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見

の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

 
スーパーマーケット事業に係る固定資産の減損

（監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由）

注記事項（重要な会計上の見積り）に記載のとおり、連結貸借対照表に計上されている固定資産には、スー

パーマーケット事業に係る減損会計の適用対象となる固定資産68,413百万円が含まれており、当該金額は総資産

の58.5%を占めている。また、会社は当連結会計年度において、収益性が著しく低下した店舗に関する資産及び賃

貸資産等について、固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、105百万円の減損損失を計上している。

会社は減損会計を適用するにあたり、店舗ごとに資産のグルーピング（概ね独立したキャッシュ・フローを生

み出す最小の単位）を行っており、減損の兆候の有無を判定している。減損の兆候が識別された店舗について

は、当該店舗の将来キャッシュ・フローを見積り、割引前将来キャッシュ・フローの合計額が固定資産帳簿価額

を下回った場合、固定資産帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失を計上している。

将来キャッシュ・フローの見積りは、翌年度の予算を基礎として、過去の実績や外部環境の変化及び会社の店

舗運営戦略等を考慮の上、店舗ごとに策定されている。当該見積りには、社会的・政治的な環境や消費者の購買

動向、競合他社の販促施策や出退店等といった予測が難しい外部要因の変化や当該変化に対応するための自社の

販促施策や出退店等といった内部要因により影響を受けることになるため、不確実性を伴うものであり、以下の

重要な仮定が用いられている。

・　各店舗の将来売上高予測（変動率）

・　各店舗の将来売上総利益率予測（変動値）

・　各店舗の将来販売費及び一般管理費予測（変動率）

また、注記事項（追加情報）に記載のとおり、新型コロナウイルス感染症が各店舗の将来キャッシュ・フロー

に与える影響はプラス要素・マイナス要素が混在しているが、これらの要素はいずれも重要な影響を及ぼすもの

ではないという仮定に基づいている。

以上のことから、減損会計における店舗ごとの将来キャッシュ・フローの見積り及び当該見積りに使用された

仮定は経営者による主観的な判断を伴い、不確実性が高い領域であることから、当監査法人は当該事項を監査上

の主要な検討事項に該当するものと判断した。

（監査上の対応）

当監査法人は、減損会計における店舗ごとの将来キャッシュ・フローの見積り及び当該見積りに使用された仮

定を検討するにあたり、主として以下の監査手続を実施した。

(1) 内部統制の評価

・　固定資産の減損に係る内部統制の整備及び運用状況の有効性を評価した。評価にあたっては、特に将来

キャッシュ・フローの見積りに関する統制に焦点を当てた。

(2) 将来キャッシュ・フロー見積りの合理性の評価

・　過年度の将来キャッシュ・フローの見積りと実績値を比較し、差異については乖離状況の分析を行うとと

もに原因を経営者に質問することにより、将来キャッシュ・フローの見積りの精度を検討した。

・　将来キャッシュ・フローの見積り及び当該見積りに使用された仮定を理解するため、経営者と議論すると

ともに、取締役会及び経営会議の営業報告資料を査閲した。

・　新型コロナウイルス感染症がスーパーマーケット事業に与える影響について、経営者と議論するととも

に、経営者が用いた将来キャッシュ・フローの見積りを行う上での仮定の合理性を評価した。

・　店舗ごとの将来キャッシュ・フロー見積りに含まれる重要な仮定である将来の売上高予測（変動率）、売

上総利益予測（変動値）について、経営者と議論するとともに、翌期予算との整合性の確認、商品戦略、

設備投資計画との整合性の確認、入手可能な競合店の出退店情報との比較、過去実績からの趨勢分析を実

施し、仮定の合理性を評価した。

・　販売費及び一般管理費予測（変動率）について、経営者と議論するとともに、販促施策との整合性の確

認、設備投資計画との整合性の確認及び過去実績からの趨勢分析を実施し、仮定の合理性を評価した。

・　監査人が将来キャッシュ・フローに一定の不確実性を織り込んだ場合に、減損損失の認識の要否に関する

判断に与える影響について検討した。
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その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の

記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内

容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そ

のような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分か

つ適切な監査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性

及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に

基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるか

どうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務

諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、連結財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日ま

でに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可

能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基

礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠

を入手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独

で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判

断した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表

が禁止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利

益を上回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
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＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、アクシアル　リテイリング株

式会社の2022年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、アクシアル　リテイリング株式会社が2022年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準

に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統

制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から

独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
内部統制報告書に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 
内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ

いて合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに

ある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施

する。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選

択及び適用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての

内部統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査

人は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対

して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、

識別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項

について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以  上

 
 
 
 
 
 
 
 

 

(注)１ 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２ XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 
 

2022年６月23日

 
 
アクシアル　リテイリング株式会社
 

  取  締  役  会  御中
 

 
 

有限責任監査法人トーマツ

新潟事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員  公認会計士 石   尾   雅   樹 ㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員  公認会計士 齋   藤   康   宏 ㊞

 

 
 
 
監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるアクシアル　リテイリング株式会社の2021年４月1日から2022年３月31日までの第71期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を

行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、アクシ

アル　リテイリング株式会社の2022年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全て

の重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である

と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい

て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

 
関係会社株式の評価

（監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由）

会社は純粋持株会社であり、多額の関係会社株式を保有している。関係会社株式については取得原価をもって

貸借対照表に計上している。関係会社株式の貸借対照表計上額は26,369百万円であり、総資産の81.9％を占めて

いる。関係会社株式の評価基準は、注記事項　（重要な会計方針）　１　有価証券の評価基準及び評価方法に記

載されている。

関係会社株式の減損処理の要否は、取得原価と実質価額とを比較することにより判定されており、株式の発行

会社の財政状態の悪化により実質価額が著しく低下したときは、実質価額まで減損処理する方針としている。

関係会社株式の評価については、経済環境や自己資本の状況等に関わらず監査上一定の注意が必要であること

に加えて、関係会社株式が貸借対照表において最も金額的重要性が高い勘定科目であることから、監査上の主要

な検討事項に該当すると判断した。

（監査上の対応）

当監査法人は、関係会社株式の評価に係る内部統制の有効性を評価するとともに、会社による関係会社株式の

評価結果の妥当性を以下により検討した。

・　関係会社株式の実質価額の算定基礎となる各社の財務情報について実施した監査手続とその結果に基づ

き、当該財務情報の信頼性を確かめた。

・　会社による関係会社株式の評価結果の妥当性を検討するため、各関係会社株式の帳簿残高を各社の実質価

額と比較検討した。
 

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分か

つ適切な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性

及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどう

か結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注

記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表

に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査

証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引

や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事

項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止さ

れている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回

ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以  上

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

(注)１ 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２ XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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